
関  原  発  第 500 号 

2 0 2 4 年 2 月 1 3 日 

原子力規制委員会 殿

住  所 大阪市北区中之島３丁目６番１６号

申請者名 関 西 電 力 株 式 会 社

執行役社長 森  望

２０２３年４月２５日付け関原発第１０号をもちまして申請いたしました高浜

発電所の発電用原子炉設置変更許可申請書（１号、２号、３号及び４号発電用原

子炉施設の変更）を下記のとおり一部補正いたします。

記

高浜発電所の発電用原子炉設置変更許可申請書（１号、２号、３号及び４号発

電用原子炉施設の変更）を別添のとおり一部補正する。

代 表 者
の 氏 名 



 

別  添 

 

「 四 、 変 更 の 理 由 」の一部補正 

別 紙 ２ （ 本  文 ）の一部補正 

添 付 書 類 四の一部補正 

添 付 書 類 五の一部補正 

添 付 書 類 六の一部補正 

添 付 書 類 八の一部補正 

添 付 書 類 九の一部補正 

添 付 書 類 十の一部補正 

添 付 書 類 十（追補１）の一部補正 

添 付 書 類 十 一の一部補正 



 

 

 

 

 

 

「四、変更の理由」の一部補正 
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「四、変更の理由」を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 
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下 5 行～ 
下 4 行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ロ、３号炉及び４号炉の蒸

気発生器の取替えに伴い、

取り外した蒸気発生器等

を保管するため、３号及び

４号炉共用の蒸気発生器

保管庫を設置する  。 

 

 

 

 

 
ロ、３号炉及び４号炉の蒸

気発生器の取替えに伴い、

取り外した蒸気発生器等

を保管するため、３号及び

４号炉共用の蒸気発生器

保管庫を設置するととも

に、１号、２号、３号及び

４号炉共用の外部遮蔽壁

保管庫の保管対象物を変

更する。 

 



 

 

 

 

 

別紙２（本文）の一部補正
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別紙２（本文）を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

 

-19- 
～ 

-21- 
 

-22- 
 
 
 
 

-23- 
 
 
 
 

-30- 
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上 12 行～ 
上 13 行 
 
 
 
下 7 行～ 
下 6 行 

 

 

 

上 5 行～ 
上 6 行 

 

 

 

 

 

 

 
（記載の変更） 

 

 

 

保修点検建屋は、資機材

の点検作業、保管等を実

施するための建屋であ

る。 

 

保修点検建屋は、資機材

の点検作業、保管等を実

施するための建屋であ

る。 

 

･･･コンクリート、鉄筋及

び埋め込み金物  は、

外部遮蔽壁保管庫に貯蔵

保管する。 

 

 

 

第 21 図 放射性廃棄物

の廃棄施設の流路線図

（添付書類八 第 7.1.1
図） 

 

 
別紙１に変更する。 
 
 

 

保修点検建屋は、１次冷

却材ポンプ等の機器や資

機材の点検等を実施する

ための建屋である。 
 
保修点検建屋は、１次冷

却材ポンプ等の機器や資

機材の点検等を実施する

ための建屋である。 
 
･･･コンクリート、鉄筋及

び埋め込み金物、並びに

その他雑固体廃棄物（不

燃物に限る。）は、外部遮

蔽壁保管庫に貯蔵保管す

る。 
 
別紙２に変更する。 
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別紙１ 

ト．放射性廃棄物の廃棄施設の構造及び設備 
１号炉及び２号炉のト．放射性廃棄物の廃棄施設の構造及び設備の記述

のうち、(3) 固体廃棄物の廃棄設備の(ⅱ) 廃棄物の処理能力に係る記述を

以下のとおり変更する。 

３号炉及び４号炉のト．放射性廃棄物の廃棄施設の構造及び設備の記述

のうち、(3) 固体廃棄物の廃棄設備の(ⅰ) 構造及び(ⅱ) 廃棄物の処理能力

に係る記述を以下のとおり変更する。 

 

Ａ．１号炉 

(3) 固体廃棄物の廃棄設備 

(ⅱ) 廃棄物の処理能力 

廃樹脂タンクの容量は、約 8.5m3 であり、廃樹脂貯蔵タンクの容量は、

約 120m3 である。廃樹脂処理装置の濃縮廃液タンクの容量は、約 40m3

とする。 

固体廃棄物貯蔵庫は、200ℓ ドラム缶約 50,600 本相当を貯蔵保管する

能力を有する。 

これらは、必要がある場合には増設を考慮する。 

蒸気発生器保管庫は、１号炉及び２号炉の蒸気発生器の取替えに伴い

取り外した蒸気発生器 6 基等、１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉の原

子炉容器上部ふたの取替えに伴い取り外した原子炉容器上部ふた 4 基

等、並びに１号炉及び２号炉の減容したバーナブルポイズンを十分貯蔵

保管する能力を有する。 

外部遮蔽壁保管庫は、１号炉及び２号炉の外周コンクリート壁一部撤

去、１号炉の蒸気発生器の取替え、３号炉及び４号炉の原子炉容器上部

ふたの取替えに伴い発生したコンクリート、鉄筋及び埋め込み金物等、

並びにその他雑固体廃棄物（不燃物に限る。）を十分貯蔵保管する能力

を有する。 
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Ｂ．２号炉 

１号炉に同じ。ただし共用設備は除く。 
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 Ｃ．３号炉 

(3) 固体廃棄物の廃棄設備 

(ⅰ) 構造 

固体廃棄物の廃棄設備（固体廃棄物処理設備）は、廃棄物の種類に応

じて処理するため、濃縮廃液等のドラム詰装置（３号及び４号炉共用）、

圧縮可能な雑固体廃棄物を圧縮するためのベイラ（１号、２号、３号及

び４号炉共用）、焼却可能な雑固体廃棄物を焼却するための雑固体焼却

設備（１号、２号、３号及び４号炉共用）、使用済樹脂タンク、使用済

樹脂貯蔵タンク（３号及び４号炉共用）、廃樹脂貯蔵タンク（１号、２

号、３号及び４号炉共用、既設）、廃樹脂処理装置（１号、２号、３号

及び４号炉共用、既設）、固体廃棄物貯蔵庫（１号、２号、３号及び４

号炉共用）、蒸気発生器保管庫（１号、２号、３号及び４号炉共用、既

設）、外部遮蔽壁保管庫（１号、２号、３号及び４号炉共用、既設）、

蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用）等で構成する。 

濃縮廃液等は固化材（アスファルト又はセメント）と共にドラム詰め

を行い貯蔵保管する。 

雑固体廃棄物のうち、可燃物は必要に応じて圧縮減容若しくは焼却処

理後ドラム詰め等を行い貯蔵保管する。また、不燃物は必要に応じて圧

縮減容後ドラム詰め等を行うか、又は必要に応じて圧縮減容後固型化材

（モルタル）を充てんしてドラム詰めを行い貯蔵保管する。 

脱塩塔使用済樹脂は、固化材（アスファルト）と共にドラム詰めを行

い貯蔵保管するか、又は使用済樹脂貯蔵タンクに貯蔵し、その後廃樹脂

処理装置で処理する。処理後の樹脂は雑固体廃棄物として取り扱い焼却

する。処理後の濃縮廃液は廃樹脂処理装置の濃縮廃液タンクに貯蔵保管

する。また、脱塩塔使用済樹脂の一部は、雑固体廃棄物として取り扱い

焼却する。 

また、使用済制御棒等の放射化された機器は使用済燃料ピットに貯蔵

する。 

固体廃棄物処理設備は、圧縮、焼却、固化等の処理過程における、放

射性物質の散逸等を防止する設計とする。 
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発生したドラム詰め等固体廃棄物は、所要の遮蔽設計を行った発電所

内の固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管する。

また、蒸気発生器の取替えに伴い取り外した蒸気発生器等及び原子炉

容器上部ふたの取替えに伴い取り外した原子炉容器上部ふた等は、所要

の遮蔽設計を行った発電所内の蒸気発生器保管庫に貯蔵保管する。原子

炉容器上部ふたの取替えに伴い発生したコンクリート、鉄筋及び埋め込

み金物、並びにその他雑固体廃棄物（不燃物に限る。）は、所要の遮蔽

設計を行った発電所内の外部遮蔽壁保管庫に貯蔵保管する。

なお、必要に応じて、固体廃棄物を廃棄事業者の廃棄施設へ廃棄する。 

(ⅱ) 廃棄物の処理能力 

使用済樹脂貯蔵タンクの容量は、約 85m3、廃樹脂貯蔵タンクの容量

は、約 120 m3 である。 

固体廃棄物貯蔵庫は、200ℓ ドラム缶約 50,600 本相当を貯蔵保管する

能力を有する。

これらは、必要がある場合には増設を考慮する。

蒸気発生器保管庫は、１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉の蒸気発生

器の取替えに伴い取り外した蒸気発生器 12 基等、１号炉、２号炉、３

号炉及び４号炉の原子炉容器上部ふたの取替えに伴い取り外した原子

炉容器上部ふた 4 基等、並びに１号炉及び２号炉の減容したバーナブル

ポイズンを十分貯蔵保管する能力を有する。

外部遮蔽壁保管庫は、１号炉及び２号炉の外周コンクリート壁一部撤

去、１号炉の蒸気発生器の取替え、３号炉及び４号炉の原子炉容器上部

ふたの取替えに伴い発生したコンクリート、鉄筋及び埋め込み金物等、

並びにその他雑固体廃棄物（不燃物に限る。）を十分貯蔵保管する能力

を有する。
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Ｄ．４号炉 

３号炉に同じ。ただし共用設備は除く。 
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添付書類四の一部補正



4-1 

添付書類四を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

 
4-1 

 

 

 

 

（記載の変更） 

 

 

別紙 4-1 に変更する。  
 



4-2 

別紙 4-1 

別添２ 

 

添  付  書  類  四  

変更後における発電用原子炉の運転に要する核燃料物質の取得計画を記載した書類 

 

当社の原子力発電所の運転に要する核燃料物質（ウラン）については、

APPAK 社等とのウラン精鉱購入契約等によって確保しているウラン精鉱

等及び使用済燃料の再処理により回収される減損ウランから充当する予定

である。これによるウラン精鉱等及び減損ウランの確保済の量は、現時点

では、当社の全累積で 2032 年度約 81, 683t U3O8 であり、これに対し、当

社の全累積所要量は 2032 年度約 81,231t U3O8 と予想される。したがって、

１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉の当面の運転に必要なウランについて

は十分まかなえる量を確保済であり、それ以降の所要ウランに関しても、

今後の契約により確保する予定である。  

UF6 への転換役務については、アメリカの ConverDyn 社、フランスの

Orano Chimie-Enrichissement 社等との転換役務契約等により当面の所要

量を確保しており、それ以降の所要量に関しても、今後の契約により確保

する予定である。  

UF6 の濃縮役務については、フランスの Orano Chimie-Enrichissement

社、日本の日本原燃株式会社等との濃縮役務契約等によって当面の所要量

を確保しており、それ以降の所要量に関しても、今後の契約により確保す

る予定である。  

一方、３号炉及び４号炉の運転に使用する核燃料物質（プルトニウム）

については、当社の使用済燃料の再処理により回収されるプルトニウムを

利用していく予定である。  

１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉用燃料の成型加工役務については、

国内外事業者との契約により確保する予定である。 
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添付書類五を以下のとおり補正する。 

頁 行  補  正  前  補  正  後  
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～  

5-18 
 

 

 

 

（記載の変更） 

 

 

別紙 5-1 に変更する。  
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別紙 5-1 

別 添 ３  

添   付   書   類   五  

変 更 に 係 る 発 電 用 原 子 炉 施 設 の 設 置 及 び 運 転 に 関 す る  

技 術 的 能 力 に 関 す る 説 明 書  

 

本 変 更 に 係 る 発 電 用 原 子 炉 施 設 の 設 計 及 び 工 事 、 並 び に 運 転 及 び

保 守（ 以 下「 設 計 及 び 運 転 等 」と い う 。）の た め の 組 織 、技 術 者 の 確

保 、経 験 、品 質 保 証 活 動 、技 術 者 に 対 す る 教 育・訓 練 及 び 有 資 格 者

等 の 選 任 ・ 配 置 に つ い て は 次 の と お り で あ る 。  

 

１ ． 組   織  

本 変 更 に 係 る 設 計 及 び 運 転 等 は 第 1 図 に 示 す 既 存 の 原 子 力 関 係

組 織 に て 実 施 す る 。  

こ れ ら の 組 織 は 、「 核 原 料 物 質 、核 燃 料 物 質 及 び 原 子 炉 の 規 制 に

関 す る 法 律 」第 43 条 の 3 の 24 第 1 項 の 規 定 に 基 づ く 高 浜 発 電 所

原 子 炉 施 設 保 安 規 定（ 以 下「 保 安 規 定 」と い う 。）等 で 定 め ら れ た

業 務 所 掌 に 基 づ き 、 明 確 な 役 割 分 担 の も と で 高 浜 発 電 所 の 設 計 及

び 運 転 等 に 係 る 業 務 を 適 確 に 実 施 す る 。  

本 変 更 に 係 る 設 計 及 び 工 事 の 業 務 に つ い て 、 設 計 方 針 に つ い て

は 原 子 力 事 業 本 部 の 原 子 力 安 全 ・ 技 術 部 門 、 原 子 力 発 電 部 門 、 原

子 燃 料 部 門 及 び 土 木 建 築 室 に て 定 め 、 現 場 に お け る 具 体 的 な 設 計

及 び 工 事 の 業 務 は 高 浜 発 電 所 に お い て 実 施 す る 。  

本 変 更 に 係 る 運 転 及 び 保 守 の 業 務 に つ い て 、 高 浜 発 電 所 の 発 電

用 原 子 炉 施 設 の 運 転 に 関 す る 業 務 は 第 一 発 電 室 及 び 第 二 発 電 室 が 、

発 電 用 原 子 炉 施 設 の 施 設 管 理 に 関 す る 業 務 は 原 子 燃 料 課 、 放 射 線

管 理 課 、 保 全 計 画 課 、 電 気 保 修 課 、 計 装 保 修 課 、 原 子 炉 保 修 課 、

タ ー ビ ン 保 修 課 、 土 木 建 築 課 、 電 気 工 事 グ ル ー プ 及 び 機 械 工 事 グ

ル ー プ が 、 燃 料 管 理 に 関 す る 業 務 は 原 子 燃 料 課 が 、 放 射 線 管 理 に
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関 す る 業 務 は 放 射 線 管 理 課 が 、 原 子 力 防 災 、 出 入 管 理 等 に 関 す る

業 務 並 び に 重 大 事 故 等 発 生 時 及 び 大 規 模 損 壊 発 生 時 の 体 制 の 整 備

に 関 す る 業 務 は 安 全 ・ 防 災 室 が 、 火 災 発 生 時 、 内 部 溢 水 発 生 時 及

び そ の 他 自 然 災 害 発 生 時 等 に 関 す る 業 務 は 保 全 計 画 課 が 実 施 す る 。 

運 転 及 び 保 守 の 業 務 に つ い て 、 自 然 災 害 や 重 大 事 故 等 に も 適 確

に 対 処 す る た め 、 あ ら か じ め 、 発 電 所 長 を 本 部 長 と し た 防 災 組 織

及 び 原 子 力 防 災 組 織 を 構 築 し 、 発 生 す る 事 象 に 応 じ て 対 応 す る 。  

自 然 災 害 が 発 生 し た 場 合 は 防 災 組 織 と し て 一 般 災 害 対 策 本 部 が

設 置 さ れ 、 平 時 の 業 務 体 制 か ら 速 や か に 移 行 さ れ る 。 ま た 、 原 子

力 災 害 が 発 生 し た 場 合 又 は そ の 恐 れ が あ る 場 合 は 、 原 子 力 防 災 組

織 と し て 発 電 所 警 戒 本 部 又 は 発 電 所 緊 急 時 対 策 本 部 が 設 置 さ れ 、

平 時 の 業 務 体 制 か ら 速 や か に 移 行 さ れ る 。  

防 災 組 織 を 第 2－ 1 図 、 原 子 力 防 災 組 織 を 第 2－ 2 図 に 示 す 。  

こ れ ら の 組 織 は 、 高 浜 発 電 所 の 組 織 要 員 に よ り 構 成 さ れ 、 原 子

力 防 災 の 体 制 に 移 行 し た と き に は 、 本 店 の 原 子 力 防 災 組 織 と 連 携

し 、 外 部 か ら の 支 援 を 受 け る こ と と す る 。  

森 林 火 災 や 地 震 な ど の 自 然 災 害 の 重 畳 時 に は 、 一 般 災 害 対 策 本

部 に よ る 活 動 と な る が 、自 然 災 害 か ら 重 大 事 故 等 が 発 生 し た 場 合 、

及 び 自 然 災 害 と 重 大 事 故 等 が 重 畳 し た 場 合 、 並 び に 重 大 事 故 等 が

重 畳 し た 場 合 に は 発 電 所 緊 急 時 対 策 本 部 に て 対 応 す る こ と と し 、

重 大 事 故 等 対 策 要 員 に て 初 動 活 動 を 行 い 、 重 畳 し て 発 生 し て い る

自 然 災 害 の 対 応 は 、 本 部 長 の 指 示 の も と 、 発 電 所 緊 急 時 対 策 本 部

の 役 割 分 担 に 応 じ て 対 処 す る 。  

発 電 用 原 子 炉 施 設 の 保 安 に 関 す る 事 項 を 審 議 す る も の と し て 、

保 安 規 定 に 基 づ き 本 店 に 原 子 力 発 電 安 全 委 員 会 を 、 高 浜 発 電 所 に

原 子 力 発 電 安 全 運 営 委 員 会 を 設 置 し て い る 。 原 子 力 発 電 安 全 委 員

会 は 、 法 令 上 の 手 続 き を 要 す る 発 電 用 原 子 炉 設 置 （ 変 更 ） 許 可 申

請 書 本 文 事 項 の 変 更 、 保 安 規 定 変 更 及 び 発 電 用 原 子 炉 施 設 の 定 期

的 な 評 価 の 結 果 等 を 審 議 し 、 高 浜 発 電 所 の 原 子 力 発 電 安 全 運 営 委

員 会 は 、 発 電 所 で 作 成 す べ き 手 順 書 の 制 定 ・ 改 正 等 の 発 電 用 原 子
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炉 施 設 の 保 安 運 営 に 関 す る 具 体 的 重 要 事 項 を 審 議 す る こ と で 役 割

分 担 を 明 確 に し て い る 。  
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２ ． 技 術 者 の 確 保  

( 1 )  技 術 者 数  

技術者とは技術系社員のことを示しており、 2023 年 11 月 1 日

現在、原子力事業本部の各部門、高浜発電所及び土木建築室におけ

る技術者の人数は 784 名であり、そのうち高浜発電所における技

術者の人数は 454 名である。  

このうち、 10 年以上の経験年数を有する管理職が 143 名在籍し

ている。  

( 2 )  有 資 格 者 数  

原子力事業本部の各部門、高浜発電所及び土木建築室における

2023 年 11 月 1 日現在の有資格者は次のとおりであり、そのうち

高浜発電所における有資格者を括弧書きで示す。  

 

発電用原子炉主任技術者    35 名（ 16 名）  

放射線取扱主任者（第１種）    49 名（ 16 名）  

ボイラー・タービン主任技術者（第１種）  5 名（ 3 名）  

電気主任技術者（第１種）                   9 名（ 3 名）  

運転責任者として原子力規制委員会が定める  

基準に適合した者                          17 名（ 15 名）  

 

また、自然災害や重大事故等の対応として資機材の運搬等を行う

こととしており、大型けん引免許等を有する技術者についても確保

している。  

原子力事業本部の各部門、高浜発電所及び土木建築室の技術者及

び有資格者の人数を第 1 表に示す。現在、確保している技術者数に

て本変更に係る設計及び運転等の対処が可能であるが、今後とも設

計及び運転等を適切に行い、安全を確保し、円滑かつ確実な業務遂

行を図るため、必要な教育及び訓練を行うとともに、採用を通じ、

必要な有資格者数と技術者数を継続的に確保し、配置する。  
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３．経  験  

当 社 は 、昭 和 29 年 以 来 、原 子 力 発 電 に 関 す る 諸 調 査 、諸 準 備 等

を 進 め る と と も に 、 技 術 者 を 国 内 及 び 国 外 の 原 子 力 関 係 諸 施 設 へ

多 数 派 遣 し 、 技 術 的 能 力 の 蓄 積 に 努 め て い る 。  

ま た 、 昭 和 45 年 11 月 に 美 浜 発 電 所 １ 号 炉 の 営 業 運 転 を 開 始 し

て 以 来 、 計 11 基 の 原 子 力 発 電 所 を 有 し 、 順 調 な 運 転 を 行 っ て き

た 。  

 

原 子 力 発 電 所 （ 原 子 炉 熱 出 力 ）       営 業 運 転 の 開 始  

美 浜 発 電 所 １ 号 炉 （ 約 1 ,031MW）    昭 和 45 年 11 月 28 日  

（ 平 成 27 年 4 月 27 日 運 転 終 了 ）  

     ２ 号 炉 （ 約 1 ,456MW）    昭 和 47 年  7 月 25 日  

（ 平 成 27 年 4 月 27 日 運 転 終 了 ）  

     ３ 号 炉 （ 約 2 ,440MW）    昭 和 51 年 12 月  1 日  

高 浜 発 電 所 １ 号 炉 （ 約 2 ,440MW）    昭 和 49 年 11 月 14 日  

     ２ 号 炉 （ 約 2 ,440MW）    昭 和 50 年 11 月 14 日  

     ３ 号 炉 （ 約 2 ,660MW）    昭 和 60 年  1 月 17 日  

     ４ 号 炉 （ 約 2 ,660MW）    昭 和 60 年  6 月  5 日  

大 飯 発 電 所 １ 号 炉 （ 約 3 ,423MW）    昭 和 54 年  3 月 27 日  

（ 平 成 30 年 3 月 1 日 運 転 終 了 ）  

     ２ 号 炉 （ 約 3 ,423MW）    昭 和 54 年 12 月  5 日  

（ 平 成 30 年 3 月 1 日 運 転 終 了 ）  

     ３ 号 炉 （ 約 3 ,423MW）    平 成  3 年 12 月 18 日  

     ４ 号 炉 （ 約 3 ,423MW）    平 成  5 年  2 月  2 日  

 

当 社 は 、 こ れ ら 原 子 力 発 電 所 の 建 設 時 及 び 改 造 時 の 設 計 及 び 工

事 を と お し て 豊 富 な 経 験 を 有 し 、 技 術 力 を 維 持 し て い る 。  

ま た 、営 業 運 転 開 始 以 来 、計 11 基 の 原 子 力 発 電 所 に お い て 、約

52 年 間 運 転 を 行 っ て お り 、運 転 及 び 保 守 に つ い て 十 分 な 経 験 を 有

し て い る 。  
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本 変 更 に 関 し て 、 設 計 及 び 工 事 の 経 験 と し て 、 高 浜 発 電 所 に お

い て 平 成 16 年 に は １ 号 、２ 号 、３ 号 及 び ４ 号 炉 共 用 の 使 用 済 燃 料

輸 送 容 器 保 管 建 屋 の 設 置 、平 成 17 年 に は ４ 号 炉 、平 成 18 年 に は

３ 号 炉 の 使 用 済 燃 料 貯 蔵 設 備 の 貯 蔵 能 力 の 変 更 、 平 成 19 年 に は

４ 号 炉 、 平 成 20 年 に は ３ 号 炉 の 原 子 炉 容 器 上 部 ふ た 取 替 え 等 の

工 事 を 順 次 実 施 し て い る 。  

ま た 、耐 震 裕 度 向 上 工 事 と し て 、平 成 20 年 に は １ 号 炉 の 動 力 変

圧 器 及 び ２ 号 炉 の 内 部 ス プ レ ク ー ラ 、 平 成 21 年 に は １ 号 炉 の 電

気 計 装 盤 及 び ２ 号 炉 の 原 子 炉 ト リ ッ プ し ゃ 断 器 盤 等 に つ い て 工 事

を 実 施 し て お り 、 設 備 の 設 計 検 討 及 び 工 事 を 継 続 し て 実 施 し て い

る 。  

更 な る 安 全 性 向 上 の 観 点 か ら ア ク シ デ ン ト マ ネ ジ メ ン ト 対 策 と

し て 、 代 替 再 循 環 、 代 替 補 機 冷 却 、 格 納 容 器 内 自 然 対 流 冷 却 及 び

格 納 容 器 内 注 水 の 設 備 改 造 を 検 討 し 、 対 策 工 事 を 実 施 し て い る 。  

ま た 、経 済 産 業 大 臣 の 指 示「 平 成 23 年 福 島 第 一・第 二 原 子 力 発

電 所 事 故 を 踏 ま え た 他 の 発 電 所 の 緊 急 安 全 対 策 の 実 施 に つ い て

（ 指 示 ）（ 平 成 23･03･28 原 第 7 号  平 成 23 年 3 月 30 日 付 ）」 に

基 づ き 実 施 し た 緊 急 安 全 対 策 に よ り 、 空 冷 式 非 常 用 発 電 装 置 、 電

源 車 、 消 防 ポ ン プ 等 の 配 備 に 関 す る 設 計 検 討 を 行 い 、 対 策 工 事 を

実 施 し て い る 。  

運 転 マ ニ ュ ア ル の 改 正 対 応 や 習 熟 訓 練 に よ る 運 転 の 知 識 ・ 技 能

の 向 上 を 図 る と と も に 、 工 事 に 関 連 す る 保 守 経 験 を 継 続 的 に 積 み

上 げ て い る 。  

ま た 、 運 転 の 経 験 と し て 、 当 社 で 発 生 し た ト ラ ブ ル 対 応 や 、 国

内 外 の ト ラ ブ ル 情 報 の 水 平 展 開 要 否 に 係 る 判 断 等 を 通 じ て 、 ト ラ

ブ ル に 関 す る 経 験 や 知 識 に つ い て も 継 続 的 に 積 み 上 げ て い る 。  

さ ら に 、 重 大 事 故 等 の 対 応 の 検 討 、 対 策 の 実 施 及 び 訓 練 の 実 施

に よ り 経 験 や 知 識 を 継 続 的 に 積 み 上 げ て い る 。  

以 上 の と お り 、 本 変 更 に 係 る 同 等 及 び 類 似 の 設 計 及 び 運 転 等 の

経 験 を 十 分 に 有 し て お り 、今 後 も 継 続 的 に 経 験 を 積 み 上 げ て い く 。 
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４．品質保証活動  

設 計 及 び 運 転 等 の 各 段 階 に お け る 品 質 保 証 活 動 は 、 原 子 力 発 電

所 の 安 全 を 達 成 、維 持 及 び 向 上 さ せ る た め に 、「 原 子 力 施 設 の 保 安

の た め の 業 務 に 係 る 品 質 管 理 に 必 要 な 体 制 の 基 準 に 関 す る 規 則 」

に し た が い 、 健 全 な 安 全 文 化 を 育 成 し 及 び 維 持 す る た め の 活 動 、

関 係 法 令 及 び 保 安 規 定 の 遵 守 に 対 す る 意 識 の 向 上 を 図 る た め の 活

動 を 含 め た 品 質 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム を 確 立 し 、 実 施 し 、 評 価 確

認 し 、 継 続 的 改 善 を 行 う こ と に よ り 実 施 し て い る 。  

こ の 品 質 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム に 基 づ き 品 質 保 証 活 動 を 実 施 す

る た め の 基 本 的 実 施 事 項 を 、「 原 子 力 発 電 の 安 全 に 係 る 品 質 保 証 規

程 」（ 以 下 「 品 質 マ ニ ュ ア ル 」 と い う 。） に 定 め て い る 。  

な お 、 本 申 請 に お け る 設 計 及 び 運 転 等 の 各 段 階 に お け る 品 質 保

証 活 動 の う ち 、 原 子 力 利 用 に お け る 安 全 対 策 の 強 化 の た め の 核 原

料 物 質 、 核 燃 料 物 質 及 び 原 子 炉 の 規 制 に 関 す る 法 律 等 の 一 部 を 改

正 す る 法 律 に 基 づ き 変 更 認 可 さ れ た 発 電 用 原 子 炉 施 設 保 安 規 定 の

施 行 ま で に 実 施 し た 活 動 に つ い て は 、「 原 子 力 発 電 所 に お け る 安 全

の た め の 品 質 保 証 規 程（ JEAC4111-2009）」及 び「 実 用 発 電 用 原 子

炉 に 係 る 発 電 用 原 子 炉 設 置 者 の 設 計 及 び 工 事 に 係 る 品 質 管 理 の 方

法 及 び そ の 検 査 の た め の 組 織 の 技 術 基 準 に 関 す る 規 則 」 に し た が

い 実 施 し て い る 。  

( 1 )  品 質 保 証 活 動 の 体 制  

当社における品質保証活動は、品質マニュアルに基づく社内標準

を含む文書及びこれらの文書の中で明確にした記録で構成する文

書体系を構築し、実施する。品質保証活動に係る文書体系を第 3 図

に示す。  

また、品質マニュアルに基づき、社長を 高責任者とし、実施部

門である第 1 図に示す原子力関係組織（経営監査室を除く。）にお

ける品質保証活動に係る体制及び監査部門である経営監査室にお

ける品質保証活動に係る体制を構築している。  

社長は、原子力の安全のためのリーダーシップを発揮し、品質保
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証体制の実効性を維持することの責任と権限を有し、品質方針を設

定し、原子力の安全を確保することの重要性が組織内に伝達され、

理解されることを確実にするとともに、要員が健全な安全文化を育

成し及び維持することに貢献できるようにする。  

各業務を主管する組織の長は、品質方針にしたがい、品質保証活

動の計画、実施、評価及び改善を行い、その活動結果について、実

施部門の管理責任者である原子力事業本部長がマネジメントレビ

ューのインプットとして社長へ報告する。  

各業務を主管する組織の長は、業務の実施に際して、業務に対す

る要求事項を満足するように定めた社内標準を含む文書に基づき、

責任をもって個々の業務を実施し、要求事項への適合及び品質保証

活動の実効性を実証する記録を作成し管理する。  

経営監査室長は、監査部門の管理責任者として、実施部門と独立

した立場で内部監査を実施し、結果をマネジメントレビューのイン

プットとして社長へ報告する。  

社長は報告内容を基にマネジメントレビューを実施し、品質方針

の見直しや品質保証活動の改善のための指示を行う。  

本店の品質保証会議では、第 1 図に示す原子力関係組織（経営監

査室を除く。）の品質マネジメントシステムが実効性のあることを

評価する。また、高浜発電所の発電所レビューでは、高浜発電所の

品質マネジメントシステムが実効性のあることを評価する。  

これらのレビュー結果により保安規定や社内標準を改正する必

要がある場合は、別途、原子力発電安全委員会を開催し、その内容

を審議し、その審議結果は、業務へ反映させる。  

 ( 2 )  本 変 更 に 係 る 設 計 及 び 運 転 等 の 品 質 保 証 活 動  

各業務を主管する組織の長は、本変更に係る設計及び工事を品質

マニュアルにしたがい、その重要度に応じて実施する。また、製品

及び役務を調達する場合は、供給者において品質保証活動が適切に

遂行されるよう要求事項を提示し、製品及び役務やその重要度に応

じた管理を行う。なお、許認可申請等に係る解析業務を調達する場



 

5-10 

合は、通常の調達要求事項に加え、特別な調達管理を行う。各業務

を主管する組織の長は、検査及び試験等により調達製品が要求事項

を満足していることを確認する。  

各業務を主管する組織の長は、本変更に係る運転及び保守を適確

に遂行するため、品質マニュアルにしたがい、関係法令等の要求事

項を満足するよう個々の業務を計画し、実施し、評価を行い、継続

的に改善する。また、製品及び役務を調達する場合は、設計及び工

事と同様に管理する。  

各業務を主管する組織の長は、設計及び運転等において不適合が

発生した場合、不適合を除去し、再発防止のために原因を特定した

上で、原子力安全に及ぼす影響に応じた是正処置等を実施する。ま

た、製品及び役務を調達する場合は、供給者においても不適合管理

が適切に遂行されるよう要求事項を提示し、不適合が発生した場合

には、各業務を主管する組織の長はその実施状況を確認する。  

上記のとおり、品質マニュアルを定めた上で、品質保証活動に必

要な文書を定め、調達管理を含めた品質保証活動に関する計画、実

施、評価及び改善を実施する仕組み及び役割を明確化した体制を構

築している。  
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５ ． 教 育 ・ 訓 練  

技 術 者 は 、 原 則 と し て 入 社 後 一 定 期 間 、 当 社 原 子 力 研 修 セ ン タ

ー 、 原 子 力 発 電 所 等 に お い て 、 原 子 力 発 電 所 の 仕 組 み 、 放 射 線 管

理 等 の 基 礎 教 育 ・ 訓 練 並 び に 機 器 配 置 及 び プ ラ ン ト シ ス テ ム 等 の

現 場 教 育 ・ 訓 練 を 受 け 、 各 職 能 、 目 的 に 応 じ た 基 礎 知 識 を 習 得 す

る 。  

技 術 者 の 教 育 ・ 訓 練 は 、 当 社 原 子 力 研 修 セ ン タ ー の ほ か 、 国 内

の 原 子 力 関 係 機 関 （ 国 立 研 究 開 発 法 人 日 本 原 子 力 研 究 開 発 機 構 、

株 式 会 社 原 子 力 発 電 訓 練 セ ン タ ー 等 ） に お い て 、 各 職 能 、 目 的 に

応 じ た 実 技 訓 練 や 机 上 教 育 を 計 画 的 に 実 施 し 、一 般 及 び 専 門 知 識・

技 能 の 習 得 及 び 習 熟 に 努 め て い る 。  

ま た 、 高 浜 発 電 所 に お い て は 、 原 子 力 安 全 の 達 成 に 必 要 な 技 術

的 能 力 を 維 持 ・ 向 上 さ せ る た め 、 保 安 規 定 に 基 づ き 、 対 象 者 、 教

育 内 容 、 教 育 時 間 等 に つ い て 教 育 の 実 施 計 画 を 立 て 、 そ れ に し た

が っ て 教 育 を 実 施 す る 。  

本 変 更 に 係 る 業 務 に 従 事 す る 技 術 者 、 事 務 系 社 員 及 び 協 力 会 社

社 員 に 対 し て は 、 各 役 割 に 応 じ た 自 然 災 害 等 発 生 時 、 重 大 事 故 等

発 生 時 の 対 応 に 必 要 と な る 技 能 の 維 持 と 知 識 の 向 上 を 図 る た め 、

計 画 的 か つ 継 続 的 に 教 育 ・ 訓 練 を 実 施 す る 。  
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６ ． 有 資 格 者 等 の 選 任 ・ 配 置  

発 電 用 原 子 炉 主 任 技 術 者 は 、 原 子 炉 主 任 技 術 者 免 状 を 有 す る 者

の う ち 、 発 電 用 原 子 炉 施 設 の 施 設 管 理 に 関 す る 業 務 、 運 転 に 関 す

る 業 務 、 設 計 に 係 る 安 全 性 の 解 析 及 び 評 価 に 関 す る 業 務 、 燃 料 体

の 設 計 又 は 管 理 に 関 す る 業 務 の 実 務 経 験 を 3 年 以 上 有 す る 者 の 中

か ら 職 務 遂 行 能 力 を 考 慮 し た 上 で 発 電 用 原 子 炉 ご と に 選 任 す る 。  

発 電 用 原 子 炉 主 任 技 術 者 は 、 発 電 用 原 子 炉 施 設 の 運 転 に 関 し 保

安 の 監 督 を 誠 実 か つ 優 先 に 行 い 、 保 安 の た め の 職 務 が 適 切 に 遂

行 で き る よ う 独 立 性 を 確 保 し た 上 で 、 本 店 の 保 安 に 関 す る 管 理 職

か ら 配 置 す る 。  

本 店 の 保 安 に 関 す る 管 理 職 が 、 発 電 所 の 他 の 職 位 と 兼 務 す る 場

合 は 、 兼 務 す る 職 位 と し て の 判 断 と 発 電 用 原 子 炉 主 任 技 術 者 と し

て の 判 断 が 相 反 し な い 職 位 と す る と と も に 、 相 反 性 を 確 実 に 排 除

さ せ る 措 置 を 講 じ る 。  

発 電 用 原 子 炉 主 任 技 術 者 不 在 時 に お い て も 、 発 電 用 原 子 炉 施 設

の 運 転 に 関 し 保 安 上 必 要 な 指 示 が で き る よ う 、 代 行 者 を 発 電 用 原

子 炉 主 任 技 術 者 の 選 任 要 件 を 満 た す 管 理 職 か ら 選 任 し 、 職 務 遂 行

に 万 全 を 期 し て い る 。  

運 転 責 任 者 は 、 原 子 力 規 制 委 員 会 が 定 め る 基 準 に 適 合 し た 者 の

中 か ら 選 任 し 、 原 子 炉 の 運 転 を 担 当 す る 当 直 の 責 任 者 で あ る 当 直

課 長 の 職 位 と し て い る 。  
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第 1 表 原子力事業本部、高浜発電所及び土木建築室の技術者の人数 

                                    （2023 年 11 月 1 日現在） 

 

技 術 者

の 
総 人 数 

技 術 者

の う ち

管 理 職

の 人 数 

技術者のうち有資格者の人数 

発電用原

子炉主任

技術者有

資格者の

人 数 

第 １ 種

放 射 線

取 扱 主

任 者 有

資 格 者

の 人 数 

運転責任

者の基準

に適合し

た 者 の 
人 数 

第１種ボ

イラー・

タービン

主任技術

者有資格

者の人数 

第 １ 種

電 気 主

任 技 術

者 有 資

格 者 の

人 数 

原 子 力 事 業 本 部 

原 子 力 企 画 部 門 
39 18 

(18) 6 6 1 1 0 

原 子 力 事 業 本 部 

原子力安全・技術部門 
84 

21 
(21) 4 2 0 0 0 

原 子 力 事 業 本 部 

原 子 力 発 電 部 門 
162 41 

(41) 
4 17 1 1 6 

原 子 力 事 業 本 部 

原 子 燃 料 部 門 
35 11 

(11) 5 8 0 0 0 

高 浜 発 電 所 454 
48 

(48) 16 16 15 3 3 

土 木 建 築 室 
（ 原 子 力 関 係 ） 

10 4 
(4) 

0 0 0 0 0 

注: (  ) 内は、管理職のうち、技術者としての経験年数が 10 年以上の人数を示す。 
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第 1 図 原子力関係組織図（2023 年 11 月 1 日現在） 

（※２） 

（※１）発電用原子炉主任技術者

品質保証室長

高浜発電所長

安全・防災室長 
所長室長 
技術課長 
原子燃料課長
放射線管理課長 
第一発電室長 
第二発電室長 
 保全計画課長 
 電気保修課長 
 計装保修課長 
 原子炉保修課長 
 タービン保修課長

 土木建築課長 
 電気工事グループ課長 
 

電気主任技術者 

ボイラー・タービン 

主任技術者 

機械工事グループ課長 

原子力発電 

安全運営委員会 

発電所レビュー 

社長

 

管理責任者（経営監査室長） 

経営監査室長 

（※１） 

管理責任者（原子力事業本部長）

原子力事業本部長 原子力企画部門統括

品質保証会議

調達本部長

原子燃料サイクル室長 

総務室長 

土木建築室長

原子力安全・技術部門統括

（原子力安全・技術） 

原子力発電安全委員会

原子力発電部門統括

原子燃料部門統括

環境ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

ｾﾝﾀｰ所長 

（※２） 

原子力安全・技術部門統括

（土木建築） 
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第 2－1 図 防災組織図（2023 年 11 月 1 日現在） 
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 第 2－2 図 原子力防災組織図（2023 年 11 月 1 日現在）
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品質マネジメ

ントシステム

計画関連条項 

項 目 

社内標準名 

所管箇所 １次 

文書 
２次文書 

４．２．３ 

４．２．４ 

文書の管理 

記録の管理 
原
子
力
発
電
の
安
全
に
係
る
品
質
保
証
規
程
※
１ 

原子力部門にお

ける文書・記録

管理通達 

 

原子力事業本部 

原子力企画部門 

８．２．２ 内部監査 原子力部門にお

ける内部監査通

達 

 

経営監査室 

 

８．３ 

８．５．２ 

不適合の管理 

是正処置等 

不適合管理およ

び是正処置通達 

 

 

原子力事業本部 

原子力発電部門 

８．５．２ 

８．５．３ 

是正処置等 

未然防止処置 

未然防止処置通

達 

 

 

原子力事業本部 

原子力発電部門 

※１：原子力発電の安全に係る品質保証規程の所管箇所は、原子力事業本部、総務室及び

経営監査室である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 図 品質保証活動に係る文書体系(1/3) 
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品質マネジメ

ントシステム

計画関連条項 

項 目 

社内標準名 

所管箇所 １次 

文書 
２次文書 

４．１ 重要度分類 

原
子
力
発
電
の
安
全
に
係
る
品
質
保
証
規
程
※
１ 

グレード分け通

達 

原子力事業本部 

原子力発電部門 

４．１ 安全文化 安全文化通達 原子力事業本部 

原子力発電部門 

５．４ 

５．５．３ 

６．２ 

品質目標 品質目標通達 原子力事業本部 

原子力発電部門 

５．５．３ 管理者 原子力部門にお

ける文書・記録

管理通達 

原子力事業本部 

原子力企画部門 

５．５．４ 

５．６ 

組 織 の 内 部 の

情報の伝達 

内部コミュニケ

ーション通達 

原子力事業本部 

原子力発電部門 

６．１ 資源の確保 要員・組織計画

通達 

原子力事業本部 

原子力企画部門 

６．２ 要 員 の 力 量 の

確 保 お よ び 教

育訓練 

教育・訓練通達 原子力事業本部 

原子力企画部門 

６．１ 

７．１ 

７．２ 

７．５ 

７．６ 

８．２．４ 

 

運転管理 運転管理通達 原子力事業本部 

原子力発電部門 

燃料管理 原子燃料管理通

達 

原子力事業本部 

原子力発電部門 

放 射 性 廃 棄 物

管理 

放射性廃棄物管

理通達 

原子力事業本部 

原子力発電部門 

放射線管理 放射線管理通達 原子力事業本部 

原子力発電部門 

施設管理 施設管理通達 原子力事業本部 

原子力発電部門 

非常時の措置 非常時の措置通

達 

原子力事業本部 

原子力安全・技術部門 

廃止措置管理 廃止措置管理通

達 

原子力事業本部 

原子力発電部門 

運転管理通達 原子力事業本部 

原子力発電部門 

その他 安全管理通達 原子力事業本部 

原子力安全・技術部門 

原子燃料サイク

ル通達 

原子力事業本部 

原子燃料部門 

火災防護通達 原子力事業本部 

原子力発電部門 

原子力技術業務

要綱 

原子力事業本部 

原子力安全・技術部門 

※１：原子力発電の安全に係る品質保証規程の所管箇所は、原子力事業本部、総務室及

び経営監査室である。 
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品質マネジメ

ントシステム

計画関連条項 

項 目 

社内標準名 

所管箇所 １次 

文書 
２次文書 

７．２．３ 

８．２．１ 

組 織 の 外 部 の

者 と の 情 報 の

伝達等 

組 織 の 外 部 の

者の意見 

原
子
力
発
電
の
安
全
に
係
る
品
質
保
証
規
程
※
１ 

外部コミュニケ

ーション通達 

原子力事業本部 

原子力発電部門 

７．３ 設計開発 設計・開発通達 原子力事業本部 

原子力発電部門 

原子力部門にお

ける文書・記録

管理通達 

原子力事業本部 

原子力企画部門 

７．４ 

７．５．５ 

調達 

調 達 物 品 の 管

理 

原子力部門にお

ける調達管理通

達 

調達本部 

７．６ 監 視 測 定 の た

め の 設 備 の 管

理 

監視機器・測定

機器管理通達 

原子力事業本部 

原子力発電部門 

８．２．３ プ ロ セ ス の 監

視測定 

品質目標通達 原子力事業本部 

原子力発電部門 

原子力部門にお

ける内部監査通

達 

経営監査室 

運転管理通達 原子力事業本部 

原子力発電部門 

不適合管理およ

び是正処置通達 

原子力事業本部 

原子力発電部門 

未然防止処置通

達 

原子力事業本部 

原子力発電部門 

７．６ 

８．２．４ 

機 器 等 の 検 査

等 

検査・試験通達 原子力事業本部 

原子力発電部門 

８．４ 

８．５．２ 

デ ー タ の 分 析

および評価 

データ分析通達 原子力事業本部 

原子力発電部門 

※１：原子力発電の安全に係る品質保証規程の所管箇所は、原子力事業本部、総務室

及び経営監査室である。 
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添付書類六の一部補正



6(1)-3-1 

添付書類六を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 
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下 2 行～ 
下 1 行 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 「高浜発電所風洞実

験報告書」 

関西電力株式会社、平成

31 年 2 月 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 「高浜発電所風洞実

験報告書」 

関西電力株式会社、平成

31 年 2 月 

(7) 「高浜発電所風洞実

験報告書」 

関西電力株式会社、2023
年 5 月 

 

 

 

 



6(3)-2-1 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

 

6(3)-2-76 
 

 

 

 

下 2 行～ 
下 1 行 

 

 

 

 

(6) 「高浜発電所風洞実

験報告書」 

関西電力株式会社、平成

31 年 2 月 

 

 

(6) 「高浜発電所風洞実

験報告書」 

関西電力株式会社、2023
年 5 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

添付書類八の一部補正
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添付書類八を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

 

8-目-1 
～  

8-目-15 
 

 

 

 

（記載の変更） 

 

 

別紙 8-目-1 に変更する。 
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別添５ 

添  付  書  類  八 

変更後における発電用原子炉施設の安全設計に関する説明書 

 

令和４年１２月２１日付け原規規発第２２１２２１１号をもって設置変

更許可を受けた高浜発電所の発電用原子炉設置変更許可申請書の添付書類

八の１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉に係る記述のうち、下記内容を変更

又は追加する。 

 

記 

（１号炉） 

1. 安全設計のうち以下を変更又は追加する。 

1.5 火災防護に関する基本方針  

1.5.1 設計基準対象施設の火災防護に関する基本方針  

1.5.1.2 火災発生防止  

1.5.1.2.3 落雷、地震等の自然現象による火災発生の防止  

1.5.1.2.3.1 落雷による火災の発生防止  

1.5.1.3 火災の感知及び消火  

1.5.1.3.1 火災感知設備  

1.5.1.3.1.2 固有の信号を発する異なる火災感知器の設置  

1.5.1.3.1.3 火災受信機盤  

1.5.1.3.1.4 火災感知設備の電源確保  

1.5.2 重大事故等対処施設の火災防護に関する基本方針  

1.5.2.3 火災の感知及び消火  

1.5.2.3.1 火災感知設備  

1.5.2.3.1.2 固有の信号を発する異なる火災感知器の設置  

1.5.2.3.1.3 火災受信機盤  

1.5.2.3.1.4 火災感知設備の電源確保  

別紙 8-目-1 
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1.5.3 特定重大事故等対処施設の火災防護に関する基本方針  

1.5.3.2 火災発生防止  

1.5.3.2.3 落雷、地震等の自然現象による火災発生の防止  

1.5.3.2.3.3 森林火災による火災の発生防止  

1.5.3.3 火災の感知及び消火  

1.5.3.3.1 火災感知設備  

1.5.3.3.1.2 固有の信号を発する火災感知器の設置  

1.5.3.3.1.3 火災受信機盤  

1.5.3.3.1.4 火災感知設備の電源確保  

1.9 外部火災防護に関する基本方針  

1.9.1 設計方針  

(1) 外部火災防護施設  

(2) 森林火災  

c. 必要データ（ＦＡＲＳＩＴＥ入力条件）  

(d) 気象データ  

e. 火炎到達時間による消火活動  

f. 防火帯幅の設定  

g. 外部火災防護施設の熱影響  

h. 外部火災防護施設の危険距離の確保  

i. 海水ポンプへの熱影響  

j. 復水タンクへの熱影響  

k. 燃料取替用水タンクへの熱影響  

l. 海水ポンプ、復水タンク及び燃料取替用水タンクの危険距離の確保  

1.11 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針  

1.11.20 発電用原子炉設置変更許可申請（2023 年 4 月 25 日申請分）に係

る安全設計の方針  

1.11.20.1 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則（平成 25 年 6 月 19 日制定）」に対する適

合  

2. プラント配置を変更又は追加する。 
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7. 放射性廃棄物の廃棄施設のうち以下を変更又は追加する。  

7.2 液体廃棄物処理設備  

7.2.1 概要  

7.2.3 主要設備  

(16) 保修点検建屋サンプタンク  

(17) 保修点検建屋廃液モニタタンク  

7.2.4 主要仕様  

7.3 固体廃棄物処理設備  

7.3.3 主要設備  

(13) 外部遮蔽壁保管庫（１号、２号、３号及び４号炉共用、既設）  

7.3.4 主要仕様  

8. 放射線管理施設のうち以下を変更又は追加する。  

8.1 放射線管理設備  

8.1.1 通常運転時等  

8.1.1.3 主要設備  

(1) 放射線管理関係設備  

a. 出入管理設備  

b. 汚染管理設備  

c. 試料分析関係設備  

(2) 放射線監視設備  

b. エリアモニタリング設備  

8.2 換気設備  

8.2.3 主要設備  

8.2.3.2 原子炉補助建屋の換気設備  

8.2.3.9 保修点検建屋換気設備  

8.3 遮蔽設備  

8.3.2 設計方針  

10. その他発電用原子炉の附属施設のうち以下を変更又は追加する。  

10.5 火災防護設備  

10.5.1 設計基準対象施設  
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10.5.1.3 主要設備  

10.5.1.3.2 火災感知設備  

10.5.2 重大事故等対処施設  

10.5.2.3 主要設備  

10.5.2.3.2 火災感知設備  

10.5.3 特定重大事故等対処施設  

10.5.3.3 主要設備  

10.5.3.3.2 火災感知設備  

10.16 保修点検建屋  

10.17 参考文献  
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表 

 

第 1.9.2 表 

第 7.2.1 表 

外部火災防護施設 

液体廃棄物処理設備の設備仕様 

第 7.3.1 表 固体廃棄物処理設備の主要仕様 

第 8.1.1.3 表 放射能測定用主要装置 

第 10.16.1 表 保修点検建屋の設備仕様 
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図 

 

第 1.9.1 図 防火帯及び防火エリア設置図 

第 2.1 図 発電所全体配置図 

第 2.9 図 発電所全体配置図（特定重大事故等対処施設を含む。） 

第 7.1 図 放射性廃棄物の廃棄施設の流路線図 

第 8.2.7 図  保修点検建屋換気系統説明図（１号、２号、３号及び４号

炉共用） 

第 10.16.1 図 保修点検建屋 
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（２号炉） 

1. 安全設計のうち以下を変更又は追加する。 

1.5 火災防護に関する基本方針  

1.5.1 設計基準対象施設の火災防護に関する基本方針  

1.5.1.2 火災発生防止  

1.5.1.2.3 落雷、地震等の自然現象による火災発生の防止  

1.5.1.2.3.1 落雷による火災の発生防止  

1.5.1.3 火災の感知及び消火  

1.5.1.3.1 火災感知設備  

1.5.1.3.1.2 固有の信号を発する異なる火災感知器の設置  

1.5.1.3.1.3 火災受信機盤  

1.5.1.3.1.4 火災感知設備の電源確保  

1.5.2 重大事故等対処施設の火災防護に関する基本方針  

1.5.2.3 火災の感知及び消火  

1.5.2.3.1 火災感知設備  

1.5.2.3.1.2 固有の信号を発する異なる火災感知器の設置  

1.5.2.3.1.3 火災受信機盤  

1.5.2.3.1.4 火災感知設備の電源確保  

1.5.3 特定重大事故等対処施設の火災防護に関する基本方針  

1.5.3.2 火災発生防止  

1.5.3.2.3 落雷、地震等の自然現象による火災発生の防止  

1.5.3.2.3.3 森林火災による火災の発生防止  

1.5.3.3 火災の感知及び消火  

1.5.3.3.1 火災感知設備  

1.5.3.3.1.2 固有の信号を発する火災感知器の設置  

1.5.3.3.1.3 火災受信機盤  

1.5.3.3.1.4 火災感知設備の電源確保  

1.9 外部火災防護に関する基本方針  

1.9.1 設計方針  

1.11 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針  
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1.11.21 発電用原子炉設置変更許可申請（2023 年 4 月 25 日申請分）に係

る安全設計の方針  

1.11.21.1 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則（平成 25 年 6 月 19 日制定）」に対する適

合  

2. プラント配置を変更又は追加する。 

7. 放射性廃棄物の廃棄施設のうち以下を変更又は追加する。  

7.2 液体廃棄物処理設備  

7.2.1 概要  

7.2.3 主要設備  

(16) 保修点検建屋サンプタンク  

(17) 保修点検建屋廃液モニタタンク  

7.2.4 主要仕様  

7.3 固体廃棄物処理設備  

7.3.3 主要設備  

(13) 外部遮蔽壁保管庫（１号、２号、３号及び４号炉共用、既設）  

7.3.4 主要仕様  

8. 放射線管理施設のうち以下を変更又は追加する。  

8.1 放射線管理設備  

8.1.1 通常運転時等  

8.1.1.3 主要設備  

8.2 換気設備  

8.2.3 主要設備  

8.2.3.2 原子炉補助建屋の換気設備  

8.2.3.9 保修点検建屋換気設備  

8.3 遮蔽設備  

8.3.2 設計方針  

10. その他発電用原子炉の附属施設のうち以下を変更又は追加する。  

10.5 火災防護設備  

10.5.1 設計基準対象施設  
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10.5.1.3 主要設備  

10.5.1.3.2 火災感知設備  

10.5.2 重大事故等対処施設  

10.5.2.3 主要設備  

10.5.2.3.2 火災感知設備  

10.5.3 特定重大事故等対処施設  

10.5.3.3 主要設備  

10.5.3.3.2 火災感知設備  

10.16 保修点検建屋  

10.17 参考文献  
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（３号炉及び４号炉） 

1. 安全設計のうち以下を変更又は追加する。 

1.4 耐震設計   

1.4.3 特定重大事故等対処施設の耐震設計  

1.4.3.1 特定重大事故等対処施設の耐震設計の基本方針  

1.6 火災防護に関する基本設計  

1.6.1 設計基準対象施設の火災防護に関する基本方針 

1.6.1.2 火災発生防止 

1.6.1.2.3 落雷、地震等の自然現象による火災発生の防止 

1.6.1.2.3.1 落雷による火災の発生防止 

1.6.1.3 火災の感知及び消火  

1.6.1.3.1 火災感知設備  

1.6.1.3.1.2 固有の信号を発する異なる火災感知器の設置  

1.6.1.3.1.3 火災受信機盤  

1.6.1.3.1.4 火災感知設備の電源確保  

1.6.2 重大事故等対処施設の火災防護に関する基本方針 

1.6.2.2 火災発生防止 

1.6.2.2.3 落雷、地震等の自然現象による火災発生の防止 

1.6.2.2.3.3 森林火災による火災の発生防止 

1.6.2.3 火災の感知及び消火  

1.6.2.3.1 火災感知設備  

1.6.2.3.1.2 固有の信号を発する異なる火災感知器の設置  

1.6.2.3.1.3 火災受信機盤  

1.6.2.3.1.4 火災感知設備の電源確保  

1.6.3 特定重大事故等対処施設の火災防護に関する基本方針 

1.6.3.2 火災発生防止 

1.6.3.2.3 落雷、地震等の自然現象による火災発生の防止 

1.6.3.2.3.3 森林火災による火災の発生防止 

1.6.3.3 火災の感知及び消火  

1.6.3.3.1 火災感知設備  
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1.6.3.3.1.2 固有の信号を発する異なる火災感知器の設置  

1.6.3.3.1.3 火災受信機盤  

1.6.3.3.1.4 火災感知設備の電源確保  

1.10 外部火災防護に関する基本方針 

1.10.1 設計方針 

(1) 外部火災防護施設 

(2) 森林火災 

c. 必要データ（ＦＡＲＳＩＴＥ入力条件） 

(d) 気象データ 

e. 火炎到達時間による消火活動  

f. 防火帯幅の設定  

g. 外部火災防護施設の熱影響  

h. 外部火災防護施設の危険距離の確保  

i. 海水ポンプへの熱影響  

j. 復水タンクへの熱影響  

k. 海水ポンプ、復水タンクの危険距離の確保  

1.12 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針 

1.12.21 発電用原子炉設置変更許可申請（2023 年 4 月 25 日申請分）に係る安

全設計の方針 

1.12.21.1 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準

に関する規則（平成 25 年 6 月 19 日制定）」に対する適合 

2. プラント配置のうち以下を変更又は追加する。 

2.3 主要設備 

2.4 全体配置 

2.5 建物及び構造物 

2.5.8 蒸気発生器保管庫 

2.5.20 保修点検建屋 

2.6 特定重大事故等対処施設に関するプラント配置 

2.6.2 全体配置 

5. 原子炉冷却系統施設のうち以下を変更する。  
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5.1 １次冷却設備  

5.1.1 通常運転時等  

5.1.1.4 主要設備の仕様  

5.1.1.5 主要設備  

5.1.1.5.2 蒸気発生器  

5.1.1.5.7 支持構造物  

(2) 蒸気発生器  

5.1.1.5.8 漏えい監視設備  

5.1.1.6 試験検査  

5.1.1.6.2 蒸気発生器  

5.1.2 重大事故等時  

5.1.2.3 主要設備及び仕様  

5.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための

設備  

5.4.3 主要設備及び仕様  

5.5 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備  

5.5.3 主要設備及び仕様  

5.6 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための

設備  

5.6.3 主要設備及び仕様  

5.10 終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備  

5.10.3 主要設備及び仕様  

6. 計測制御系統施設のうち以下を変更する。  

6.8 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備  

6.8.3 主要設備及び仕様  

7. 放射性廃棄物の廃棄施設のうち以下を変更又は追加する。  

7.1 概要  

7.3 液体廃棄物処理設備  

7.3.1 概要  

7.3.3 主要設備の仕様  
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7.3.4 主要設備  

(22) 保修点検建屋サンプタンク  

(23) 保修点検建屋廃液モニタタンク  

7.4 固体廃棄物処理設備  

7.4.2 設計方針  

7.4.3 主要設備の仕様  

7.4.4 主要設備  

(15) 外部遮蔽壁保管庫（１号、２号、３号及び４号炉共用、既設）  

(16) 蒸気発生器保管庫  

8. 放射線管理施設のうち以下を変更する。  

8.1 放射線管理設備  

8.1.1 通常運転時等  

8.1.1.3 主要設備  

(1) 放射線管理関係設備  

a. 出入管理設備  

b. 汚染管理設備  

c. 試料分析関係設備  

(2) 放射線監視設備  

a. プロセスモニタリング設備  

b. エリアモニタリング設備  

c. 周辺モニタリング設備  

(d) 環境放射能測定設備（環境モニタリングセンターのものを共用）  

8.2 換気空調設備  

8.2.1 換気設備  

8.2.1.4 主要設備  

(2) 補助建屋換気空調設備  

8.3 遮蔽設備  

8.3.2 設計方針  

8.3.3 主要設備  

(4) 補助遮蔽  
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10. その他発電用原子炉の附属施設のうち以下を変更又は追加する。  

10.5 火災防護設備   

10.5.1 設計基準対象施設  

10.5.1.3 主要設備  

10.5.1.3.2 火災感知設備  

10.5.2 重大事故等対処施設  

10.5.2.3 主要設備  

10.5.2.3.2 火災感知設備  

10.5.3 特定重大事故等対処施設  

10.5.3.3 主要設備  

10.5.3.3.2 火災感知設備  

10.14 特定重大事故等対処施設  

 

 

10.16 保修点検建屋  

10.17 参考文献  

 

 

 

  

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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表 

 

第 1.10.2 表 外部火災防護施設 

第 5.1.1 表 １次冷却設備（重大事故等時）の設備仕様 

第 5.1.1.4.3 表 蒸気発生器の設備仕様 

第 5.1.1.6.2 表 蒸気発生器の製作中の主要な非破壊試験 

第 5.4.1 表 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷

却するための設備（常設）の設備仕様 

第 5.5.1 表 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備（常

設）の設備仕様 

第 5.6.1 表 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷

却するための設備（常設）の設備仕様 

第 5.10.1 表 終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備（常設）の設

備仕様 

第 6.8.1 表 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設

備（常設）の設備仕様 

第 7.3.1 表 液体廃棄物処理設備の設備仕様 

第 7.4.1 表 固体廃棄物処理設備の設備仕様 

第 8.1.1.3 表 主要放射能測定装置の設備仕様 

第 8.1.1.5 表 プロセスモニタリング設備及びエリアモニタリング設備

の設備仕様 

第 8.2.1.2 表 補助建屋換気空調設備の設備仕様 

第 10.14.12.1 表   

第 10.16.1 表 保修点検建屋の設備仕様 

 

  

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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図 

 

第 1.10.1 図 防火帯及び防火エリア設置図 

第 2.4.1 図 発電所敷地付近地図 

第 2.4.2 図 発電所全体配置図 

第 2.6.1 図 発電所敷地付近地図（特定重大事故等対処施設を含む。） 

第 2.6.2 図 発電所全体配置図（特定重大事故等対処施設を含む。） 

第 5.1.1.5.3 図 蒸気発生器構造図 

第 5.1.1.5.4 図 蒸気発生器伝熱管振止め金具取付説明図 

第 5.1.1.5.11 図 蒸気発生器支持構造図 

第 7.1.1 図 放射性廃棄物の廃棄施設の流路線図 

第 7.4.4 図 Ｃ蒸気発生器保管庫平面図・断面図（３号及び４号炉共用） 

第 8.2.1.10 図 保修点検建屋換気系統説明図（１号、２号、３号及び４号

炉共用） 

第 8.3.12 図 遮蔽設計区分概略図（保修点検建屋） 

第 10.16.1 図 保修点検建屋 
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別紙 8(1)-1-1 に変更す

る。  
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別紙 8(1)-1-1 

（１号炉） 

1. 安全設計 

1.5 火災防護に関する基本方針 

1.5.1 設計基準対象施設の火災防護に関する基本方針 

1.5.1.2 火災発生防止 

1.5.1.2.3 落雷、地震等の自然現象による火災発生の防止 

1.5.1.2.3.1 落雷による火災の発生防止 

原子炉施設内の構築物、系統及び機器は、落雷による火災発生を

防止するため、地盤面から高さ 20m を超える建築物には、建築基

準法に基づき「JIS A 4201 建築物等の避雷設備（避雷針）」に準拠

した避雷設備を設置する設計とする。 

送電線については、「1.5.1.2.1.6 過電流による過熱防止対策」に

示すとおり、故障回路を早期に遮断する設計とする。 

【避雷設備設置箇所】 

・原子炉格納施設 

・タービン建屋 

・復水処理建屋 

・固体廃棄物処理建屋 

・特高開閉所 

・保修点検建屋 

 

1.5.1.3 火災の感知及び消火 

1.5.1.3.1 火災感知設備 

1.5.1.3.1.2 固有の信号を発する異なる火災感知器の設置 

火災感知設備の火災感知器は、「1.5.1.3.1.1 火災感知器の環境条

件等の考慮」の環境条件等や火災感知器を設置する火災区域又は火

災区画の安全機能を有する機器の種類に応じて予想される火災の

性質を考慮し、火災を早期に感知できるよう、固有の信号を発する

アナログ式の煙感知器、アナログ式の熱感知器、アナログ式でない
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が、炎が発する赤外線又は紫外線を感知するため、煙や熱が感知器

に到達する時間遅れがなく、火災の早期感知に優位性がある炎感知

器から異なる種類の感知器を組み合わせて設置する設計とする。 

なお、アナログ式の火災感知器は、平常時の状況（温度、煙の濃

度）を監視し、かつ火災現象（急激な温度や煙の濃度上昇）を把握

することができる設計とする。 

アナログ式の煙感知器は蒸気等が充満する場所には設置せず、ア

ナログ式の熱感知器は作動温度を周囲温度より高い温度で作動す

るものを選定することで、誤作動を防止する設計とする。アナログ

式でない炎感知器には、赤外線を感知する方式と紫外線を感知する

方式の 2 種類があるが、炎特有の性質を検出することで誤作動が

少ない赤外線方式を採用する。アナログ式でない炎感知器の誤作動

を防止するため、屋内に設置する場合は、外光が当たらず、高温物

体が近傍にない箇所に設置することとし、屋外に設置する場合は、

視野角への影響を考慮した太陽光の影響を防ぐ遮光板の設置や防

水型を採用する設計とする。 

ただし、(1)から(3)に示す火災区域又は火災区画は、上記とは異

なる火災感知器を組み合わせて設置する設計とする。 

屋外エリアは、火災による煙は周囲に拡散し、煙感知器による火

災感知は困難であることから、アナログ式の熱感知器とアナログ式

でない炎感知器を選定する。 

放射線量が高い場所は、アナログ式の火災感知器の放射線の影響

による故障が想定される。このため、火災感知器の故障を防止する

観点から、アナログ式でない火災感知器を選定する。 

発火性又は引火性の雰囲気を形成するおそれのある場所は、火災

感知器作動時の着火を防止するため、アナログ式でない防爆型の火

災感知器を選定する。 

(1) 原子炉格納容器 

原子炉格納容器には、アナログ式の煙感知器、アナログ式の熱感

知器又はアナログ式でない炎感知器から異なる種類の感知器を組
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み合わせて設置する設計とする。ただし、原子炉格納容器ループ室、

加圧器室、抽出水再生クーラ室及びインコアモニタチェス室のうち

比較的線量の高い場所に設置する熱感知器は、放射線による火災感

知器の故障を防止するため、アナログ式でないものとする。アナロ

グ式でない熱感知器は、原子炉格納容器内の通常時の温度（約 65℃

以下）より高い温度で作動するものを選定することで、誤作動を防

止する設計とする。 

なお、水素が発生するような事故を考慮して、アナログ式でない

火災感知器は、念のため防爆型とする。 

(2) 燃料油貯油そうエリア 

燃料油貯油そうエリアは、タンク内部の燃料が気化することを考

慮し、アナログ式でない防爆型の煙感知器とアナログ式でない防爆

型の熱感知器を設置する設計とする。アナログ式でない防爆型の煙

感知器は、塵埃及び水蒸気の影響を受けない場所に設置することで、

誤作動を防止する設計とする。アナログ式でない防爆型の熱感知器

は、燃料油貯油そうの温度を有意に変動させる加熱源等を設置しな

いことで、誤作動を防止する設計とする。 

(3) 固体廃棄物貯蔵庫 

固体廃棄物貯蔵庫には、アナログ式の煙感知器とアナログ式の熱

感知器を設置する設計とする。ただし、比較的線量の高いＢ固体廃

棄物貯蔵庫のドラム缶貯蔵エリアの熱感知器は、放射線による火災

感知器の故障を防止するため、アナログ式でないものとする。アナ

ログ式でない熱感知器は、Ｂ固体廃棄物貯蔵庫のドラム缶貯蔵エリ

アの通常時の温度より高い温度で作動するものを選定することで、

誤作動を防止する設計とする。 

廃樹脂タンク、廃樹脂貯蔵タンク及び廃樹脂供給タンクエリアは、

以下に示すとおり火災感知器を設置しない設計とする。 

(1) 廃樹脂タンク、廃樹脂貯蔵タンク及び廃樹脂供給タンクエリア  

廃樹脂タンク、廃樹脂貯蔵タンク及び廃樹脂供給タンクは、コ

ンクリート壁で囲まれており、金属製であること及び可燃性物質
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を置かない設計とすることから、火災が発生するおそれはない。 

したがって、廃樹脂タンク、廃樹脂貯蔵タンク及び廃樹脂供給

タンクエリアには、火災感知器を設置しない設計とする。 

 

1.5.1.3.1.3 火災受信機盤 

中央制御室に設置する火災受信機盤で、火災感知器の作動状況を

常時監視する設計とする。 

火災受信機盤は、作動した火災感知器を 1 つずつ特定すること

で、火災の発生場所を特定する機能を有するよう設計する。 

 

1.5.1.3.1.4 火災感知設備の電源確保 

火災区域又は火災区画に設置する火災感知設備は、外部電源喪失

時においても火災防護上重要な機器等を設置する火災区域又は火

災区画の火災の感知が可能となるように、中央制御室に設置する火

災受信機盤には消防法を満足する蓄電池を設け、非常用電源からの

受電も可能な設計とする。この蓄電池は、非常用電源であるディー

ゼル発電機から電力が供給開始されるまでに必要な容量を有し、ま

た、全交流動力電源喪失時に代替電源から電力が給電されるまでに

必要な容量も満足するものとする。 

 

1.5.2 重大事故等対処施設の火災防護に関する基本方針 

1.5.2.3 火災の感知及び消火 

1.5.2.3.1 火災感知設備 

1.5.2.3.1.2 固有の信号を発する異なる火災感知器の設置 

火災感知設備の火災感知器は、「1.5.2.3.1.1 火災感知器の環境条

件等の考慮」の環境条件等や火災感知器を設置する火災区域又は火

災区画で予想される火災の性質を考慮し、火災を早期に感知できる

よう、固有の信号を発するアナログ式の煙感知器、アナログ式の熱

感知器、アナログ式でないが、炎が発する赤外線又は紫外線を感知

するため、煙や熱が感知器に到達する時間遅れがなく、火災の早期



 

8(1)-1-6 

感知に優位性がある炎感知器から異なる種類の感知器を組み合わ

せて設置する設計とする。 

なお、アナログ式の火災感知器は、平常時の状況（温度、煙の濃

度）を監視し、かつ火災現象（急激な温度や煙の濃度上昇）を把握

することができる設計とする。 

アナログ式の煙感知器は蒸気等が充満する場所には設置せず、ア

ナログ式の熱感知器は作動温度を周囲温度より高い温度で作動す

るものを選定することで、誤作動を防止する設計とする。アナログ

式でない炎感知器には、赤外線を感知する方式と紫外線を感知する

方式の 2 種類があるが、炎特有の性質を検出することで誤作動が

少ない赤外線方式を採用する。アナログ式でない炎感知器の誤作動

を防止するため、屋内に設置する場合は、外光が当たらず、高温物

体が近傍にない箇所に設置することとし、屋外に設置する場合は、

視野角への影響を考慮した太陽光の影響を防ぐ遮光板の設置や防

水型を採用する設計とする。 

ただし、(1)から(2)に示す火災区域又は火災区画は、上記とは異

なる火災感知器を組み合わせて設置する設計とする。 

屋外エリアは、火災による煙は周囲に拡散し、煙感知器による火

災感知は困難であることから、アナログ式の熱感知器とアナログ式

でない炎感知器を選定する。 

放射線量が高い場所は、アナログ式の火災感知器の放射線の影響

による故障が想定される。このため、火災感知器の故障を防止する

観点から、アナログ式でない火災感知器を選定する。 

発火性又は引火性の雰囲気を形成するおそれのある場所は、火災

感知器作動時の着火を防止するため、アナログ式でない防爆型の火

災感知器を選定する。 

(1) 原子炉格納容器 

原子炉格納容器には、アナログ式の煙感知器、アナログ式の熱感

知器又はアナログ式でない炎感知器から異なる種類の感知器を組

み合わせて設置する設計とする。ただし、原子炉格納容器ループ室
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加圧器室、抽出水再生クーラ室及びインコアモニタチェス室のうち

比較的線量の高い場所に設置する熱感知器は、放射線による火災感

知器の故障を防止するため、アナログ式でないものとする。アナロ

グ式でない熱感知器は、原子炉格納容器内の通常時の温度（約 65℃

以下）より高い温度で作動するものを選定することで、誤作動を防

止する設計とする。 

なお、水素が発生するような事故を考慮して、アナログ式でない

火災感知器は、念のため防爆型とする。 

(2) 燃料油貯油そうエリア 

燃料油貯油そうエリアは、タンク内部の燃料が気化することを考

慮し、アナログ式でない防爆型の煙感知器とアナログ式でない防爆

型の熱感知器を設置する設計とする。アナログ式でない防爆型の煙

感知器は、塵埃及び水蒸気の影響を受けない場所に設置することで、

誤作動を防止する設計とする。アナログ式でない防爆型の熱感知器

は、燃料油貯油そうの温度を有意に変動させる加熱源を設置しない

ことで、誤作動を防止する設計とする。 

 

1.5.2.3.1.3 火災受信機盤 

中央制御室及び      に設置する火災受信機盤で、火災感

知器の作動状況を常時監視する設計とする。 

火災受信機盤は、作動した火災感知器を 1 つずつ特定すること

で、火災の発生場所を特定する機能を有するよう設計する。 

なお、重大事故等に対処する場合を考慮して、緊急時対策所（緊

急時対策所建屋内）においても中央制御室の火災受信機盤における

感知器の動作状況を確認できる設計とする。 

 

1.5.2.3.1.4 火災感知設備の電源確保 

火災区域又は火災区画に設置する火災感知設備は、全交流動力電

源喪失時においても重大事故等対処施設を設置する火災区域又は

火災区画の火災の感知が可能となるように、中央制御室及び    

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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   に設置する火災受信機盤には消防法を満足する蓄電池を設

け、非常用電源からの受電も可能な設計とする。この蓄電池は、全

交流動力電源喪失時に代替電源又は         から電力

が供給開始されるまでに必要な容量を有するものとする。 

 

1.5.3 特定重大事故等対処施設の火災防護に関する基本方針 

1.5.3.2 火災発生防止 

1.5.3.2.3 落雷、地震等の自然現象による火災発生の防止 

1.5.3.2.3.3 森林火災による火災の発生防止 

特定重大事故等対処施設は、「1.9 外部火災防護に関する基本方

針」に基づき評価し設置した防火帯による防護又は地中トレンチ内

に設置することにより、火災発生防止を講じる設計とする。また、 

                 は、「1.9 外部火災防護に関

する基本方針」に基づき設置した防火帯の外に設置するため、「1.9 

外部火災防護に関する基本方針」に基づき評価し、ＦＡＲＳＩＴＥ

から出力される 大火線強度（  kW/m（発火点 1））により算出

される評価上必要とされる防火帯幅               

          の幅を有する防火帯による防護により、火災

発生防止を講じる設計とする。 

 

1.5.3.3 火災の感知及び消火 

1.5.3.3.1 火災感知設備 

1.5.3.3.1.2 固有の信号を発する火災感知器の設置 

火災感知設備の火災感知器は、「1.5.3.3.1.1 火災感知器の環境条

件等の考慮」の環境条件等や火災感知器を設置する火災区域又は火

災区画で予想される火災の性質を考慮し、火災を早期に感知できる

よう、固有の信号を発するアナログ式の煙感知器、アナログ式の熱

感知器、アナログ式でないが、炎が発する赤外線又は紫外線を感知

するため、煙や熱が感知器に到達する時間遅れがなく、火災の早期

感知に優位性がある炎感知器から異なる種類の感知器を組み合わ

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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せて設置する設計とする。 

なお、アナログ式の火災感知器は、平常時の状況（温度、煙の濃

度）を監視し、かつ火災現象（急激な温度や煙の濃度上昇）を把握

することができる設計とする。 

アナログ式の煙感知器は蒸気等が充満する場所には設置せず、ア

ナログ式の熱感知器は作動温度を周囲温度より高い温度で作動す

るものを選定することで、誤作動を防止する設計とする。 

アナログ式でない炎感知器には、赤外線を感知する方式と紫外線

を感知する方式の 2 種類があるが、炎特有の性質を検出すること

で誤作動が少ない赤外線方式を採用する。アナログ式でない炎感知

器の誤作動を防止するため、屋内に設置する場合は、外光が当たら

ず、高温物体が近傍にない箇所に設置することとし、屋外に設置す

る場合は、視野角への影響を考慮した太陽光の影響を防ぐ遮光板の

設置や防水型を採用する設計とする。 

ただし、(1)から(2)に示す火災区域又は火災区画は、上記とは異

なる火災感知器を組み合わせて設置する設計とする。 

屋外エリアは、火災による煙は周囲に拡散し、煙感知器による火

災感知は困難であることから、アナログ式の熱感知器とアナログ式

でない炎感知器を選定する。 

放射線量が高い場所は、アナログ式の火災感知器の放射線の影響

による故障が想定される。このため、火災感知器の故障を防止する

観点から、アナログ式でない火災感知器を選定する。 

発火性又は引火性の雰囲気を形成するおそれのある場所は、火災

感知器作動時の着火を防止するため、アナログ式でない防爆型の火

災感知器を選定する。 

(1) 原子炉格納容器 

「1.5.2.3.1.2(1) 原子炉格納容器」の基本方針を適用する。 

(2)               

             は、タンク内部の燃料が気化する

ことを考慮し、アナログ式でない防爆型の煙感知器とアナログ式

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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でない防爆型の熱感知器を設置する設計とする。アナログ式でな

い防爆型の煙感知器は、塵埃及び水蒸気の影響を受けない場所に

設置することで、誤作動を防止する設計とする。アナログ式でな

い防爆型の熱感知器は、          の温度を有意に変

動させる加熱源等を設置しないことで、誤作動を防止する設計と

する。 

           は、以下に示すとおり火災感知器を設

置しない設計とする。 

(1)             

         は水で満たされていること、       

     は、可燃性物質を置かない設計とすることから、火災

が発生するおそれはない。 

したがって、           には、火災感知器を設置

しない設計とする。 

 

1.5.3.3.1.3 火災受信機盤 

     及び      に設置する火災受信機盤で、火災感

知器の作動状況を常時監視する設計とする。 

火災受信機盤は、作動した火災感知器を 1 つずつ特定すること

で、火災の発生場所を特定する機能を有するよう設計する。 

なお、原子炉補助建屋等への故意による大型航空機の衝突その他

のテロリズムに対してその重大事故等に対処する場合を考慮して、 

                 においても     の火災

受信機盤における感知器の動作状況を確認できる設計とする。 

 

1.5.3.3.1.4 火災感知設備の電源確保 

火災区域又は火災区画に設置する火災感知設備は、全交流動力電

源喪失時においても特定重大事故等対処施設を設置する火災区域

又は火災区画の火災の感知が可能となるように、         

     に設置する火災受信機盤には消防法を満足する蓄電池

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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を設け、非常用電源からの受電も可能な設計とする。この蓄電池は、

全交流動力電源喪失時にディーゼル発電機の代替である       

                 から電力が供給開始される

までに必要な容量を有するものとする。 

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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1.9 外部火災防護に関する基本方針 

1.9.1 設計方針 

(1) 外部火災防護施設 

安全施設に対して外部火災の影響を受けた場合において、原子炉の

安全性を確保するため、「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度

分類に関する審査指針」で規定されているクラス１、クラス２及びク

ラス３に該当する構築物、系統及び機器を外部火災防護施設とする。

外部火災防護施設を第 1.9.2 表に示す。 

クラス１及びクラス２に関しては、安全機能を有する施設を内包す

る建屋及び屋外施設に対し、必要とされる防火帯を森林との間に設け

ること等により、外部火災による建屋外壁（天井スラブを含む。）及び

屋外施設の温度を許容温度以下とすることで安全施設の安全機能を損

なうことのない設計とする。 

また、クラス３に関しては、屋内に設置されている施設は建屋により

防護することとし、屋外施設については、防火帯の内側に設置するこ

と、又は消火活動等により防護することとし、安全施設の安全機能を

損なうことのない設計とする。 

なお、防火帯の外側にあるクラス３設備としては、モニタポスト、固

体廃棄物貯蔵庫、外部遮蔽壁保管庫、保修点検建屋等がある。火災発

生時には、モニタポストについては代替設備の確保、固体廃棄物貯蔵

庫は固体廃棄物貯蔵庫の周辺に、防火帯と同じ幅の防火エリア及び飛

び火対策として散水設備の設置、外部遮蔽壁保管庫、保修点検建屋等

はそれぞれの建屋周辺に、防火帯と同じ幅の防火エリアを設けるとと

もに、飛び火による施設への延焼を防止することで飛び火対策が不要

な設計とする。 

 

(2) 森林火災 

c. 必要データ（ＦＡＲＳＩＴＥ入力条件） 

(d) 気象データ 

現地にて起こり得る も厳しい条件を検討するため、過去 10 年
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間のデータのうち、福井県で発生した森林火災の実績より、発生頻

度が高い月の気象条件（ 多風向、 大風速、 高気温、 小湿度）

の も厳しい条件を用いる。なお、気象条件を設定する際には、

寄の舞鶴特別地域気象観測所の気象データに加え、考慮すべき卓

越風向を増やすことにより、より多くの想定発火点を設定し、保守

的な評価をするため、10 年間以上の気象データを保有し、発電所

から 寄の気象観測所である小浜地域気象観測システムの気象デ

ータを使用する。 

e. 火炎到達時間による消火活動 

延焼速度より、発火点から防火帯までの火炎到達時間※（約 3.6 時

間（発火点 1））を算出し、森林火災が防火帯に到達するまでの間に

発電所に常駐している自衛消防隊による屋外消火栓等を用いた消火

活動が可能であり、万が一の飛び火による火炎の延焼を防止するこ

とで安全施設の安全機能を損なうことのない設計とする。 

なお、防火帯の外側にあるクラス３設備としては、モニタポスト、

固体廃棄物貯蔵庫、外部遮蔽壁保管庫、保修点検建屋等がある。火

災発生時には、モニタポストについては代替設備の確保、固体廃棄

物貯蔵庫は固体廃棄物貯蔵庫の周辺に、防火帯と同じ幅の防火エリ

ア及び飛び火対策として散水設備の設置、外部遮蔽壁保管庫、保修

点検建屋等はそれぞれの建屋周辺に、防火帯と同じ幅の防火エリア

を設けるとともに、飛び火による施設への延焼を防止することで飛

び火対策が不要な設計とする。 

※ 火炎が防火帯に到達する時間 

f. 防火帯幅の設定 

第 1.9.1 図を変更する。第 1.9.1 図以外は変更前の「f. 防火帯幅の

設定」の記載に同じ。 

g. 外部火災防護施設の熱影響 

ＦＡＲＳＩＴＥから出力される反応強度から求めた火炎輻射発散

度（1,021kW/m2（発火点 1））※1,2 に対し、安全側に余裕を考慮した

1,200kW/m2 に基づき、防火帯から も近い位置（71m）にある外部
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火災防護施設（１号炉燃料取扱建屋）の建屋（垂直外壁面及び天井ス

ラブから選定した、火災の輻射に対して最も厳しい箇所）の表面温度

を求め、コンクリート許容温度 200℃※3(13)以下とすることで外部火

災防護施設の安全機能を損なうことのない設計とする。  

※1 ＦＡＲＳＩＴＥの保守的な入力データからＦＡＲＳＩＴＥで評

価した火炎輻射発散度  
※2 火炎輻射発散度応強度と比例することから反応強度が高い発火

点の火炎輻射発散度を用いて評価する。  

※3 火災時における短期温度上昇を考慮した場合において、コンク

リート圧縮強度が維持される保守的な温度  
h. 外部火災防護施設の危険距離の確保  

ＦＡＲＳＩＴＥから出力される反応強度から求めた火炎輻射発散

度（1,021kW/m2（発火点 1））に対し、安全側に余裕を考慮した

1,200kW/m2 に基づき危険距離※を求め、防火帯外縁（火炎側）から

最も近くに位置する外部火災防護施設（１号炉燃料取扱建屋）まで

の距離（71m）を危険距離以上確保することで安全施設の安全機能

を損なうことのない設計とする。  
※ 発電所周囲に設置される防火帯の外縁（火炎側）から外部火災防

護施設の間に必要な離隔距離  
i. 海水ポンプへの熱影響  

ＦＡＲＳＩＴＥから出力される反応強度から求めた火炎輻射発散

度（1,021kW/m2（発火点 1））に対し、安全側に余裕を考慮した

1,200kW/m2 に基づき海水ポンプの冷却空気の取込温度を求め、許容

温度 65℃※以下とすることで海水ポンプの安全機能を損なうことの

ない設計とする。  
※  モータ下部軸受許容温度以下となるために必要な冷却空気の取

込温度  
j. 復水タンクへの熱影響  

ＦＡＲＳＩＴＥから出力される反応強度から求めた火炎輻射発散

度（1,021kW/m2（発火点 1））に対し、安全側に余裕を考慮した
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1,200kW/m2 に基づきタンク内の水の温度を求め、許容温度 40℃※以

下とすることで復水タンクの安全機能を損なうことのない設計とす

る。  
※ 補助給水系の設計温度  

k. 燃料取替用水タンクへの熱影響  
ＦＡＲＳＩＴＥから出力される反応強度から求めた火炎輻射発散

度（1,021kW/m2（発火点 1））に対し、安全側に余裕を考慮した

1,200kW/m2 に基づきタンク内の水の温度を求め、許容温度 40℃※

以下とすることで燃料取替用水タンクの安全機能を損なうことのな

い設計とする。  
※ 下流側ポンプ（内部スプレポンプ）の設計吸込温度  

l. 海水ポンプ、復水タンク及び燃料取替用水タンクの危険距離の確

保  
ＦＡＲＳＩＴＥから出力される反応強度から求めた火炎輻射発散

度（1,021kW/m2（発火点 1））に対し、安全側に余裕を考慮した

1,200kW/m2 に基づき危険距離を求め、発電所周囲に設置する防火帯

の外縁（火炎側）からの離隔距離を危険距離以上確保することにより、

安全機能を損なうことのない設計とする。  

 
1.11 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針 

1.11.20 発電用原子炉設置変更許可申請（2023 年 4 月 25 日申請分）に係る安全

設計の方針 
1.11.20.1 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に

関する規則（平成 25 年 6 月 19 日制定）」に対する適合 
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第三条 設計基準対象施設の地盤 

１ 設計基準対象施設は、次条第二項の規定により算定する地震力（設

計基準対象施設のうち、地震の発生によって生ずるおそれがあるその

安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響の程度が特に大

きいもの（以下「耐震重要施設」という。）及び兼用キャスクにあっ

ては、同条第三項に規定する基準地震動による地震力を含む。）が作

用した場合においても当該設計基準対象施設を十分に支持することが

できる地盤に設けなければならない。ただし、兼用キャスクにあって

は、地盤により十分に支持されなくてもその安全機能が損なわれない

方法により設けることができるときは、この限りでない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

保修点検建屋は、耐震重要度分類をＣクラスとして設定した地震力が

作用した場合においても、接地圧に対する十分な支持力を有する地盤に

設置する。 
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第四条 地震による損傷の防止 

１ 設計基準対象施設は、地震力に十分に耐えることができるものでな

ければならない。 

２ 前項の地震力は、地震の発生によって生ずるおそれがある設計基準

対象施設の安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響の程

度に応じて算定しなければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

保修点検建屋及び当該建屋に設置する主要設備は、耐震重要度分類を

Ｃクラスとして設定した地震力に対しておおむね弾性範囲の設計を行う。 

 

第２項について 

保修点検建屋及び当該建屋に設置する主要設備は、地震により発生す

るおそれがある安全機能の喪失（地震に伴って発生するおそれがある津

波及び周辺斜面の崩壊等による安全機能の喪失を含む。）及びそれに続

く放射線による公衆への影響を防止する観点から耐震重要度分類をＣク

ラスに分類し地震力を算定する。 
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第五条 津波による損傷の防止 

  設計基準対象施設（兼用キャスク及びその周辺施設を除く。）は、

その供用中に当該設計基準対象施設に大きな影響を及ぼすおそれがあ

る津波（以下「基準津波」という。）に対して安全機能が損なわれる

おそれがないものでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

保修点検建屋及び当該建屋に設置する主要設備は、クラス３に属する

施設であることを踏まえ、基準津波に対して、その安全機能が損なわれ

るおそれがないよう、損傷した場合を考慮して、代替設備により必要な

機能を確保する等の対応を行う設計とする。 

具体的には、保修点検建屋及び当該建屋に設置する主要設備は、基準

津波による遡上波が到達しない高所に設置することで、その安全機能が

損なわれるおそれがない設計とする。 
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第六条 外部からの衝撃による損傷の防止  

１ 安全施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く。次項にお

いて同じ。）が発生した場合においても安全機能を損なわないもので

なければならない。  
３ 安全施設は、工場等内又はその周辺において想定される発電用原子

炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人

為によるもの（故意によるものを除く。）に対して安全機能を損なわ

ないものでなければならない。  

 
適合のための設計方針  
第１項について  

安全施設は、発電所敷地で想定される自然現象（地震及び津波を除く。）

が発生した場合においても安全機能を損なうことのない設計とする。こ

こで、発電所敷地で想定される自然現象に対して、安全施設が安全機能

を損なわないために必要な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故等

対処設備を含む。）への措置を含める。また、発電所敷地で想定される

自然現象又はその組合せに遭遇した場合において、自然現象そのものが

もたらす環境条件及びその結果として施設で生じ得る環境条件を考慮す

る。  
発電所敷地で想定される自然現象は、洪水、風（台風）、竜巻、凍結、

降水、積雪、落雷、地滑り、火山の影響、生物学的事象、森林火災又は

高潮である。  
(1) 森林火災  

森林火災については、保修点検建屋の設置に伴い、植生が変更となる

ことから、過去10年間の気象条件を調査し、発電所から直線距離で10km
の間に発火点を設定し、ＦＡＲＳＩＴＥを用いて影響評価を実施し、評

価上必要とされる防火帯幅16.2mに対し、安全側に余裕を考慮した18m
以上の防火帯幅を確保すること、飛び火による火炎の延焼を防止するこ

と等により安全施設（既設施設を含む。）が安全機能を損なうことのな

い設計とする。  
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(2) 上記以外の自然現象  
保修点検建屋及び当該建屋に設置する主要設備は、クラス３に属する

施設であることを踏まえ、損傷した場合を考慮して、安全上支障のない

期間に修復すること等の対応が可能な設計とすることにより、安全機能

を損なうことのない設計とする。  

 
第３項について  

保修点検建屋及び当該建屋に設置する主要設備は、クラス３に属する

施設であることを踏まえ、発電所敷地又はその周辺において想定される

原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって

人為によるもの（故意によるものを除く。）に対して、安全上支障のな

い期間に修復すること等の対応が可能な設計とすることにより、安全機

能を損なうことのない設計とする。  
発電所敷地又はその周辺で想定される原子炉施設の安全性を損なわせ

る原因となるおそれがある事象であって人為によるものは、飛来物（航

空機落下）、ダムの崩壊、爆発、近隣工場等の火災、有毒ガス、船舶の

衝突又は電磁的障害である。  

  



 

8(1)-1-21 

第七条 発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止 

  工場等には、発電用原子炉施設への人の不法な侵入、発電用原子炉

施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を与え、

又は他の物件を損傷するおそれがある物件が持ち込まれること及び不

正アクセス行為（不正アクセス行為の禁止等に関する法律（平成十一

年法律第百二十八号）第二条第四項に規定する不正アクセス行為をい

う。第二十四条第六号において同じ。）を防止するための設備を設け

なければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

発電用原子炉施設への人の不法な侵入を防止するため、保修点検建屋

は、人の容易な侵入を防止できる柵、鉄筋コンクリート造りの壁等によ

って防護して、点検、確認等を行う事により、接近管理及び出入管理を

行える設計とする。また、探知施設を設け、警報、映像監視等、集中監

視するとともに、外部との通信連絡を行う設計とする。 

発電用原子炉施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人に

危害を与え、又は他の物件を損傷するおそれがある物件の持込み（郵便

物等による発電所外からの爆破物及び有害物質の持込みを含む。）を防

止するため、保修点検建屋は、持込み点検を行うことができる設計とす

る。 
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第八条 火災による損傷の防止 

１ 設計基準対象施設は、火災により発電用原子炉施設の安全性が損な

われないよう、火災の発生を防止することができ、かつ、早期に火災

発生を感知する設備（以下「火災感知設備」という。）及び消火を行

う設備（以下「消火設備」といい、安全施設に属するものに限る。）

並びに火災の影響を軽減する機能を有するものでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物、系統及び機器（以

下「放射性物質を貯蔵する機器等」という。）を設置する保修点検建屋

内の廃液処理室を火災区域に設定し、火災により原子炉施設の安全性を

損なうことのないよう、火災の発生防止、火災の感知及び消火並びに火

災の影響軽減のそれぞれを考慮した火災防護対策を講じる設計とする。 

(1) 火災発生防止 

潤滑油等の発火性又は引火性物質を内包する機器は、漏えいを防止す

る構造とする。万一、潤滑油等が漏えいした場合に、漏えいの拡大を防

止する堰等を設ける設計とする。 

保修点検建屋内の廃液処理室は、不燃性材料又は難燃性材料と同等以

上の性能を有するものである場合若しくは他の安全機能を有する構築物、

系統及び機器において火災が発生することを防止するための措置が講じ

られている場合を除き、不燃性材料又は難燃性材料を使用した設計とす

る。 

電気系統については、必要に応じて、過電流継電器等の保護装置と遮

断器の組合せ等により、過電流による過熱、焼損の防止を図るとともに、

必要な電気設備に接地を施す設計とする。 

落雷や地震により火災が発生する可能性を低減するため、建築基準法

に基づき避雷設備を設けるとともに、安全上の重要度に応じた耐震設計

を行う。 

(2) 火災の感知及び消火 
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保修点検建屋内の廃液処理室は、安全機能を有する構築物、系統及び

機器に対する火災の影響を限定し、早期の火災感知及び消火を行えるよ

うに異なる種類の感知器を設置する設計とする。 

消火設備は、消火器及び消火栓を設置する設計とする。 

火災区域又は火災区画の火災感知設備及び消火設備は、安全機能を有

する構築物、系統及び機器の耐震クラスに応じて、機能を維持できる設

計とする。 

(3) 火災の影響軽減 

保修点検建屋内の廃液処理室は、火災の影響軽減のための対策として、

3時間以上の耐火能力を有する耐火壁によって他の火災区域から分離す

る設計とする。 

  



 

8(1)-1-24 

第九条 溢水による損傷の防止等 

２ 設計基準対象施設は、発電用原子炉施設内の放射性物質を含む液体

を内包する容器、配管その他の設備から放射性物質を含む液体があふ

れ出た場合において、当該液体が管理区域外へ漏えいしないものでな

ければならない。 

 

適合のための設計方針 

第２項について 

設計基準対象施設である保修点検建屋の放射性物質を含む液体を内包

する容器、配管その他の設備は地階に設置することとし、当該設備から

放射性物質を含む液体があふれ出た場合において、全て地階から流出す

ることがなく、保修点検建屋内に設定する管理区域外へ漏えいしない設

計とする。 
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第十条 誤操作の防止 

１ 設計基準対象施設は、誤操作を防止するための措置を講じたもので

なければならない。 

２ 安全施設は、容易に操作することができるものでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

保修点検建屋は、誤操作を防止するため、盤の配置、操作器具等の操

作性に留意するとともに、状態表示及び警報表示により状態が正確、か

つ、迅速に把握できる設計とする。保守管理においても、誤りが生じに

くいよう留意した設計とする。 

 

第２項について 

保修点検建屋での操作に必要な指示計、操作器を集中して設け、銘板

取付け等の識別管理を行うことにより、運転員が容易に操作することが

できる設計とする。 
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第十一条 安全避難通路等 

１ 発電用原子炉施設には、次に掲げる設備を設けなければならない。 

 一 その位置を明確かつ恒久的に表示することにより容易に識別でき

る安全避難通路 

 二 照明用の電源が喪失した場合においても機能を損なわない避難用

の照明 

 

適合のための設計方針 

第１項１号について 

保修点検建屋内には避難通路を設ける。また、避難通路等には必要に

応じて、標識並びに非常灯及び誘導灯を設け、その位置を明確かつ恒久

的に表示することにより容易に識別できる設計とする。 

 

第１項２号について 

保修点検建屋内の非常灯及び誘導灯は、灯具に蓄電池を内蔵し、照明

用の電源が喪失した場合においても機能を損なわない設計とする。 
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第十二条 安全施設 

１ 安全施設は、その安全機能の重要度に応じて、安全機能が確保され

たものでなければならない。 

３ 安全施設は、設計基準事故時及び設計基準事故に至るまでの間に想

定される全ての環境条件において、その機能を発揮することができる

ものでなければならない。 

７ 安全施設（重要安全施設を除く。）は、二以上の発電用原子炉施設

と共用し、又は相互に接続する場合には、発電用原子炉施設の安全性

を損なわないものでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

安全施設である保修点検建屋及び当該建屋に設置する主要設備は、「発

電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」に基

づき、それが果たす安全機能の性質に応じて分類し、十分高い信頼性を

確保し、かつ維持し得る設計とする。 

 

第３項について 

安全施設である保修点検建屋及び当該建屋に設置する主要設備の設計

条件を設定するに当たっては通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及

び設計基準事故時に予想又は想定される圧力、温度、放射線量等各種の

条件を考慮し十分安全側の条件を与えることにより、劣化等に対しても

十分な余裕を持って機能維持が可能な設計とする。 

 

第７項について 

安全施設（重要安全施設を除く。）である保修点検建屋及び当該建屋

に設置する主要設備は、１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉で共用する

が、保修点検建屋内で発生する放射性液体廃棄物の予想発生量に対して

必要な処理容量を有する設計とし、安全性を損なうことのない設計とす

る。  
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第二十七条 放射性廃棄物の処理施設 

  工場等には、次に掲げるところにより、通常運転時において放射性

廃棄物（実用炉規則第二条第二項第二号に規定する放射性廃棄物をい

う。以下同じ。）を処理する施設（安全施設に係るものに限る。以下

この条において同じ。）を設けなければならない。 

 一 周辺監視区域の外の空気中及び周辺監視区域の境界における水中

の放射性物質の濃度を十分に低減できるよう、発電用原子炉施設に

おいて発生する放射性廃棄物を処理する能力を有するものとするこ

と。 

 二 液体状の放射性廃棄物の処理に係るものにあっては、放射性物質

を処理する施設から液体状の放射性廃棄物が漏えいすることを防止

し、及び工場等外へ液体状の放射性廃棄物が漏えいすることを防止

できるものとすること。 

 

適合のための設計方針 

第１項第１号について 

気体廃棄物処理設備の設計に際しては、原子力発電所の運転に伴い周

辺環境に放出する放射性気体廃棄物による発電所周辺の一般公衆の受け

る線量が「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指針」（昭

和 50 年 5 月 13 日原子力安全委員会決定）において定める線量目標値

（50 マイクロシーベルト／年）を達成できるように、周辺監視区域の外

の空気中の放射性物質の濃度を十分に低減できる設計とする。 

また、液体廃棄物処理設備の設計に際しては、原子力発電所の運転に

伴い周辺環境に放出する放射性液体廃棄物による発電所周辺の一般公衆

の受ける線量が「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指

針」（昭和 50 年 5 月 13 日原子力安全委員会決定）において定める線量

目標値（50 マイクロシーベルト／年）を達成できるように、周辺監視区

域の境界における水中の放射性物質の濃度を十分に低減できる設計とす

る。 

具体的には、保修点検建屋設置を実施しても、周辺公衆の実効線量の
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評価値が線量目標値を下回る設計とする。 

 

第１項第２号について 

液体廃棄物処理設備及びこれに関連する施設は、これらの処理施設か

ら液体状の放射性物質が漏えいすることを防止し、敷地外へ液体状の放

射性廃棄物が漏えいすることを防止できる設計とする。具体的には、次

のとおりとし、保修点検建屋内に液体廃棄物処理設備を設置しても、敷

地外へ液体状の放射性廃棄物が漏えいすることを防止できる設計とする。 

(1) 液体廃棄物処理設備及びこれに関連する施設は、適切な材料を使

用し、かつ適切な計測制御設備を有し、漏えいの発生を防止できる

設計とする。 

(2) 液体廃棄物処理設備及びこれに関連する施設は、タンク等から漏

えいが生じたとき、漏えいを早期に検出し、中央制御室等に警報を

発信する設計とする。 

また、液体廃棄物処理設備及びこれに関連する施設は、建屋の床

及び壁面に漏えいし難い対策を行い、独立した区画内に設けるかあ

るいは周辺に堰等を設け漏えいの拡大防止の対策を講ずることによ

り、放射性液体廃棄物が万一漏えいした場合は、適切に措置できる

設計とする。 

(3) 建屋からの漏えいに対して、建屋外に通ずる出入口等には漏えい

することを防止するための堰等を設け、かつ、床及び壁面は建屋外

へ漏えいし難い対策を行う設計とする。 

(4) 管理されない排水が流れる排水路を通じて放射性液体廃棄物が敷

地外へ放出されることのない設計とする。 
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第二十九条 工場等周辺における直接線等からの防護 

  設計基準対象施設は、通常運転時において発電用原子炉施設からの

直接線及びスカイシャイン線による工場等周辺の空間線量率が十分に

低減できるものでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

通常運転時において原子炉施設からの直接線及びスカイシャイン線によ

る敷地周辺の空間線量率が、十分に低減（空気カーマで 1 年間当たり 50 マ

イクログレイ以下となるように）できる設計とする。 

具体的には、保修点検建屋設置を実施しても、直接線及びスカイシャイ

ン線による敷地周辺の空間線量率が、空気カーマで 1 年間当たり 50 マイ

クログレイ以下とできる設計とする。 
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第三十条 放射線からの放射線業務従事者の防護 

１ 設計基準対象施設は、外部放射線による放射線障害を防止する必要

がある場合には、次に掲げるものでなければならない。 

 一 放射線業務従事者（実用炉規則第二条第二項第七号に規定する放

射線業務従事者をいう。以下同じ。）が業務に従事する場所におけ

る放射線量を低減できるものとすること。 

２ 工場等には、放射線から放射線業務従事者を防護するため、放射線

管理施設を設けなければならない。 

３ 放射線管理施設には、放射線管理に必要な情報を原子炉制御室その

他当該情報を伝達する必要がある場所に表示できる設備（安全施設に

属するものに限る。）を設けなければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項第１号について 

外部放射線による放射線障害を防止する必要がある場合には、放射線

業務従事者が業務に従事する場所における放射線量を低減できる設計と

する。具体的には以下のとおりとする。 

(1) 保修点検建屋は、「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規

則」に基づいて管理区域を定めるとともに通常運転時、保修時等に

おいて放射線業務従事者が受ける線量が「核原料物質又は核燃料物

質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める

告示」に定められた線量限度を超えないようにし、さらに、放射線

業務従事者が業務に従事する場所における放射線量を合理的に達成

できる限り低減できるように、遮蔽及び機器の配置を行う設計とす

る。また、廃液の運搬容器への移送は遠隔操作可能な設計とする。  

  なお、遮蔽設計に当たっては、放射線業務従事者の立入り頻度、

滞在時間等を考慮して外部放射線に係る設計基準線量率を設け、こ

れを満足するようにする。 

(2) 保修点検建屋の換気空調設備は、適切な換気風量を確保して、建

屋内の環境を適切に維持する設計とする。 
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第２項について 

放射線から放射線業務従事者を防護するため、放射線管理施設を設け

る設計とする。具体的には以下のとおりとする。 

保修点検建屋において、放射線被ばくを監視及び管理するためのエリ

アモニタリング設備、試料分析関係設備（放射線サーベイ設備等）、個人

管理関係設備を備えるほか、管理区域内への立入り及び物品の搬出入を

管理するための出入管理設備及び汚染管理設備を設ける設計とする。 

 

第３項について 

保修点検建屋のエリアモニタリング設備は管理区域内の主要箇所の空

間線量率を連続監視し、異常時には中央制御室及びその他必要な箇所に

警報を発する設計とする。 
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第三十五条 通信連絡設備 

１ 工場等には、設計基準事故が発生した場合において工場等内の人に

対し必要な指示ができるよう、警報装置（安全施設に属するものに限

る。）及び多様性を確保した通信連絡設備（安全施設に属するものに

限る。）を設けなければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

保修点検建屋は、設計基準事故が発生した場合において、建屋内の者

への操作、作業又は退避の指示等の連絡をブザー鳴動等により行うこと

ができる装置及び音声等により行うことができる設備として、警報装置

及び多様性を確保した通信設備を設置する設計とする。 

なお、警報装置、通信設備については、非常用所内電源又は無停電電

源に接続し、外部電源が期待できない場合でも動作可能な設計とする。 
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第 1.9.2 表 外部火災防護施設 

1. 火災に対する直接的な影響を受ける施設 

防護対象 外部火災防護施設 

安全機能の重要度分類 
クラス１及びクラス２に属す

る施設を内包する建屋 

・外部しゃへい建屋 
・補助建屋 
・中間建屋 
・制御建屋 
・燃料取扱建屋 
・ディーゼル建屋 
※消火活動による防護手段を期待しな

い条件のもと、火元からの離隔距離で

防護 

安全機能の重要度分類 
クラス１及びクラス２に属す

る屋外施設 

・海水ポンプ 
・復水タンク 
・燃料取替用水タンク 
※消火活動による防護手段を期待しな

い条件のもと、火元からの離隔距離で

防護 

安全機能の重要度分類 
クラス３に属する施設 

・タービン建屋 
・特高開閉所 
・固体廃棄物貯蔵庫 
・保修点検建屋 
・モニタポスト他 
※屋内に設置されている施設について

は、建屋により防護することとし、屋

外施設については、防火帯・防火エリ

アの内側に設置すること又は消火活

動等により防護 
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第 1.9.1 図 防火帯及び防火エリア設置図 
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頁 行 補 正 前 補 正 後 
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（記載の変更） 

 

 

 

 

別紙 8(1)-7-1 に変更す

る。 
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別紙 8(1)-7-1 

7. 放射性廃棄物の廃棄施設 

7.2 液体廃棄物処理設備 

7.2.1 概要 

液体廃棄物処理設備は、液体廃棄物の性状に応じて処理するため、ほ

う酸回収系、廃液処理系及び洗浄排水処理系の 3 つの主要な処理系に大

別される。 

これらの液体廃棄物処理設備は、下記の機能を有する。 

(1) ほう酸回収系は、ホールドアップタンクに回収、貯留される１次冷却

設備からの抽出１次冷却材及び原子炉格納容器内１次冷却材ドレンを

処理する。 

(2) 廃液処理系は、廃液ホールドアップタンクに回収、貯留される格納容

器機器ドレン、補助建屋機器ドレン、格納容器床ドレン、補助建屋床

ドレン及び薬品ドレンを処理する。 

(3) 洗浄排水処理系は、洗浄排水タンクに集められる洗たく排水、手洗排

水及びシャワ排水を処理する。 

(4) 保修点検建屋ドレンは、保修点検建屋廃液モニタタンクより、補助建

屋サンプタンク（３号炉及び４号炉）に運搬する。 

なお、放射性廃棄物の廃棄施設の流路線図を第 7.1 図に示す。 

 

7.2.3 主要設備 

(16) 保修点検建屋サンプタンク 

保修点検建屋サンプタンク（１号、２号、３号及び４号炉共用）は、

保修点検建屋内で発生する排水を集める。本タンク水は、保修点検建

屋廃液モニタタンクに送り、処理する。保修点検建屋サンプタンクの

容量は約 2.5m3×1 基とする。なお、予想発生量は約 55m3/y である。 

(17) 保修点検建屋廃液モニタタンク 

保修点検建屋廃液モニタタンク（１号、２号、３号及び４号炉共用）

は、保修点検建屋サンプタンク水を貯留する。本タンク水は、廃液移

送容器により補助建屋サンプタンク（３号炉及び４号炉）に運搬し、
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処理する。保修点検建屋廃液モニタタンクの容量は約 5m3×1 基とす

る。なお、予想発生量は約 55m3/y である。 

 

7.2.4 主要仕様 

第 7.2.1 表を変更する。第 7.2.1 表以外は変更前の「7.2.4 主要仕様」

の記載に同じ。 

 

7.3 固体廃棄物処理設備 

7.3.3 主要設備 

(13) 外部遮蔽壁保管庫（１号、２号、３号及び４号炉共用、既設） 

外部遮蔽壁保管庫は、１号炉及び２号炉の外周コンクリート壁一部

撤去、１号炉の蒸気発生器の取替え、３号炉及び４号炉の原子炉容器

上部ふたの取替えに伴い発生したコンクリート、鉄筋及び埋め込み金

物等、並びにその他雑固体廃棄物（不燃物に限る。）を十分貯蔵保管す

る能力を有する。 

本保管庫は、所要の遮蔽設計を行い、耐震Ｃクラスとして設計する

とともに、準拠する法令、規格、基準を満足するよう設計する。 

本保管庫の平面図及び断面図を第7.3.14図に示す。 

（第7.3.14図は変更前の記載に同じ。） 

 

7.3.4 主要仕様 

第 7.3.1 表を変更する。第 7.3.1 表以外は変更前の「7.3.4 主要仕様」

の記載に同じ。 
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第 7.2.1 表 液体廃棄物処理設備の設備仕様 

 

(15) 保修点検建屋サンプタンク（１号、２号、３号及び４号炉共用） 

基  数  1 

容  量  約 2.5m3 

材  料  ステンレス鋼 

 

(16) 保修点検建屋廃液モニタタンク（１号、２号、３号及び４号炉共用） 

基  数  1 

容  量  約 5m3 

材  料  ステンレス鋼 

 

（(1)～(14)は変更前の記載に同じ。） 
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第 7.3.1 表 固体廃棄物処理設備の主要仕様 

 

(9) 外部遮蔽壁保管庫（１号、２号、３号及び４号炉共用、既設） 

面    積  

１階     約 2,400m2 

２階     約 2,400m2 

型    式 地上式鉄筋コンクリート造 

保 管 対 象 物       外周コンクリート壁一部撤去、蒸気発生器

の取替え及び原子炉容器上部ふたの取替

えに伴い発生したコンクリート、鉄筋及び

埋め込み金物等、並びにその他雑固体廃棄

物（不燃物に限る。）の保管容器約 8,300m3 

 

（(1)～(8)及び(10)は変更前の記載に同じ。） 
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第 7.1 図 放射性廃棄物の廃棄施設の流路線図 
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頁 行 補 正 前 補 正 後 
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上 4 行～  
上 8 行 

 

 

また、保修点検建屋の

エリアモニタ（１号、２

号、３号及び４号炉共用）

は、保修点検建屋内制御

室で指示、自動記録を行

い、放射線レベルが設定

値以上になると現場、保

修点検建屋内制御室、中

央制御室（３号及び４号

炉共用）及び放射線管理

室（３号及び４号炉共用）

に警報を発する。 

 

 

また、保修点検建屋の

エリアモニタ（１号、２

号、３号及び４号炉共用）

は、保修点検建屋内電気

盤室及び中央制御室（３

号及び４号炉共用）で指

示、自動記録を行い、放射

線レベルが設定値以上に

なると現場、保修点検建

屋内電気盤室、中央制御

室（３号及び４号炉共用）

及び放射線管理室（３号

及び４号炉共用）に警報

を発する。  
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頁 行 補 正 前 補 正 後 
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（記載の変更） 

 

 

 

 

別紙 8(1)-10-1 に変更す

る。 
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10. その他発電用原子炉の附属施設 

10.5 火災防護設備 

10.5.1 設計基準対象施設 

10.5.1.3 主要設備 

10.5.1.3.2 火災感知設備 

火災感知設備の火災感知器は、火災区域又は火災区画における放

射線、取付面高さ、温度、湿度、空気流等の環境条件や、予想され

る火災の性質を考慮して、固有の信号を発するアナログ式の煙感知

器、アナログ式の熱感知器又はアナログ式でない炎感知器から異な

る種類の感知器を組み合せて、以下のとおり設置する設計とする。 

屋外エリアは、火災による煙は周囲に拡散し、煙感知器による火

災感知は困難であることから、アナログ式の熱感知器とアナログ式

でない炎感知器を選定する。 

放射線量が高い場所は、アナログ式の火災感知器の放射線の影響

による故障が想定される。このため、火災感知器の故障を防止する

観点から、アナログ式でない防爆型の火災感知器を選定する。 

(1) 一般エリア 

一般エリアには、アナログ式の煙感知器（一部１号及び２号炉

共用、一部１号、２号、３号及び４号炉共用）、アナログ式の熱感

知器（一部１号及び２号炉共用、一部１号、２号、３号及び４号

炉共用）又はアナログ式でない炎感知器を組み合せて設置する設

計とする。 

(2) 原子炉格納容器 

原子炉格納容器には、アナログ式の煙感知器、アナログ式の熱

感知器又はアナログ式でない炎感知器から異なる種類の感知器

を組み合わせて設置する設計とする。ただし、原子炉格納容器ル

ープ室、加圧器室、抽出水再生クーラ室及びインコアモニタチェ

ス室のうち比較的線量の高い場所は、アナログ式でない防爆型の

熱感知器を設置する。 
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(3) 燃料油貯油そうエリア 

燃料油貯油そうエリアには、アナログ式でない防爆型の煙感知

器とアナログ式でない防爆型の熱感知器を設置する設計とする。 

(4) 固体廃棄物貯蔵庫 

固体廃棄物貯蔵庫には、アナログ式の煙感知器とアナログ式の

熱感知器を設置する設計とする。ただし、Ｂ固体廃棄物貯蔵庫の

ドラム缶貯蔵エリアについては、アナログ式でない熱感知器を設

置する。 

(5) 中央制御盤内 

中央制御室の火災防護対象機器等を設置する中央制御盤内に

は、煙感知器を設置する設計とする。 

 

10.5.2 重大事故等対処施設 

10.5.2.3 主要設備 

10.5.2.3.2 火災感知設備 

火災感知設備の火災感知器は、火災区域又は火災区画における放

射線、取付面高さ、温度、湿度、空気流等の環境条件や、予想され

る火災の性質を考慮して、固有の信号を発するアナログ式の煙感知

器、アナログ式の熱感知器又はアナログ式でない炎感知器から異な

る種類の感知器を組み合せて、以下のとおり設置する設計とする。 

屋外エリアは、火災による煙は周囲に拡散し、煙感知器による火

災感知は困難であることから、アナログ式の熱感知器とアナログ式

でない炎感知器を選定する。 

放射線量が高い場所は、アナログ式の火災感知器の放射線の影響

による故障が想定される。このため、火災感知器の故障を防止する

観点から、アナログ式でない防爆型の火災感知器を選定する。 

(1) 一般エリア 

一般エリアには、アナログ式の煙感知器（一部１号及び２号炉

共用、一部１号、２号、３号及び４号炉共用）、アナログ式の熱

感知器（一部１号及び２号炉共用、一部１号、２号、３号及び４
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号炉共用）又はアナログ式でない炎感知器を組み合せて設置する

設計とする。 

(2) 原子炉格納容器 

原子炉格納容器には、アナログ式の煙感知器、アナログ式の熱

感知器又はアナログ式でない炎感知器から異なる種類の感知器

を組み合わせて設置する設計とする。ただし、原子炉格納容器ル

ープ室、加圧器室、抽出水再生クーラ室及びインコアモニタチェ

ス室のうち比較的線量の高い場所は、アナログ式でない防爆型の

熱感知器を設置する。 

(3) 燃料油貯油そうエリア 

燃料油貯油そうエリアには、アナログ式でない防爆型の煙感知

器とアナログ式でない防爆型の熱感知器を設置する設計とする。 

(4) 中央制御盤内 

中央制御室の中央制御盤内には、煙感知器を設置する設計とす

る。 

 

10.5.3 特定重大事故等対処施設 

10.5.3.3 主要設備 

10.5.3.3.2 火災感知設備 

火災感知設備の火災感知器は、火災区域又は火災区画における放

射線、取付面高さ、温度、湿度、空気流等の環境条件や、予想され

る火災の性質を考慮して、固有の信号を発するアナログ式の煙感知

器、アナログ式の熱感知器又はアナログ式でない炎感知器から異な

る種類の感知器を組み合せて、以下のとおり設置する設計とする。 

屋外エリアは、火災による煙は周囲に拡散し、煙感知器による火

災感知は困難であることから、アナログ式の熱感知器とアナログ式

でない炎感知器を選定する。 

放射線量が高い場所は、アナログ式の火災感知器の放射線の影響

による故障が想定される。このため、火災感知器の故障を防止する

観点から、アナログ式でない防爆型の火災感知器を選定する。 



(1) 一般エリア

「10.5.1.3.2 火災感知設備(1) 一般エリア」を適用する。

(2) 原子炉格納容器

「10.5.1.3.2 火災感知設備(2) 原子炉格納容器」を適用する。

(3)

　　　　　　　　　　　　　には、アナログ式でない防爆型の

8(1)-10-5 

煙感知器とアナログ式でない防爆型の熱感知器を設置する設計

とする。

10.16 保修点検建屋 

１次冷却材ポンプ等の機器の点検及び工具（当社発電所間共用の保

修・検査装置等）の事前点検、調整、保管等を効率的に行い、使用時に

十分な信頼性を確保するため保修点検建屋（１号、２号、３号及び４号

炉共用）を設置する。

保修点検建屋の設備仕様の概略を第 10.16.1 表、平面図を第 10.16.1

図に示す。

10.17 参考文献 

変更前の「10.16 参考文献」の記載に同じ。 

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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頁 行 補 正 前 補 正 後 
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（記載の変更） 

 

 

 

 

別紙 8(2)-1-1 に変更す

る。 
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別紙 8(2)-1-1 

（２号炉） 

1. 安全設計 

1.5 火災防護に関する基本方針 

1.5.1 設計基準対象施設の火災防護に関する基本方針 

1.5.1.2 火災発生防止 

1.5.1.2.3 落雷、地震等の自然現象による火災発生の防止 

1.5.1.2.3.1 落雷による火災の発生防止 

１号炉の「1.5.1.2.3.1 落雷による火災の発生防止」の変更に同じ。 

 

1.5.1.3 火災の感知及び消火 

1.5.1.3.1 火災感知設備 

1.5.1.3.1.2 固有の信号を発する異なる火災感知器の設置 

１号炉の「1.5.1.3.1.2 固有の信号を発する異なる火災感知器の設

置」の変更に同じ。 

 

1.5.1.3.1.3 火災受信機盤 

１号炉の「1.5.1.3.1.3 火災受信機盤」の変更に同じ。 

 

1.5.1.3.1.4 火災感知設備の電源確保 

１号炉の「1.5.1.3.1.4 火災感知設備の電源確保」の変更に同じ。 

 

1.5.2 重大事故等対処施設の火災防護に関する基本方針 

1.5.2.3 火災の感知及び消火 

1.5.2.3.1 火災感知設備 

1.5.2.3.1.2 固有の信号を発する異なる火災感知器の設置 

１号炉の「1.5.2.3.1.2 固有の信号を発する異なる火災感知器の設

置」の変更に同じ。 

 

1.5.2.3.1.3 火災受信機盤 
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１号炉の「1.5.2.3.1.3 火災受信機盤」の変更に同じ。 

 

1.5.2.3.1.4 火災感知設備の電源確保 

１号炉の「1.5.2.3.1.4 火災感知設備の電源確保」の変更に同じ。 

 

1.5.3 特定重大事故等対処施設の火災防護に関する基本方針 

1.5.3.2 火災発生防止 

1.5.3.2.3 落雷、地震等の自然現象による火災発生の防止 

1.5.3.2.3.3 森林火災による火災の発生防止 

１号炉の「1.5.3.2.3.3 森林火災による火災の発生防止」の変更に

同じ。 

 

1.5.3.3 火災の感知及び消火 

1.5.3.3.1 火災感知設備 

1.5.3.3.1.2 固有の信号を発する火災感知器の設置 

１号炉の「1.5.3.3.1.2 固有の信号を発する火災感知器の設置」の

変更に同じ。 

 

1.5.3.3.1.3 火災受信機盤 

１号炉の「1.5.3.3.1.3 火災受信機盤」の変更に同じ。 

 

1.5.3.3.1.4 火災感知設備の電源確保 

１号炉の「1.5.3.3.1.4 火災感知設備の電源確保」の変更に同じ。 

 

1.9 外部火災防護に関する基本方針 

1.9.1 設計方針 

   １号炉の「1.9.1 設計方針」の変更に同じ。 

 

1.11 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針 

1.11.21 発電用原子炉設置変更許可申請（2023 年 4 月 25 日申請分）に係る安
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全設計の方針 

1.11.21.1 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準

に関する規則（平成 25 年 6 月 19 日制定）」に対する適合 

１号炉の「1.11.20.1 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構

造及び設備の基準に関する規則（平成 25 年 6 月 19 日制定）」に対する

適合」の追加に同じ。 
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頁 行 補 正 前 補 正 後 
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（記載の変更） 

 

 

 

 

別紙 8(2)-7-1 に変更す

る。 
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別紙 8(2)-7-1 

7. 放射性廃棄物の廃棄施設 

7.2 液体廃棄物処理設備 

7.2.1 概要 

１号炉の「7.2.1 概要」の変更に同じ。ただし共用設備は除く。 

 

7.2.3 主要設備 

(16) 保修点検建屋サンプタンク 

１号炉の「7.2.3 主要設備(16) 保修点検建屋サンプタンク」の変更に

同じ。ただし共用設備は除く。 

 

(17) 保修点検建屋廃液モニタタンク 

１号炉の「7.2.3 主要設備(17) 保修点検建屋廃液モニタタンク」の変

更に同じ。ただし共用設備は除く。 

 

7.2.4 主要仕様 

１号炉の「7.2.4 主要仕様」の変更に同じ。ただし共用設備は除く。 

 

7.3 固体廃棄物処理設備 

7.3.3 主要設備 

(13) 外部遮蔽壁保管庫（１号、２号、３号及び４号炉共用、既設） 

１号炉の「(13) 外部遮蔽壁保管庫（１号、２号、３号及び４号炉共

用、既設）)」の変更に同じ。ただし共用設備は除く。 

 

7.3.4 主要仕様 

１号炉の「7.3.4 主要仕様」の変更に同じ。ただし共用設備は除く。 
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頁 行 補 正 前 補 正 後 
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（記載の変更） 

 

 

 

 

別紙 8(2)-10-1 に変更す

る。 
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10. その他発電用原子炉の附属施設

10.5 火災防護設備

10.5.1 設計基準対象施設

10.5.1.3 主要設備

10.5.1.3.2 火災感知設備

１号炉の「10.5.1.3.2 火災感知設備」の変更に同じ。ただし共用設

備は除く。

10.5.2 重大事故等対処施設 

10.5.2.3 主要設備 

10.5.2.3.2 火災感知設備 

１号炉の「10.5.2.3.2 火災感知設備」の変更に同じ。ただし共用設

備は除く。

10.5.3 特定重大事故等対処施設 

10.5.3.3 主要設備 

10.5.3.3.2 火災感知設備 

１号炉の「10.5.3.3.2 火災感知設備」の変更に同じ。 

10.16 保修点検建屋 

１号炉の「10.16 保修点検建屋」の変更に同じ。ただし共用設備は除

く。

10.17 参考文献 

１号炉の「10.17 参考文献」の変更に同じ。 
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頁 行 補 正 前 補 正 後 
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（記載の変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
別紙 8(3)-1-1 に変更する。 
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別紙 8(3)-1-1 

（３号炉及び４号炉） 

1. 安全設計 

1.4 耐震設計 

1.4.3 特定重大事故等対処施設の耐震設計 

1.4.3.1 特定重大事故等対処施設の耐震設計の基本方針 

特定重大事故等対処施設については、設計基準対象施設の耐震設計に

おける動的地震力又は静的地震力に対する設計方針を踏襲し、特定重大

事故等対処施設の構造上の特徴、重大事故等（原子炉補助建屋等への故

意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる重大事故等を除

く。）における運転状態、重大事故等（原子炉補助建屋等への故意によ

る大型航空機の衝突その他のテロリズムによる重大事故等を除く。）の

状態で施設に作用する荷重等を考慮し、適用する地震力に対して、原子

炉補助建屋等への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムに

対してその重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそ

れがないことを目的として、以下の項目にしたがって耐震設計を行う。

なお、特定重大事故等対処施設については、早期に原子炉格納容器の圧

力を低減させることから、原子炉補助建屋等への故意による大型航空機

の衝突その他のテロリズムによる重大事故等の状態で施設に作用する

荷重と地震力とを組み合わせないこととする。 

(1) 特定重大事故等対処施設は、耐震重要度分類のＳクラスの施設に適用

される弾性設計用地震動 Sd による地震力又は静的地震力のいずれか

大きい方の地震力に対して、おおむね弾性状態に留まる範囲で耐えら

れるよう、かつ、基準地震動 Ss による地震力に対して、原子炉補助建

屋等への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムに対してそ

の重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない

ように設計する。 

特定重大事故等対処施設の機能を維持するために必要な間接支持構

造物等の関連する設備等は、特定重大事故等対処施設に求められる地

震力に対してその機能を喪失しない設計とする。 
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(2) 特定重大事故等対処施設は、耐震重要度分類のＳクラスの施設に適用

される地震力が作用した場合においても、接地圧に対する十分な支持

力を有する地盤に設置する。 

(3) 特定重大事故等対処施設に適用する動的地震力は、水平２方向及び鉛

直方向について適切に組み合わせて算定するものとする。なお、水平２

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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方向及び鉛直方向の地震力が同時に作用し、影響が考えられる施設、設

備については許容限界の範囲内に留まることを確認する。 

(4) 特定重大事故等対処施設の土木構造物、津波防護施設、浸水防止設備

及び津波監視設備並びに浸水防止設備が設置された建物・構築物は、基

準地震動 Ss による地震力に対して、原子炉補助建屋等への故意による

大型航空機の衝突その他のテロリズムに対してその重大事故等に対処

するために必要な機能が損なわれるおそれがないように設計する。ま

た、特定重大事故等対処施設の周辺斜面の安定性を保持するために設

置する、その他の土木構造物である抑止ぐい及び連続地中壁について

は、屋外重要土木構造物に準じた設計とする。 

(5) 特定重大事故等対処施設は、Ｂクラス及びＣクラスの施設、常設耐震

重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が設置される重大

事故等対処施設、可搬型重大事故等対処設備、常設重大事故防止設備及

び常設重大事故緩和設備のいずれにも属さない常設の重大事故等対処

施設の波及的影響によって、原子炉補助建屋等への故意による大型航

空機の衝突その他のテロリズムに対してその重大事故等に対処するた

めの必要な機能を損なわない設計とする。 

(6) 特定重大事故等対処施設の構造計画及び配置計画に際しては、地震の

影響が低減されるように考慮する。 
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1.6 火災防護に関する基本設計  

1.6.1 設計基準対象施設の火災防護に関する基本方針 

1.6.1.2 火災発生防止 

1.6.1.2.3 落雷、地震等の自然現象による火災発生の防止 

1.6.1.2.3.1 落雷による火災の発生防止 

原子炉施設内の構築物、系統及び機器は、落雷による火災発生を

防止するため、地盤面から高さ 20m を超える建築物には、建築基

準法に基づき「JIS A 4201 建築物等の避雷設備（避雷針）」に準拠

した避雷設備を設置する設計とする。 

送電線については、「1.6.1.2.1.6 過電流による過熱防止対策」に

示すとおり、故障回路を早期に遮断する設計とする。 

【避雷設備設置箇所】 

・原子炉格納施設 

・タービン建屋 

・補助ボイラ燃料タンク 

・復水処理建屋 

・原子炉補助建屋 

・タービン油計量タンク 

・特高開閉所 

・保修点検建屋 

 

1.6.1.3 火災の感知及び消火 

1.6.1.3.1 火災感知設備 

1.6.1.3.1.2 固有の信号を発する異なる火災感知器の設置 

火災感知設備の火災感知器は、「1.6.1.3.1.1 火災感知器の環境条

件等の考慮」の環境条件等や火災感知器を設置する火災区域又は火

災区画の安全機能を有する機器の種類に応じて予想される火災の

性質を考慮し、火災を早期に感知できるよう、固有の信号を発する

アナログ式の煙感知器、アナログ式の熱感知器、アナログ式でない

が、炎が発する赤外線又は紫外線を感知するため、煙や熱が感知器
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に到達する時間遅れがなく、火災の早期感知に優位性がある炎感知

器から異なる種類の感知器を組み合わせて設置する設計とする。 

なお、アナログ式の火災感知器は、平常時の状況（温度、煙の濃

度）を監視し、かつ火災現象（急激な温度や煙の濃度上昇）を把握

することができる設計とする。 

アナログ式の煙感知器は蒸気等が充満する場所には設置せず、ア

ナログ式の熱感知器は作動温度を周囲温度より高い温度で作動す

るものを選定することで、誤作動を防止する設計とする。 

アナログ式でない炎感知器には、赤外線を感知する方式と紫外線

を感知する方式の 2 種類があるが、炎特有の性質を検出すること

で誤作動が少ない赤外線方式を採用する。アナログ式でない炎感知

器の誤作動を防止するため、屋内に設置する場合は、外光が当たら

ず、高温物体が近傍にない箇所に設置することとし、屋外に設置す

る場合は、視野角への影響を考慮した太陽光の影響を防ぐ遮光板の

設置や防水型を採用する設計とする。 

ただし、(1)から(3)に示す火災区域又は火災区画は、上記とは異

なる火災感知器を組み合わせて設置する設計とする。 

屋外エリアは、火災による煙は周囲に拡散し、煙感知器による火

災感知は困難であることから、アナログ式の熱感知器とアナログ式

でない炎感知器を選定する。 

放射線量が高い場所は、アナログ式の火災感知器の放射線の影響

による故障が想定される。このため、火災感知器の故障を防止する

観点から、アナログ式でない火災感知器を選定する。 

発火性又は引火性の雰囲気を形成するおそれのある場合は、火災

感知器作動時の着火を防止するため、アナログ式でない防爆型の火

災感知器を選定する。 

(1) 原子炉格納容器 

原子炉格納容器には、アナログ式の煙感知器、アナログ式の熱感

知器又はアナログ式でない炎感知器から異なる種類の感知器を組

み合わせて設置する設計とする。ただし、原子炉格納容器ループ室、
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加圧器室、再生熱交換器室及びインコアモニタチェス室のうち比較

的線量の高い場所に設置する熱感知器は、放射線による火災感知器

の故障を防止するため、アナログ式でないものとする。アナログ式

でない熱感知器は、原子炉格納容器内の通常時の温度（約 65℃以

下）より高い温度で作動するものを選定することで、誤作動を防止

する設計とする。 

なお、水素が発生するような事故を考慮して、アナログ式でない

火災感知器は、念のため防爆型とする。 

(2) 燃料油貯油そうエリア 

燃料油貯油そうエリアは、タンク内部の燃料が気化することを考

慮し、アナログ式でない防爆型の煙感知器とアナログ式でない防爆

型の熱感知器を設置する設計とする。アナログ式でない防爆型の煙

感知器は、塵埃及び水蒸気の影響を受けない場所に設置することで、

誤作動を防止する設計とする。アナログ式でない防爆型の熱感知器

は、燃料油貯油そうの温度を有意に変動させる加熱源等を設置しな

いことで、誤作動を防止する設計とする。 

(3) 固体廃棄物貯蔵庫 

固体廃棄物貯蔵庫には、アナログ式の煙感知器とアナログ式の熱

感知器を設置する設計とする。ただし、比較的線量の高いＢ固体廃

棄物貯蔵庫のドラム缶貯蔵エリアの熱感知器は、放射線による火災

感知器の故障を防止するため、アナログ式でないものとする。アナ

ログ式でない熱感知器は、Ｂ固体廃棄物貯蔵庫のドラム缶貯蔵エリ

アの通常時の温度より高い温度で作動するものを選定することで、

誤作動を防止する設計とする。 

使用済樹脂タンク、使用済樹脂貯蔵タンク、廃樹脂貯蔵タンク及

び廃樹脂供給タンクエリアは、以下に示すとおり火災感知器を設置

しない設計とする。 

a. 使用済樹脂タンク及び使用済樹脂貯蔵タンクエリア 

使用済樹脂タンク及び使用済樹脂貯蔵タンクは、コンクリート

壁で囲まれており、金属製であること及び可燃性物質を置かない
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設計とすることから、火災が発生するおそれはない。 

したがって、使用済樹脂タンク及び使用済樹脂貯蔵タンクエリ

アには、火災感知器を設置しない設計とする。 

b. 廃樹脂貯蔵タンク及び廃樹脂供給タンクエリア 

廃樹脂貯蔵タンク及び廃樹脂供給タンクは、コンクリート壁で

囲まれており、金属製であること及び可燃性物質を置かない設計

とすることから、火災が発生するおそれはない。 

したがって、廃樹脂貯蔵タンク及び廃樹脂供給タンクエリアに

は、火災感知器を設置しない設計とする。 

 

1.6.1.3.1.3 火災受信機盤 

中央制御室に設置する火災受信機盤で、火災感知器の作動状況を

常時監視する設計とする。 

火災受信機盤は、作動した火災感知器を 1 つずつ特定すること

で、火災の発生場所を特定する機能を有するよう設計する。 

 

1.6.1.3.1.4 火災感知設備の電源確保 

火災区域又は火災区画に設置する火災感知設備は、外部電源喪失

時においても火災防護上重要な機器等を設置する火災区域又は火

災区画の火災の感知が可能となるように、中央制御室に設置する火

災受信機盤には消防法を満足する蓄電池を設け、非常用電源からの

受電も可能な設計とする。この蓄電池は、非常用電源であるディー

ゼル発電機から電力が供給開始されるまでに必要な容量を有し、ま

た、全交流動力電源喪失時に代替電源から電力が給電されるまでに

必要な容量も満足するものとする。 
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1.6.2 重大事故等対処施設の火災防護に関する基本方針 

1.6.2.2 火災発生防止 

1.6.2.2.3 落雷、地震等の自然現象による火災発生の防止 

1.6.2.2.3.3 森林火災による火災の発生防止 

屋外の重大事故等対処施設は、「1.10 外部火災防護に関する基本

方針」に基づき評価し、設置した防火帯による防護により、火災発

生防止を講じる設計とする。 

また、蓄電池（3 系統目）は、「1.10 外部火災防護に関する基本

方針」に基づき設置した防火帯の外に設置するため、「1.10 外部火

災防護に関する基本方針」に基づき評価し、ＦＡＲＳＩＴＥから出

力される 大火線強度（  kW/m（発火点 1））により算出される

評価上必要とされる防火帯幅                  

       の幅を有する防火帯による防護又は地中トレンチ内

に設置することにより、火災発生防止を講じる設計とする。 

 

1.6.2.3 火災の感知及び消火 

1.6.2.3.1 火災感知設備 

1.6.2.3.1.2 固有の信号を発する異なる火災感知器の設置 

火災感知設備の火災感知器は、「1.6.2.3.1.1 火災感知器の環境条

件等の考慮」の環境条件等や火災感知器を設置する火災区域又は火

災区画で予想される火災の性質を考慮し、火災を早期に感知できる

よう、固有の信号を発するアナログ式の煙感知器、アナログ式の熱

感知器、アナログ式でないが、炎が発する赤外線又は紫外線を感知

するため、煙や熱が感知器に到達する時間遅れがなく、火災の早期

感知に優位性がある炎感知器から異なる種類の感知器を組み合わ

せて設置する設計とする。 

なお、アナログ式の火災感知器は、平常時の状況（温度、煙の濃

度）を監視し、かつ火災現象（急激な温度や煙の濃度上昇）を把握

することができる設計とする。 

アナログ式の煙感知器は蒸気等が充満する場所には設置せず、ア

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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ナログ式の熱感知器は作動温度を周囲温度より高い温度で作動す

るものを選定することで、誤作動を防止する設計とする。 

アナログ式でない炎感知器には、赤外線を感知する方式と紫外線

を感知する方式の２種類があるが、炎特有の性質を検出することで

誤作動が少ない赤外線方式を採用する。アナログ式でない炎感知器

の誤作動を防止するため、屋内に設置する場合は、外光が当たらず、

高温物体が近傍にない箇所に設置することとし、屋外に設置する場

合は、視野角への影響を考慮した太陽光の影響を防ぐ遮光板の設置

や防水型を採用する設計とする。 

ただし、(1)から(2)に示す火災区域又は火災区画は、上記とは異

なる火災感知器を設置する設計とする。 

屋外エリアは、火災による煙は周囲に拡散し、煙感知器による火

災感知は困難であることから、アナログ式の熱感知器とアナログ式

でない炎感知器を選定する。 

放射線量が高い場所は、アナログ式の火災感知器の放射線の影響

による故障が想定される。このため、火災感知器の故障を防止する

観点から、アナログ式でない火災感知器を選定する。 

発火性又は引火性の雰囲気を形成するおそれのある場合は、火災

感知器作動時の着火を防止するため、アナログ式でない防爆型の火

災感知器を選定する。 

(1) 原子炉格納容器 

原子炉格納容器には、アナログ式の煙感知器、アナログ式の熱

感知器又はアナログ式でない炎感知器から異なる種類の感知器

を組み合わせて設置する設計とする。ただし、原子炉格納容器ル

ープ室、加圧器室、再生熱交換器室及びインコアモニタチェス室

のうち比較的線量の高い場所に設置する熱感知器は、放射線によ

る火災感知器の故障を防止するため、アナログ式でないものとす

る。アナログ式でない熱感知器は、原子炉格納容器内の通常時の

温度（約 65℃以下）より高い温度で作動するものを選定するこ

とで、誤作動を防止する設計とする。 
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なお、水素が発生するような事故を考慮して、アナログ式でな

い火災感知器は、念のため防爆型とする。 

(2) 燃料油貯油そうエリア 

燃料油貯油そうエリアは、タンク内部の燃料が気化することを

考慮し、アナログ式でない防爆型の煙感知器とアナログ式でない

防爆型の熱感知器を設置する設計とする。アナログ式でない防爆

型の煙感知器は、塵埃及び水蒸気の影響を受けない場所に設置す

ることで、誤作動を防止する設計とする。アナログ式でない防爆

型の熱感知器は、燃料油貯油そうの温度を有意に変動させる加熱

源等を設置しないことで、誤作動を防止する設計とする。 

 

1.6.2.3.1.3 火災受信機盤 

中央制御室及び      に設置する火災受信機盤で、火災感

知器の作動状況を常時監視する設計とする。 

火災受信機盤は、作動した火災感知器を 1 つずつ特定すること

で、火災の発生場所を特定する機能を有するよう設計する。 

なお、重大事故等に対処する場合を考慮して、緊急時対策所（緊

急時対策所建屋内）においても中央制御室の火災受信機盤における

感知器の動作状況を確認できる設計とする。 

 

1.6.2.3.1.4 火災感知設備の電源確保 

火災区域又は火災区画に設置する火災感知設備は、全交流動力電

源喪失時においても重大事故等対処施設を設置する火災区域又は

火災区画の火災の感知が可能となるように、中央制御室及び    

   に設置する火災受信機盤には消防法を満足する蓄電池を設

け、非常用電源からの受電も可能な設計とする。この蓄電池は、全

交流動力電源喪失時に代替電源又は         から電力

が供給開始されるまでに必要な容量を有するものとする。 

 

 

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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1.6.3 特定重大事故等対処施設の火災防護に関する基本方針 

1.6.3.2 火災発生防止 

1.6.3.2.3 落雷、地震等の自然現象による火災発生の防止 

1.6.3.2.3.3 森林火災による火災の発生防止 

特定重大事故等対処施設は、「1.10 外部火災防護に関する基本方

針」に基づき評価し設置した防火帯による防護又は地中トレンチ内

に設置することにより、火災発生防止を講じる設計とする。また、 

    に設置する特定重大事故等対処施設は、「1.10 外部火災防

護に関する基本方針」に基づき設置した防火帯の外に設置するため、

「1.10 外部火災防護に関する基本方針」に基づき評価し、ＦＡＲ

ＳＩＴＥから出力される 大火線強度（  kW/m（発火点１））に

より算出される評価上必要とされる防火帯幅           

              の幅を有する防火帯による防護によ

り、火災発生防止を講じる設計とする。 

 

1.6.3.3 火災の感知及び消火 

1.6.3.3.1 火災感知設備 

1.6.3.3.1.2 固有の信号を発する異なる火災感知器の設置 

火災感知設備の火災感知器は、「1.6.3.3.1.1 火災感知器の環境条

件等の考慮」の環境条件等や火災感知器を設置する火災区域又は火

災区画で予想される火災の性質を考慮し、火災を早期に感知できる

よう、固有の信号を発するアナログ式の煙感知器、アナログ式の熱

感知器、アナログ式でないが、炎が発する赤外線又は紫外線を感知

するため、煙や熱が感知器に到達する時間遅れがなく、火災の早期

感知に優位性がある炎感知器から異なる種類の感知器を組み合わ

せて設置する設計とする。 

なお、アナログ式の火災感知器は、平常時の状況（温度、煙の濃

度）を監視し、かつ火災現象（急激な温度や煙の濃度上昇）を把握

することができる設計とする。 

アナログ式の煙感知器は蒸気等が充満する場所には設置せず、ア

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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ナログ式の熱感知器は作動温度を周囲温度より高い温度で作動す

るものを選定することで、誤作動を防止する設計とする。アナログ

式でない炎感知器には、赤外線を感知する方式と紫外線を感知する

方式の２種類があるが、炎特有の性質を検出することで誤作動が少

ない赤外線方式を採用する。アナログ式でない炎感知器の誤作動を

防止するため、屋内に設置する場合は、外光が当たらず、高温物体

が近傍にない箇所に設置することとし、屋外に設置する場合は、視

野角への影響を考慮した太陽光の影響を防ぐ遮光板の設置や防水

型を採用する設計とする。 

ただし、(1)から(2)に示す火災区域又は火災区画は、上記とは異

なる火災感知器を組み合わせて設置する設計とする。 

屋外エリアは、火災による煙は周囲に拡散し、煙感知器による火

災感知は困難であることから、アナログ式の熱感知器とアナログ式

でない炎感知器を選定する。 

放射線量が高い場所は、アナログ式の火災感知器の放射線の影響

による故障が想定される。このため、火災感知器の故障を防止する

観点から、アナログ式でない火災感知器を選定する。 

発火性又は引火性の雰囲気を形成するおそれのある場所は、火災

感知器作動時の爆発を防止するため、アナログ式でない防爆型の火

災感知器を選定する。 

(1) 原子炉格納容器 

「1.6.2.3.1.2(1) 原子炉格納容器」の基本方針を適用する。 

(2)               

             は、タンク内部の燃料が気化する

ことを考慮し、アナログ式でない防爆型の煙感知器とアナログ式

でない防爆型の熱感知器を設置する設計とする。アナログ式でな

い防爆型の煙感知器は、塵埃及び水蒸気の影響を受けない場所に

設置することで、誤作動を防止する設計とする。アナログ式でな

い防爆型の熱感知器は、          の温度を有意に変

動させる加熱源等を設置しないことで、誤作動を防止する設計と

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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する。 

         は、以下に示すとおり火災感知器を設置し

ない設計とする。 

(1)           

       は水で満たされていること、         

 は、可燃性物質を置かない設計とすることから、火災が発生す

るおそれはない。 

したがって、         には、火災感知器を設置しな

い設計とする。 

 

1.6.3.3.1.3 火災受信機盤 

     及び      に設置する火災受信機盤で、火災感

知器の作動状況を常時監視する設計とする。 

火災受信機盤は、作動した火災感知器を 1 つずつ特定すること

で、火災の発生場所を特定する機能を有するよう設計する。 

なお、原子炉補助建屋等への故意による大型航空機の衝突その他

のテロリズムに対してその重大事故等に対処する場合を考慮して、 

                 においても     の火災

受信機盤における感知器の動作状況を確認できる設計とする。 

 

1.6.3.3.1.4 火災感知設備の電源確保 

火災区域又は火災区画に設置する火災感知設備は、全交流動力電

源喪失時においても特定重大事故等対処施設を設置する火災区域

又は火災区画の火災の感知が可能となるように、         

     に設置する火災受信機盤には消防法を満足する蓄電池

を設け、非常用電源からの受電も可能な設計とする。この蓄電池は、

全交流動力電源喪失時にディーゼル発電機の代替である      

                 から電力が供給開始される

までに必要な容量を有するものとする。 

 

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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1.10 外部火災防護に関する基本方針 

1.10.1 設計方針 

(1) 外部火災防護施設 

安全施設に対して外部火災の影響を受けた場合において、原子炉の

安全性を確保するため、「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要

度分類に関する審査指針」で規定されているクラス１、クラス２及び

クラス３に該当する構築物、系統及び機器を外部火災防護施設とする。

外部火災防護施設を第 1.10.2 表に示す。 

クラス１及びクラス２に関しては、安全機能を有する施設を内包す

る建屋及び屋外施設に対し、必要とされる防火帯を森林との間に設け

ること等により、外部火災による建屋外壁（天井スラブを含む。）及

び屋外施設の温度を許容温度以下とすることで安全施設の安全機能

を損なうことのない設計とする。 

また、クラス３の安全機能を有する安全施設については、屋内に設

置されている施設は建屋により防護することとし、屋外施設について

は、防火帯の内側に設置すること、又は消火活動等により防護するこ

ととし、安全施設の安全機能を損なうことのない設計とする。 

なお、防火帯の外側にあるクラス３設備としては、モニタポスト、

固体廃棄物貯蔵庫、外部遮蔽壁保管庫、蒸気発生器保管庫（３号及び

４号炉共用）、保修点検建屋等がある。火災発生時には、モニタポス

トについては代替設備の確保、固体廃棄物貯蔵庫は固体廃棄物貯蔵庫

の周辺に、防火帯と同じ幅の防火エリア及び飛び火対策として散水設

備の設置、外部遮蔽壁保管庫、蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共

用）、保修点検建屋等はそれぞれの建屋周辺に、防火帯と同じ幅の防

火エリアを設けるとともに、飛び火による施設への延焼を防止するこ

とで飛び火対策が不要な設計とする。 

 

(2) 森林火災 

c. 必要データ（ＦＡＲＳＩＴＥ入力条件） 

(d) 気象データ 
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現地にて起こり得る も厳しい条件を検討するため、過去 10

年間のデータのうち、福井県で発生した森林火災の実績より、発

生頻度が高い月の気象条件（ 多風向、 大風速、 高気温、

小湿度）の も厳しい条件を用いる。なお、気象条件を設定する

際には、 寄の舞鶴特別地域気象観測所の気象データに加え、考

慮すべき卓越風向を増やすことにより、より多くの想定発火点を

設定し、保守的な評価をするため、10 年間以上の気象データを

保有し、発電所から 寄の気象観測所である小浜地域気象観測シ

ステムの気象データを使用する。 

e. 火炎到達時間による消火活動 

延焼速度より、発火点から防火帯までの火災到達時間※（約 3.6

時間（発火点 1））を算出し、森林火災が防火帯に到達するまでの

間に発電所に常駐している自衛消防隊による屋外消火栓等を用い

た消火活動が可能であり、万が一の飛び火による火炎の延焼を防止

することで安全施設の安全機能を損なうことのない設計とする。 

なお、防火帯の外側にあるクラス３設備としては、モニタポスト、

固体廃棄物貯蔵庫、外部遮蔽壁保管庫、蒸気発生器保管庫（３号及

び４号炉共用）、保修点検建屋等がある。火災発生時には、モニタ

ポストについては代替設備の確保、固体廃棄物貯蔵庫は固体廃棄物

貯蔵庫の周辺に、防火帯と同じ幅の防火エリア及び飛び火対策とし

て散水設備の設置、外部遮蔽壁保管庫、蒸気発生器保管庫（３号及

び４号炉共用）、保修点検建屋等はそれぞれの建屋周辺に、防火帯

と同じ幅の防火エリアを設けるとともに、飛び火による施設への延

焼を防止することで飛び火対策が不要な設計とする。 

※ 火炎が防火帯に到達する時間 

f. 防火帯幅の設定 

第 1.10.1 図を変更する。第 1.10.1 図以外は変更前の「f. 防火帯

幅の設定」の記載に同じ。 

g. 外部火災防護施設の熱影響 

ＦＡＲＳＩＴＥから出力される反応強度から求めた火炎輻射発
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散度（1,021kW/m2（発火点 1））※1,2 に対し、安全側に余裕を考慮

した 1,200kW/m2 に基づき、防火帯から最も近い位置（40m）にあ

る外部火災防護施設（３号炉燃料取扱建屋）の建屋（垂直外壁面及

び天井スラブから選定した、火災の輻射に対して最も厳しい箇所）

の表面温度を求め、コンクリート許容温度 200℃※3(12)以下とする

ことで安全施設の安全機能を損なうことのない設計とする。  
※1 ＦＡＲＳＩＴＥの保守的な入力データからＦＡＲＳＩＴＥで

評価した火炎輻射発散度  

※2 火炎輻射発散度は反応強度と比例することから反応強度が高

い発火点の火炎輻射発散度を用いて評価する。  
※3 火災時における短期温度上昇を考慮した場合において、コン

クリート圧縮強度が維持される保守的な温度  

h. 外部火災防護施設の危険距離の確保  
ＦＡＲＳＩＴＥから出力される反応強度から求めた火炎輻射発

散度（1,021kW/m2（発火点 1））に対し、安全側に余裕を考慮し

た 1,200kW/m2 に基づき危険距離※を求め、防火帯外縁（火炎側）

から最も近くに位置する外部火災防護施設（３号炉燃料取扱建屋）

までの距離（40m）を危険距離以上確保することで安全施設の安全

機能を損なうことのない設計とする。  
※ 発電所周囲に設置される防火帯の外縁（火炎側）から外部火災

防護施設の間に必要な離隔距離  
i. 海水ポンプへの熱影響  

ＦＡＲＳＩＴＥから出力される反応強度から求めた火炎輻射発

散度（1,021kW/m2（発火点 1））に対し、安全側に余裕を考慮し

た 1,200kW/m2 に基づき海水ポンプの冷却空気の取込温度を求め、

許容温度 65℃※以下とすることで海水ポンプの安全機能を損なう

ことのない設計とする。  
※ モータ下部軸受許容温度以下となるために必要な冷却空気の取

込温度  
j. 復水タンクへの熱影響  
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ＦＡＲＳＩＴＥから出力される反応強度から求めた火炎輻射発

散度（1,021kW/m2（発火点 1））に対し、安全側に余裕を考慮し

た 1,200kW/m2に基づきタンク内の水の温度を求め、許容温度 40℃
※以下とすることで復水タンクの安全機能を損なうことのない設

計とする。  
※ 補助給水系統の設計温度  

k. 海水ポンプ、復水タンクの危険距離の確保  
ＦＡＲＳＩＴＥから出力される反応強度から求めた火炎輻射発

散度（1,021kW/m2（発火点 1））に対し、安全側に余裕を考慮し

た 1,200kW/m2 に基づき危険距離を求め、発電所周囲に設置する防

火帯の外縁（火炎側）からの離隔距離を危険距離以上確保すること

により、安全機能を損なうことのない設計とする。  

 
1.12 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針 
1.12.21 発電用原子炉設置変更許可申請（2023 年 4 月 25 日申請分）に係る安全

設計の方針 

1.12.21.1 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に

関する規則（平成 25 年 6 月 19 日制定）」に対する適合 
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第三条 設計基準対象施設の地盤 

１ 設計基準対象施設は、次条第二項の規定により算定する地震力（設

計基準対象施設のうち、地震の発生によって生ずるおそれがあるその

安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響の程度が特に大

きいもの（以下「耐震重要施設」という。）及び兼用キャスクにあっ

ては、同条第三項に規定する基準地震動による地震力を含む。）が作

用した場合においても当該設計基準対象施設を十分に支持することが

できる地盤に設けなければならない。ただし、兼用キャスクにあって

は、地盤により十分に支持されなくてもその安全機能が損なわれない

方法により設けることができるときは、この限りでない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用）及び保修点検建屋は、耐震

重要度分類をＣクラスとして設定した地震力が作用した場合においても、

接地圧に対する十分な支持力を有する地盤に設置する。 
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第四条 地震による損傷の防止 

１ 設計基準対象施設は、地震力に十分に耐えることができるものでな

ければならない。 

２ 前項の地震力は、地震の発生によって生ずるおそれがある設計基準

対象施設の安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響の程

度に応じて算定しなければならない。 

３ 耐震重要施設は、その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及

ぼすおそれがある地震による加速度によって作用する地震力（以下「基

準地震動による地震力」という。）に対して安全機能が損なわれるお

それがないものでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

蒸気発生器は、耐震重要度分類をＳクラスとして設定した地震力に対

しておおむね弾性範囲の設計を行う。 

蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用）並びに保修点検建屋及び当

該建屋に設置する主要設備は、耐震重要度分類をＣクラスとして設定し

た地震力に対しておおむね弾性範囲の設計を行う。 

 

第２項について 

蒸気発生器は、地震により発生するおそれがある安全機能の喪失（地

震に伴って発生するおそれがある津波及び周辺斜面の崩壊等による安全

機能の喪失を含む。）及びそれに続く放射線による公衆への影響を防止

する観点から耐震重要度分類をＳクラスに分類し地震力を算定する。 

蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用）並びに保修点検建屋及び当

該建屋に設置する主要設備は、上と同様の観点から耐震重要度分類をＣ

クラスに分類し地震力を算定する。 

 

第３項について 

蒸気発生器については、基準地震動 Ss による地震力に対して、安全機



 

 
8(3)-1-21 

能が損なわれない設計とする。 

基準地震動 Ss による地震力は、基準地震動 Ss を用いて、水平２方向

及び鉛直方向について適切に組み合わせたものとして算定する。 

なお、蒸気発生器が、耐震重要度分類の下位のクラスに属する施設の

波及的影響によって、その安全機能へ影響がないことを確認する。 
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第五条 津波による損傷の防止 

  設計基準対象施設（兼用キャスク及びその周辺施設を除く。）は、

その供用中に当該設計基準対象施設に大きな影響を及ぼすおそれがあ

る津波（以下「基準津波」という。）に対して安全機能が損なわれる

おそれがないものでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用）並びに保修点検建屋及び当

該建屋に設置する主要設備は、クラス３に属する施設であることを踏ま

え、基準津波に対して、その安全機能が損なわれるおそれがないよう、

損傷した場合を考慮して、代替設備により必要な機能を確保する等の対

応を行う設計とする。 

 具体的には、蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用）並びに保修点

検建屋及び当該建屋に設置する主要設備は、基準津波による遡上波が到

達しない高所に設置することで、その安全機能が損なわれるおそれがな

い設計とする。 
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第六条 外部からの衝撃による損傷の防止  

１ 安全施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く。次項にお

いて同じ。）が発生した場合においても安全機能を損なわないもので

なければならない。  
３ 安全施設は、工場等内又はその周辺において想定される発電用原子

炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人

為によるもの（故意によるものを除く。）に対して安全機能を損なわ

ないものでなければならない。  

 
適合のための設計方針  
第１項について  

安全施設は、発電所敷地で想定される自然現象（地震及び津波を除く。）

が発生した場合においても安全機能を損なうことのない設計とする。こ

こで、発電所敷地で想定される自然現象に対して、安全施設が安全機能

を損なわないために必要な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故等

対処設備を含む。）への措置を含める。また、発電所敷地で想定される

自然現象又はその組合せに遭遇した場合において、自然現象そのものが

もたらす環境条件及びその結果として施設で生じ得る環境条件を考慮す

る。  
発電所敷地で想定される自然現象は、洪水、風（台風）、竜巻、凍結、

降水、積雪、落雷、地滑り、火山の影響、生物学的事象、森林火災又は

高潮である。  
(1) 森林火災  

森林火災については、蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用）及び

保修点検建屋の設置に伴い、植生が変更となることから、過去10年間の

気象条件を調査し、発電所から直線距離で10kmの間に発火点を設定し、

ＦＡＲＳＩＴＥを用いて影響評価を実施し、評価上必要とされる防火帯

幅16.2mに対し、安全側に余裕を考慮した18m以上の防火帯幅を確保す

ること、飛び火による火炎の延焼を防止すること等により安全施設（既

設施設を含む。）が安全機能を損なうことのない設計とする。  
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(2) 上記以外の自然現象  
蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用）並びに保修点検建屋及び当

該建屋に設置する主要設備は、クラス３に属する施設であることを踏ま

え、損傷した場合を考慮して、安全上支障のない期間に修復すること等

の対応が可能な設計とすることにより、安全機能を損なうことのない設

計とする。  

 
第３項について  

蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用）並びに保修点検建屋及び当

該建屋に設置する主要設備は、クラス３に属する施設であることを踏ま

え、発電所敷地又はその周辺において想定される原子炉施設の安全性を

損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意

によるものを除く。）に対して、安全上支障のない期間に修復すること

等の対応が可能な設計とすることにより、安全機能を損なうことのない

設計とする。  
発電所敷地又はその周辺で想定される原子炉施設の安全性を損なわせ

る原因となるおそれがある事象であって人為によるものは、飛来物（航

空機落下）、ダムの崩壊、爆発、近隣工場等の火災、有毒ガス、船舶の

衝突又は電磁的障害である。  
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第七条 発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止 

  工場等には、発電用原子炉施設への人の不法な侵入、発電用原子炉

施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を与え、

又は他の物件を損傷するおそれがある物件が持ち込まれること及び不

正アクセス行為（不正アクセス行為の禁止等に関する法律（平成十一

年法律第百二十八号）第二条第四項に規定する不正アクセス行為をい

う。第二十四条第六号において同じ。）を防止するための設備を設け

なければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

発電用原子炉施設への人の不法な侵入を防止するため、蒸気発生器保

管庫（３号及び４号炉共用）及び保修点検建屋は、人の容易な侵入を防

止できる柵、鉄筋コンクリート造りの壁等によって防護して、点検、確

認等を行う事により、接近管理及び出入管理を行える設計とする。また、

探知施設を設け、警報、映像監視等、集中監視するとともに、外部との

通信連絡を行う設計とする。 

発電用原子炉施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人に

危害を与え、又は他の物件を損傷するおそれがある物件の持込み（郵便

物等による発電所外からの爆破物及び有害物質の持込みを含む。）を防

止するため、蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用）及び保修点検建

屋は、持込み点検を行うことができる設計とする。 
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第八条 火災による損傷の防止 

１ 設計基準対象施設は、火災により発電用原子炉施設の安全性が損な

われないよう、火災の発生を防止することができ、かつ、早期に火災

発生を感知する設備（以下「火災感知設備」という。）及び消火を行

う設備（以下「消火設備」といい、安全施設に属するものに限る。）

並びに火災の影響を軽減する機能を有するものでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し、維持するための安全機能を

有する構築物、系統及び機器（以下「原子炉の安全停止に必要な機器等」

という。）に該当する蒸気発生器を設置する原子炉格納容器並びに放射

性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物、系統及び機器（以下「放

射性物質を貯蔵する機器等」という。）を設置する蒸気発生器保管庫（３

号及び４号炉共用）及び保修点検建屋内の廃液処理室を火災区域に設定

し、火災により原子炉施設の安全性を損なうことのないよう、火災の発

生防止、火災の感知及び消火並びに火災の影響軽減のそれぞれを考慮し

た火災防護対策を講じる設計とする。 

(1) 火災発生防止 

潤滑油等の発火性又は引火性物質を内包する機器は、漏えいを防止す

る構造とする。万一、潤滑油等が漏えいした場合に、漏えいの拡大を防

止する堰等を設ける設計とする。 

蒸気発生器、蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用）及び保修点検

建屋内の廃液処理室は、不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を

有するものである場合若しくは他の安全機能を有する構築物、系統及び

機器において火災が発生することを防止するための措置が講じられてい

る場合を除き、不燃性材料又は難燃性材料を使用した設計とする。 

電気系統については、必要に応じて、過電流継電器等の保護装置と遮

断器の組合せ等により、過電流による過熱、焼損の防止を図るとともに、

必要な電気設備に接地を施す設計とする。 
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落雷や地震により火災が発生する可能性を低減するため、建築基準法

に基づき避雷設備を設けるとともに、安全上の重要度に応じた耐震設計

を行う。 

(2) 火災の感知及び消火 

蒸気発生器を設置する原子炉格納容器、蒸気発生器保管庫（３号及び

４号炉共用）及び保修点検建屋内の廃液処理室は、安全機能を有する構

築物、系統及び機器に対する火災の影響を限定し、早期の火災感知及び

消火を行えるように異なる種類の感知器を設置する設計とする。 

消火設備は、消火器及び消火栓を設置するとともに、原子炉格納容器

は火災発生時に煙の充満、放射線の影響により消火活動が困難な場所と

して、手動操作による固定式消火設備を設置する設計とする。 

火災区域又は火災区画の火災感知設備及び消火設備は、安全機能を有

する構築物、系統及び機器の耐震クラスに応じて、機能を維持できる設

計とする。 

(3) 火災の影響軽減 

蒸気発生器を設置する原子炉格納容器、蒸気発生器保管庫（３号及び

４号炉共用）及び保修点検建屋内の廃液処理室は、火災の影響軽減のた

めの対策として、3時間以上の耐火能力を有する耐火壁によって他の火

災区域から分離する設計とする。 
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第九条 溢水による損傷の防止等 

２ 設計基準対象施設は、発電用原子炉施設内の放射性物質を含む液体

を内包する容器、配管その他の設備から放射性物質を含む液体があふ

れ出た場合において、当該液体が管理区域外へ漏えいしないものでな

ければならない。 

 

適合のための設計方針 

第２項について 

設計基準対象施設である保修点検建屋の放射性物質を含む液体を内包

する容器、配管その他の設備は地階に設置することとし、当該設備から

放射性物質を含む液体があふれ出た場合において、全て地階から流出す

ることがなく、保修点検建屋内に設定する管理区域外へ漏えいしない設

計とする。 
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第十条 誤操作の防止 

１ 設計基準対象施設は、誤操作を防止するための措置を講じたもので

なければならない。 

２ 安全施設は、容易に操作することができるものでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

保修点検建屋は、誤操作を防止するため、盤の配置、操作器具等の操

作性に留意するとともに、状態表示及び警報表示により状態が正確、か

つ、迅速に把握できる設計とする。保守管理においても、誤りが生じに

くいよう留意した設計とする。 

 

第２項について 

保修点検建屋での操作に必要な指示計、操作器を集中して設け、銘板

取付け等の識別管理を行うことにより、運転員が容易に操作することが

できる設計とする。 
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第十一条 安全避難通路等 

１ 発電用原子炉施設には、次に掲げる設備を設けなければならない。 

 一 その位置を明確かつ恒久的に表示することにより容易に識別でき

る安全避難通路 

 二 照明用の電源が喪失した場合においても機能を損なわない避難用

の照明 

 

適合のための設計方針 

第１項１号について 

蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用）及び保修点検建屋内には避

難通路を設ける。また、避難通路等には必要に応じて、標識並びに非常

灯及び誘導灯を設け、その位置を明確かつ恒久的に表示することにより

容易に識別できる設計とする。 

 

第１項２号について 

蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用）及び保修点検建屋内の非常

灯及び誘導灯は、灯具に蓄電池を内蔵し、照明用の電源が喪失した場合

においても機能を損なわない設計とする。 
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第十二条 安全施設 

１ 安全施設は、その安全機能の重要度に応じて、安全機能が確保され

たものでなければならない。 

３ 安全施設は、設計基準事故時及び設計基準事故に至るまでの間に想

定される全ての環境条件において、その機能を発揮することができる

ものでなければならない。 

４ 安全施設は、その健全性及び能力を確認するため、その安全機能の

重要度に応じ、発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査がで

きるものでなければならない。 

５ 安全施設は、蒸気タービン、ポンプその他の機器又は配管の損壊に

伴う飛散物により、安全性を損なわないものでなければならない。 

７ 安全施設（重要安全施設を除く。）は、二以上の発電用原子炉施設

と共用し、又は相互に接続する場合には、発電用原子炉施設の安全性

を損なわないものでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

安全施設である蒸気発生器、蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用）

並びに保修点検建屋及び当該建屋に設置する主要設備は、「発電用軽水

型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」に基づき、そ

れが果たす安全機能の性質に応じて分類し、十分高い信頼性を確保し、

かつ維持し得る設計とする。 

 

第３項について 

安全施設である蒸気発生器の設計条件を設定するに当たっては通常運

転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に予想又は想定さ

れる圧力、温度、放射線量等各種の条件を考慮し十分安全側の条件を与

えるとともに必要に応じてそれらの変動時間、繰り返し回数等の過渡条

件を設定し、材料疲労、劣化等に対しても十分な余裕を持って機能維持

が可能な設計とする。なお、原子炉格納容器内に設置している安全上重
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要な機器で１次冷却材喪失時に必要な蒸気発生器は設計基準事故時の環

境条件に適合する設計とする。 

安全施設である蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用）並びに保修

点検建屋及び当該建屋に設置する主要設備の設計条件を設定するに当た

っては通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に予

想又は想定される圧力、温度、放射線量等各種の条件を考慮し十分安全

側の条件を与えることにより、劣化等に対しても十分な余裕を持って機

能維持が可能な設計とする。 

 

第４項について 

安全施設である蒸気発生器は、その健全性及び能力を確認するため、

その安全機能の重要度に応じ、必要性及びプラントに与える影響を考慮

して原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査ができる設計とする。 

 

第５項について 

原子炉施設内部の蒸気発生器は、内部発生エネルギーの高い流体を内

蔵する弁及び配管の破断並びに高速回転機器の破損による飛来物が想定

される。 

一部を取り替える高温高圧の流体を内包する主蒸気管、主給水管につ

いては、その破断が安全上重要な施設の機能維持に影響を与えるおそれ

があるため、材料選定、強度設計、品質管理に十分な考慮を払う。 

さらに、これに加えて安全性を高めるために、上記配管については仮

想的な破断を想定し、その結果生じるかも知れない配管のむち打ち、流

出流体のジェット力、周辺雰囲気の変化又は溢水等により、安全施設の

機能が損なわれることのないよう配置上の考慮を払うとともに、それら

の影響を低減させるための手段として、主蒸気・主給水管については配

管ホイップレストレイントを設ける。 

以上の考慮により、蒸気発生器は安全性を損なうことのない設計とす

る。 
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第７項について 

安全施設（重要安全施設を除く。）である蒸気発生器保管庫（３号及

び４号炉共用）は、３号炉及び４号炉で共用するが、蒸気発生器取替え

に伴い発生する廃棄物を貯蔵するのに必要な貯蔵容量を有する設計とし、

安全性を損なうことのない設計とする。 

安全施設（重要安全施設を除く。）である保修点検建屋及び当該建屋

に設置する主要設備は、１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉で共用する

が、保修点検建屋内で発生する放射性液体廃棄物の予想発生量に対して

必要な処理容量を有する設計とし、安全性を損なうことのない設計とす

る。 
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第十三条 運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大の防止 

  設計基準対象施設は、次に掲げる要件を満たすものでなければなら

ない。 

 一 運転時の異常な過渡変化時において次に掲げる要件を満たすもの

であること。 

  イ 小限界熱流束比（燃料被覆材から冷却材への熱伝達が低下し、

燃料被覆材の温度が急上昇し始める時の熱流束（単位時間及び単

位面積当たりの熱量をいう。以下同じ。）と運転時の熱流束との

比の 小値をいう。）又は 小限界出力比（燃料体に沸騰遷移が

発生した時の燃料体の出力と運転時の燃料体の出力との比の 小

値をいう。）が許容限界値以上であること。 

  ロ 燃料被覆材が破損しないものであること。 

  ハ 燃料材のエンタルピーが燃料要素の許容損傷限界を超えないこ

と。 

  ニ 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が 高使用圧力の

一・一倍以下となること。 

 二 設計基準事故時において次に掲げる要件を満たすものであるこ

と。 

  イ 炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり、かつ、

炉心を十分に冷却できるものであること。 

  ロ 燃料材のエンタルピーが炉心及び原子炉冷却材圧力バウンダリ

の健全性を維持するための制限値を超えないこと。 

  ハ 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が 高使用圧力の

一・二倍以下となること。 

  ニ 原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び原子炉格納容器バ

ウンダリにおける温度が 高使用圧力及び 高使用温度以下とな

ること。 

  ホ 設計基準対象施設が工場等周辺の公衆に放射線障害を及ぼさな

いものであること。 
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適合のための設計方針 

第１項及び第２項について 

設計基準対象施設は固有の安全性及び安全確保のために設計した設備

により安全に運転できることを示すために、運転時の異常な過渡変化及

び設計基準事故に対する解析及び評価を、「発電用軽水型原子炉施設の

安全評価に関する審査指針」（平成 2 年 8 月 30 日原子力安全委員会決

定）及び「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」（昭和 57 年

1 月 28 日原子力安全委員会決定）等に基づき実施し、要件を満足する設

計とする。 

具体的には、安全評価において考慮すべき解析条件が蒸気発生器取替

えによって変更となること等を踏まえ、蒸気発生器取替えを実施しても

要件を満たす設計とする。 
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第十五条 炉心等 

４ 燃料体及び反射材並びに炉心支持構造物、熱遮蔽材並びに一次冷却

系統に係る容器、管、ポンプ及び弁は、一次冷却材又は二次冷却材の

循環、沸騰その他の一次冷却材又は二次冷却材の挙動により生ずる流

体振動又は温度差のある流体の混合その他の一次冷却材又は二次冷却

材の挙動により生ずる温度変動により損傷を受けないものでなければ

ならない。 

 

 適合のための設計方針 

第４項について 

蒸気発生器は、１次冷却材又は２次冷却材の循環、沸騰等により生ず

る流体振動又は温度差のある流体の混合等により生ずる温度変動により

損傷を受けない設計とする。 

  



 

 
8(3)-1-37 

第十七条 原子炉冷却材圧力バウンダリ 

  発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、原子炉冷却材圧

力バウンダリを構成する機器（安全施設に属するものに限る。以下こ

の条において同じ。）を設けなければならない。 

 一 通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に生

ずる衝撃、炉心の反応度の変化による荷重の増加その他の原子炉冷

却材圧力バウンダリを構成する機器に加わる負荷に耐えるものとす

ること。 

 三 通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に瞬

間的破壊が生じないよう、十分な破壊じん性を有するものとするこ

と。 

 

適合のための設計方針 

第１項第１号について 

蒸気発生器のうち原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器は、異

常な冷却材の漏えい又は破損の発生する可能性が極めて小さくなるよう

材料選定、耐震設計、過圧防止等の考慮を払った設計とする。 

詳細設計においては、蒸気発生器は、想定される過渡状態条件下にお

いて、十分な強度を有することを解析により確認する。 

 

第１項第３号について 

蒸気発生器のうち原子炉冷却材圧力バウンダリにフェライト系鋼材を

使用する機器は、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時、保修時、試

験時及び事故時において原子炉冷却材圧力バウンダリが脆性的挙動を示

さず、かつ、急速な伝播型破断を生じないように、フェライト系鋼材で

製作する機器に対しては、切欠じん性を考慮した材料選択、設計、製作

及び運転に留意するものとする。 

蒸気発生器水室及び管板は、脆性破壊防止の観点から 低使用温度を

確認し、適切な温度で使用するものとする。 
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第二十一条 残留熱を除去することができる設備 

  発電用原子炉施設には、発電用原子炉を停止した場合において、燃

料要素の許容損傷限界及び原子炉冷却材圧力バウンダリの健全性を維

持するために必要なパラメータが設計値を超えないようにするため、

原子炉圧力容器内において発生した残留熱を除去することができる設

備（安全施設に属するものに限る。）を設けなければならない。 

 

適合のための設計方針 

原子炉の炉心からの核分裂生成物崩壊熱と他の残留熱は、原子炉停止後

初期の段階においては蒸気発生器により除去し、発生蒸気は復水器又は大

気放出により処理する設計とする。 

今回取り替える蒸気発生器においても、その系統構成が変わらない設計

とする。 
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第二十二条 終ヒートシンクへ熱を輸送することができる設備 

  発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、 終ヒートシン

クへ熱を輸送することができる設備（安全施設に属するものに限る。）

を設けなければならない。 

 一 原子炉圧力容器内において発生した残留熱及び重要安全施設にお

いて発生した熱を除去することができるものとすること。 

 

適合のための設計方針 

通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び事故時、原子炉で発生した

熱は、復水器を経て 終的な熱の逃し場である海へ放出されるか、又は、

大気へ放出される設計とする。 

今回取り替える蒸気発生器においても、その系統構成が変わらない設計

とする。 
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第二十五条 反応度制御系統及び原子炉停止系統 

２ 反応度制御系統は、計画的な出力変化に伴う反応度変化を燃料要素

の許容損傷限界を超えることなく制御できる能力を有し、かつ、次に

掲げるものでなければならない。 

 二 通常運転時の高温状態において、二以上の独立した系統がそれぞ

れ発電用原子炉を未臨界に移行し、及び未臨界を維持できるもので

あり、かつ、運転時の異常な過渡変化時の高温状態においても反応

度制御系統のうち少なくとも一つは、燃料要素の許容損傷限界を超

えることなく発電用原子炉を未臨界に移行し、及び未臨界を維持で

きること。この場合において、非常用炉心冷却設備その他の発電用

原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場合に作動する設備の作

動に伴って注入される液体制御材による反応度価値を加えることが

できる。 

 三 通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時における低温状態にお

いて、反応度制御系統のうち少なくとも一つは、発電用原子炉を未

臨界に移行し、及び未臨界を維持できること。 

 四 一次冷却材喪失その他の設計基準事故時において、反応度制御系

統のうち少なくとも一つは、発電用原子炉を未臨界へ移行すること

ができ、かつ、少なくとも一つは、発電用原子炉を未臨界に維持で

きること。この場合において、非常用炉心冷却設備その他の発電用

原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場合に作動する設備の作

動に伴って注入される液体制御材による反応度価値を加えることが

できる。 

 

適合のための設計方針 

第２項について 

反応度制御系統のうち、制御棒制御系は主として負荷変動及び零出力

から全出力までの反応度変化を制御し、化学体積制御設備はキセノン濃

度変化、高温状態から低温状態までの１次冷却材温度変化及び燃料の燃

焼に伴う反応度変化を制御する設計とし、両者の組合せによって所要の
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運転状態に維持できる設計とする。 

制御棒制御系は、制御棒クラスタの炉心への挿入により、高温運転状

態から速やかに炉心を高温状態で未臨界にすることができる設計とする。 

化学体積制御設備は、燃料の燃焼、キセノン濃度変化、高温状態から

低温状態までの温度変化等による比較的緩やかな反応度変化の制御に使

用するが、全制御棒クラスタが挿入不能の場合でも、炉心を高温運転状

態から高温状態で未臨界にし、その状態を維持できる設計とする。 

反応度制御系統は、計画的な出力変化に伴う反応度変化を燃料要素の

許容損傷限界を超えることなく制御できる能力を有する設計とする。さ

らに、反応度制御系統は以下の能力を有する設計とする。 

 

第２項第２号について 

反応度制御系統に含まれる独立した系統の 1 つである制御棒制御系に

よる反応度制御は、制御棒クラスタの炉心への挿入により、通常運転時

及び運転時の異常な過渡変化時において燃料要素の許容損傷限界を超え

ることなく、高温状態で炉心を未臨界にできる設計とする。また、化学

体積制御設備による反応度制御は、１次冷却材中へのほう酸注入により、

キセノン濃度変化に対しても高温状態で十分未臨界を維持できる設計と

する。 

原子炉運転中は、所要の反応度停止余裕を確保するため、制御棒クラ

スタの位置が挿入限界を超えないことを監視する。 

なお、「２次冷却系の異常な減圧」のように炉心が冷却されるような

運転時の異常な過渡変化時には、原子炉トリップ信号による制御棒クラ

スタの炉心への挿入に加えて、非常用炉心冷却設備による１次冷却材中

へのほう酸注入により炉心を未臨界にでき、かつ、運転時の異常な過渡

変化後において未臨界を維持できる設計とする。 

具体的には、蒸気発生器取替えを実施しても、化学体積制御設備の１

次冷却材中へのほう酸注入により、高温状態で十分未臨界を維持できる

設計とする。 
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第２項第３号について 

反応度制御系統に含まれる独立した系統の 1 つである化学体積制御設

備による反応度制御は、１次冷却材中へのほう酸注入により、キセノン

濃度変化に伴う反応度変化及び高温状態から低温状態までの反応度変化

を制御し、低温状態で炉心を未臨界に維持できる設計とする。 

具体的には、蒸気発生器取替えを実施しても、化学体積制御設備の１

次冷却材中へのほう酸注入により、低温状態で炉心を未臨界に維持でき

る設計とする。 

 

第２項第４号について 

反応度制御系統に含まれる独立した系統の 1 つである制御棒制御系は、

１次冷却材の喪失その他の設計基準事故時において、原子炉トリップ信

号により制御棒クラスタを炉心に挿入することにより、高温状態におい

て炉心を未臨界にできる設計とする。 

また、反応度制御系統に含まれる独立した系統の 1 つである化学体積

制御設備は、キセノン濃度変化及び１次冷却材温度変化による反応度変

化がある場合には、１次冷却材中へのほう酸注入により炉心を未臨界に

維持できる設計とする。 

なお、「主蒸気管破断」のように炉心が冷却されるような設計基準事

故時には、原子炉トリップ信号による制御棒クラスタの炉心への挿入に

加えて、非常用炉心冷却設備による１次冷却材中へのほう酸注入により

炉心を未臨界にでき、かつ、設計基準事故後において未臨界を維持でき

る設計とする。 

具体的には、蒸気発生器取替えを実施しても、化学体積制御設備の１

次冷却材中へのほう酸注入により、炉心を未臨界に維持できる設計とす

る。 
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第二十七条 放射性廃棄物の処理施設 

  工場等には、次に掲げるところにより、通常運転時において放射性

廃棄物（実用炉規則第二条第二項第二号に規定する放射性廃棄物をい

う。以下同じ。）を処理する施設（安全施設に係るものに限る。以下

この条において同じ。）を設けなければならない。 

 一 周辺監視区域の外の空気中及び周辺監視区域の境界における水中

の放射性物質の濃度を十分に低減できるよう、発電用原子炉施設に

おいて発生する放射性廃棄物を処理する能力を有するものとするこ

と。 

 二 液体状の放射性廃棄物の処理に係るものにあっては、放射性物質

を処理する施設から液体状の放射性廃棄物が漏えいすることを防止

し、及び工場等外へ液体状の放射性廃棄物が漏えいすることを防止

できるものとすること。 

 

適合のための設計方針 

第１項第１号について 

気体廃棄物処理設備の設計に際しては、原子力発電所の運転に伴い周

辺環境に放出する放射性気体廃棄物による発電所周辺の一般公衆の受け

る線量が「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指針」（昭

和 50 年 5 月 13 日原子力安全委員会決定）において定める線量目標値

（50 マイクロシーベルト／年）を達成できるように、周辺監視区域の外

の空気中の放射性物質の濃度を十分に低減できる設計とする。 

また、液体廃棄物処理設備の設計に際しては、原子力発電所の運転に

伴い周辺環境に放出する放射性液体廃棄物による発電所周辺の一般公衆

の受ける線量が「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指

針」（昭和 50 年 5 月 13 日原子力安全委員会決定）において定める線量

目標値（50 マイクロシーベルト／年）を達成できるように、周辺監視区

域の境界における水中の放射性物質の濃度を十分に低減できる設計とす

る。 

具体的には、蒸気発生器取替え及び保修点検建屋設置を実施しても、



8(3)-1-44 

周辺公衆の実効線量の評価値が線量目標値を下回る設計とする。 

第１項第２号について 

液体廃棄物処理設備及びこれに関連する施設は、これらの処理施設か

ら液体状の放射性物質が漏えいすることを防止し、敷地外へ液体状の放

射性廃棄物が漏えいすることを防止できる設計とする。具体的には、次

のとおりとし、蒸気発生器取替えの実施及び保修点検建屋内に液体廃棄

物処理設備を設置しても、敷地外へ液体状の放射性廃棄物が漏えいする

ことを防止できる設計とする。 

(1) 液体廃棄物処理設備及びこれに関連する施設は、適切な材料を使

用し、かつ適切な計測制御設備を有し、漏えいの発生を防止できる

設計とする。 

(2) 液体廃棄物処理設備及びこれに関連する施設は、タンク等から漏

えいが生じたとき、漏えいを早期に検出し、中央制御室等に警報を

発信する設計とする。 

また、液体廃棄物処理設備及びこれに関連する施設は、建屋の床

及び壁面に漏えいし難い対策を行い、独立した区画内に設けるかあ

るいは周辺に堰等を設け漏えいの拡大防止の対策を講ずることによ

り、放射性液体廃棄物が万一漏えいした場合は、適切に措置できる

設計とする。 

(3) 建屋からの漏えいに対して、建屋外に通ずる出入口等には漏えい

することを防止するための堰等を設け、かつ、床及び壁面は建屋外

へ漏えいし難い対策を行う設計とする。 

(4) 管理されない排水が流れる排水路を通じて放射性液体廃棄物が敷

地外へ放出されることのない設計とする。 
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第二十八条 放射性廃棄物の貯蔵施設 

 工場等には、次に掲げるところにより、発電用原子炉施設において

発生する放射性廃棄物を貯蔵する施設（安全施設に係るものに限る。）

を設けなければならない。 

一 放射性廃棄物が漏えいし難いものとすること。 

二 固体状の放射性廃棄物を貯蔵する設備を設けるものにあっては、

放射性廃棄物による汚染が広がらないものとすること。 

適合のための設計方針 

第１項第１号及び第２号について 

放射性廃棄物を貯蔵する施設は、放射性廃棄物が漏えいし難い設計と

するとともに、固体状の放射性廃棄物を貯蔵する設備を設けるものにあ

っては、放射性廃棄物による汚染が広がらない設計とする。具体的には

以下のとおりとする。 

(1) 蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用）は、地上式鉄筋コンクリ

ート造の独立した建屋により放射性廃棄物が漏えいし難い設計とし、

シールプレート等にて管台部を封止した蒸気発生器や容器等に封入

した固体状の放射性廃棄物を貯蔵することにより放射性廃棄物によ

る汚染が広がらない設計とする。 

(2) 外部遮蔽壁保管庫は、容器に封入した外周コンクリート壁一部撤

去、蒸気発生器の取替え及び原子炉容器上部ふたの取替えに伴い発

生したコンクリート、鉄筋及び埋め込み金物等、並びにその他雑固

体廃棄物（不燃物に限る。）を貯蔵することにより放射性廃棄物に

よる汚染が広がらない設計とする。 
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第二十九条 工場等周辺における直接線等からの防護 

 設計基準対象施設は、通常運転時において発電用原子炉施設からの

直接線及びスカイシャイン線による工場等周辺の空間線量率が十分に

低減できるものでなければならない。 

適合のための設計方針 

通常運転時において原子炉施設からの直接線及びスカイシャイン線によ

る敷地周辺の空間線量率が、十分に低減（空気カーマで 1 年間当たり 50 マ

イクログレイ以下となるように）できる設計とする。

具体的には、蒸気発生器取替え、蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共

用）設置及び保修点検建屋設置を実施しても、直接線及びスカイシャイン

線による敷地周辺の空間線量率が、空気カーマで 1 年間当たり 50 マイク

ログレイ以下とできる設計とする。
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第三十条 放射線からの放射線業務従事者の防護 

１ 設計基準対象施設は、外部放射線による放射線障害を防止する必要

がある場合には、次に掲げるものでなければならない。 

 一 放射線業務従事者（実用炉規則第二条第二項第七号に規定する放

射線業務従事者をいう。以下同じ。）が業務に従事する場所におけ

る放射線量を低減できるものとすること。 

２ 工場等には、放射線から放射線業務従事者を防護するため、放射線

管理施設を設けなければならない。 

３ 放射線管理施設には、放射線管理に必要な情報を原子炉制御室その

他当該情報を伝達する必要がある場所に表示できる設備（安全施設に

属するものに限る。）を設けなければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項第１号について 

外部放射線による放射線障害を防止する必要がある場合には、放射線

業務従事者が業務に従事する場所における放射線量を低減できる設計と

する。具体的には以下のとおりとする。 

(1) 蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用）及び保修点検建屋は、

「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」に基づいて管理

区域を定めるとともに通常運転時、保修時等において放射線業務従

事者が受ける線量が「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関

する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」に定められた

線量限度を超えないようにし、さらに、放射線業務従事者が業務に

従事する場所における放射線量を合理的に達成できる限り低減でき

るように、遮蔽及び機器の配置を行う設計とする。また、保修点検

建屋において、廃液の運搬容器への移送は遠隔操作可能な設計とす

る。 

なお、遮蔽設計に当たっては、放射線業務従事者の立入り頻度、滞

在時間等を考慮して外部放射線に係る設計基準線量率を設け、これ

を満足するようにする。 
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(2) 保修点検建屋の換気空調設備は、適切な換気風量を確保して、建屋

内の環境を適切に維持する設計とする。 

 

第２項について 

放射線から放射線業務従事者を防護するため、放射線管理施設を設け

る設計とする。具体的には以下のとおりとする。 

(1) 蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用）において、放射線被ばく

を監視及び管理するための個人管理関係設備を備える設計とする。 

(2) 保修点検建屋において、放射線被ばくを監視及び管理するための

エリアモニタリング設備、試料分析関係設備（放射線サーベイ設備

等）、個人管理関係設備を備えるほか、管理区域内への立入り及び物

品の搬出入を管理するための出入管理設備及び汚染管理設備を設け

る設計とする。 

 

第３項について 

保修点検建屋のエリアモニタリング設備は管理区域内の主要箇所の空

間線量率を連続監視し、異常時には中央制御室及びその他必要な箇所に

警報を発する設計とする。 

  



 

 
8(3)-1-49 

第三十五条 通信連絡設備 

１ 工場等には、設計基準事故が発生した場合において工場等内の人に

対し必要な指示ができるよう、警報装置（安全施設に属するものに限

る。）及び多様性を確保した通信連絡設備（安全施設に属するものに

限る。）を設けなければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用）及び保修点検建屋は、設計

基準事故が発生した場合において、建屋内の者への操作、作業又は退避

の指示等の連絡をブザー鳴動等により行うことができる装置及び音声等

により行うことができる設備として、警報装置及び多様性を確保した通

信設備を設置する設計とする。 

なお、警報装置、通信設備については、非常用所内電源又は無停電電

源に接続し、外部電源が期待できない場合でも動作可能な設計とする。 
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第三十七条 重大事故等の拡大の防止等 

１ 発電用原子炉施設は、重大事故に至るおそれがある事故が発生した

場合において、炉心の著しい損傷を防止するために必要な措置を講じ

たものでなければならない。 

４ 発電用原子炉施設は、重大事故に至るおそれがある事故が発生した

場合において、運転停止中における発電用原子炉内の燃料体（以下「運

転停止中原子炉内燃料体」という。）の著しい損傷を防止するために

必要な措置を講じたものでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

重大事故に至るおそれがある事故が発生した場合において、想定した

事故シーケンスグループに対して、炉心の著しい損傷を防止するために

必要な措置を講じる設計とする。 

具体的には、想定した事故シーケンスグループにおいて考慮すべき条

件が蒸気発生器取替えによって変更となること等を踏まえ、蒸気発生器

取替えを実施しても、炉心の著しい損傷を防止するために必要な措置を

講じる設計とする。 

 

第４項について 

重大事故に至るおそれがある事故が発生した場合において、想定した

運転停止中事故シーケンスグループに対して、運転停止中における原子

炉内の燃料体の著しい損傷を防止するために必要な措置を講じる設計と

する。 

具体的には、想定した事故シーケンスグループにおいて考慮すべき条

件が蒸気発生器取替えによって変更となること等を踏まえ、蒸気発生器

取替えを実施しても、運転停止中における原子炉内の燃料体の著しい損

傷を防止するために必要な措置を講じる設計とする。 
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第三十九条 地震による損傷の防止 

１ 重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の区分に応じ、それぞれ次

に定める要件を満たすものでなければならない。 

 一 常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施設

（特定重大事故等対処施設を除く。） 基準地震動による地震力に対

して重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要な機能が

損なわれるおそれがないものであること。 

 三 常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設（特定重

大事故等対処施設を除く。） 基準地震動による地震力に対して重大

事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないものであ

ること。 

 四 特定重大事故等対処施設 第四条第二項の規定により算定する地

震力に十分に耐えることができ、かつ、基準地震動による地震力に対

して重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがな

いものであること。 

 

適合のための設計方針 

重大事故等対処施設については、設計基準対象施設の耐震設計におけ

る動的地震力又は静的地震力に対する設計方針を踏襲し、重大事故等対

処施設の構造上の特徴、重大事故等における運転状態、重大事故等の状

態で施設に作用する荷重等を考慮し、適用する地震力に対して重大事故

等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないことを目的と

して、施設区分に応じて耐震設計を行う。 

 

第１項第１号について 

常設耐震重要重大事故防止設備である蒸気発生器については、基準地

震動 Ss による地震力に対して、重大事故に至るおそれがある事故に対

処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。 
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第１項第３号について 

常設重大事故緩和設備である蒸気発生器については、基準地震動 Ss に

よる地震力に対して、重大事故に対処するために必要な機能が損なわれ

るおそれがないように設計する。 

 

第１項第４号について 

特定重大事故等対処施設である     は、静的地震力又は弾性設

計用地震動 Sd による地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で

耐えられるよう、かつ、基準地震動 Ss による地震力に対して、必要な機

能が損なわれるおそれがないよう設計し、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、上記設計において適用する動的地震力は、水平２方向及び鉛直方

向について適切に組み合わせたものとして算定する。 

また、蒸気発生器が、Ｂクラス及びＣクラスの施設、常設耐震重要重大

事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施

設、可搬型重大事故等対処設備、常設重大事故防止設備及び常設重大事故

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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緩和設備のいずれにも属さない常設の重大事故等対処施設の波及的影響に

よって、重大事故等に対処するために必要な機能を損なわないように設計

する。 
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第四十一条 火災による損傷の防止 

１ 重大事故等対処施設は、火災により重大事故等に対処するために必

要な機能を損なうおそれがないよう、火災の発生を防止することがで

き、かつ、火災感知設備及び消火設備を有するものでなければならな

い。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

重大事故等対処施設である蒸気発生器を設置する原子炉格納容器を火

災区域に設定し、火災により重大事故等に対処するために必要な機能を

損なうことのないよう、火災発生防止、火災感知及び消火の措置を講じ

る設計とする。 

(1) 火災発生防止 

潤滑油等の発火性又は引火性物質を内包する機器は、漏えいを防止す

る構造とする。万一、潤滑油等が漏えいした場合に、漏えいの拡大を防

止する堰等を設ける設計とする。 

蒸気発生器は、不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有する

ものである場合若しくは他の重大事故等対処施設、設計基準事故対処設

備において火災が発生することを防止するための措置が講じられている

場合を除き、不燃性材料又は難燃性材料を使用した設計とする。 

電気系統については、必要に応じて、過電流保護継電器等の保護装置

と遮断器の組合せ等により、過電流による過熱、焼損の防止を図るとと

もに、必要な電気設備に接地を施す設計とする。 

落雷や地震により火災が発生する可能性を低減するため、建築基準法

に基づき避雷設備を設けるとともに、施設の区分に応じた耐震設計を行

う。 

(2) 火災の感知及び消火 

蒸気発生器を設置する原子炉格納容器は、安全機能を有する構築物、

系統及び機器に対する火災の影響を限定し、早期の火災感知及び消火を

行えるように異なる種類の感知器を設置する設計とする。 
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消火設備は、消火器及び消火栓を設置するとともに、原子炉格納容器

は、火災発生時に煙の充満、放射線の影響により消火活動が困難な場所

として、手動操作による固定式消火設備を設置する設計とする。 

火災区域又は火災区画の火災感知設備及び消火設備は、重大事故等対

処施設の区分に応じて、機能を維持できる設計とする。 
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第四十二条 特定重大事故等対処施設

１ 工場等には、次に掲げるところにより、特定重大事故等対処施設を

設けなければならない。

一  原子炉建屋への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム

に対してその重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるお

それがないものであること。

二  原子炉格納容器の破損を防止するために必要な設備を有するもの

であること。

適合のための設計方針

特定重大事故等対処施設は、原子炉補助建屋等への故意による大型航

空機の衝突その他のテロリズムに対してその重大事故等に対処するため

に必要な機能が損なわれるおそれがなく、原子炉格納容器の破損を防止

するために必要な設備を有する設計とする。

また、特定重大事故等対処施設を構成する設備は、「10.14.1 特定重大

事故等対処施設に係る意図的な大型航空機の衝突等の設計上の考慮事項」

を考慮した設計とする。

加えて、特定重大事故等対処施設は、「1.12.11.1「 実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成 25  年

6  月 19  日制定）」に対する適合」に基づく地盤上への設置並びに「1.4.3 
特定重大事故等対処施設の耐震設計」及び「1.5.3 特定重大事故等対処施

設の耐津波設計」を一の施設で満たす設計とする。

具体的には、　　　　　取替えを実施しても、これらの対策が変わら

ない設計とする。

(1) 悪影響の防止

は原子炉施設（他号炉（１号炉、２号炉、３号炉及び４

号炉のうち自号炉を除く。）を含む。）内の他の設備（設計基準対

象施設及び重大事故等対処設備（当該の特定重大事故等対処施設を構

成するものを除く。））に対して悪影響を及ぼさないよう、以下の措

置を講じた設計とする。

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。



8(3)-1-57 

他の設備への系統的な影響（電気的な影響を含む。）に対しては、

通常時の系統構成を変えることなく特定重大事故等対処施設を構成す

る設備としての系統構成をすることにより、他の設備に悪影響を及ぼ

さない設計とする。

(2) 環境条件等

特定重大事故等対処施設を構成する設備は、原子炉補助建屋等への

故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる重大事故等が

発生した場合における温度、放射線、荷重及びその他の使用条件にお

いて、その機能が有効に発揮できるよう、その設置場所に応じた耐環

境性を有する設計とする。

原子炉補助建屋等への故意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムによる重大事故等発生時の環境条件については、原子炉補助建屋

等への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる重大事

故等時における温度（環境温度及び、使用温度）、放射線及び、荷重

に加えて、その他の使用条件として環境圧力、湿度による影響及び周

辺機器等からの悪影響を考慮する。荷重としては原子炉補助建屋等へ

の故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる重大事故等

が発生した場合における環境圧力を踏まえた圧力、温度及び、機械的

荷重に加えて地震による荷重を考慮する。

原子炉格納容器内に設置する　　　　　は、原子炉補助建屋等への

故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる重大事故等

時における原子炉格納容器内の環境条件を考慮した設計とする。ま

た、地震による荷重を考慮して、機能を損なうことのない設計とす

る。

(3) 試験・検査等

は、健全性及び能力を確認するため、原子炉の停止中に

必要な箇所の保守点検、試験又は検査（「発電用原子力設備におけ

る破壊を引き起こすき裂その他の欠陥の解釈について」に準じた検

査を含む。）を実施できるよう、開放点検等ができる構造とする。

また、
枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。
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接近性を考慮した配置、必要な空間等を備える設計、構造上接近又は

検査が困難である箇所を極力少なくする設計とするとともに非破壊検

査ができるよう、試験装置を設置できる設計とする。

これらの試験及び検査については、使用前検査、施設定期検査、定

期安全管理検査及び溶接安全管理検査の法定検査を実施できることに

加え、保全プログラムに基づく点検及び日常点検の保守点検内容を考

慮して設計するものとする。

機能・性能の確認においては、所要の系統機能を確認する設備につ

いて、原則、系統試験及び漏えい確認が可能な設計とする。

(4) 特定重大事故等対処施設を構成する設備が有する機能

原子炉補助建屋等への故意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムによって、設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備（特定

重大事故等対処施設を構成するものを除く。）が有する原子炉格納容

器の破損を防止する機能が喪失した場合に、原子炉格納容器の破損に

よる原子炉施設外への放射性物質の異常な水準の放出を抑制するため

炉内の溶融炉心の冷却機能を有する特定重大事故等対処施設を構成す

る　　　　　を設置する。

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。
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第四十三条 重大事故等対処設備

１ 重大事故等対処設備は、次に掲げるものでなければならない。

一 想定される重大事故等が発生した場合における温度、放射線、荷

重その他の使用条件において、重大事故等に対処するために必要な機

能を有効に発揮するものであること。

三 健全性及び能力を確認するため、発電用原子炉の運転中又は停止

中に試験又は検査ができるものであること。

五 工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであるこ

と。

２ 重大事故等対処設備のうち常設のもの（重大事故等対処設備のうち

可搬型のもの（以下「可搬型重大事故等対処設備」という。）と接続

するものにあっては、当該可搬型重大事故等対処設備と接続するため

に必要な発電用原子炉施設内の常設の配管、弁、ケーブルその他の機

器を含む。以下「常設重大事故等対処設備」という。）は、前項に定

めるもののほか、次に掲げるものでなければならない。

一 想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであるこ

と。

適合のための設計方針

1.1 特定重大事故等対処施設について 

特定重大事故等対処施設を構成する     の本条文への適合性に

ついては、「1.12.21.1「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構

造及び設備の基準に関する規則（平成25年6月19日）」に対する適合」の

「第四十二条 特定重大事故等対処施設」に含めて記載する。

1.2 重大事故等対処設備（特定重大事故等対処施設を構成するものを除く。）

である蒸気発生器について

(1) 多様性、位置的分散、悪影響防止等

a. 悪影響の防止（第１項 第五号）

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。
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蒸気発生器は、原子炉施設（他号炉を含む。）内の他の設備に対

して悪影響を及ぼさないよう、以下の措置を講じた設計とする。

他設備への系統的な影響（電気的な影響を含む。）に対しては、

弁の閉止等によって、通常時の系統構成から重大事故等対処設備と

しての系統構成及び系統隔離をすることにより、他の設備に悪影響

を及ぼさない設計とする。

(2) 容量等

a. 常設重大事故等対処設備の容量等（第２項 第一号）

蒸気発生器は、想定される重大事故等の収束において、想定する

事象及びその事象の進展等を考慮し、重大事故等時に必要な目的を

果たすために、事故対応手段としての系統設計を行う。

重大事故等の収束は、これらの系統の組合せにより達成する。

蒸気発生器は、事故対応手段の系統設計において、常設重大事故

等対処設備のうち異なる目的を持つ設計基準事故対処設備の系統及

び機器として使用するものであり、設計基準事故対処設備の容量等

の仕様が、系統の目的に応じて必要となる容量等の仕様に対して十

分であることを確認した上で、設計基準事故対処設備の容量等の仕

様と同仕様の設計とする。

(3) 環境条件等

a. 環境条件（第１項 第一号）

重大事故等対処設備は、想定される重大事故等が発生した場合に

おける温度、放射線、荷重及びその他の使用条件において、その機

能が有効に発揮できるよう、その設置場所に応じた耐環境性を有す

る設計とする。

重大事故等発生時の環境条件については、重大事故等時における

温度（環境温度及び使用温度）、放射線及び荷重に加えて、その他

の使用条件として環境圧力、湿度による影響、重大事故等時に海水

を通水する系統への影響及び周辺機器等からの悪影響を考慮する。

荷重としては重大事故等が発生した場合における環境圧力を踏まえ

た圧力、温度及び機械的荷重に加えて地震による荷重を考慮する。
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重大事故等時における環境温度、環境圧力、湿度による影響、重

大事故等時の放射線による影響及び荷重に対しては、重大事故等対

処設備を設置する場所に応じて、必要な機能を有効に発揮できる設

計とする。 

原子炉格納容器内に設置する蒸気発生器は、重大事故等時におけ

る原子炉格納容器内の環境条件を考慮した設計とする。また、地震

による荷重を考慮して、機能を損なうことのない設計とする。 

海水を通水する系統への影響に対しては、使用時に海水を通水す

る又は淡水若しくは海水から選択可能な蒸気発生器は、海水影響を

考慮した設計とする。 

(4) 操作性及び試験・検査性 

a. 試験・検査等（第１項 第三号） 

蒸気発生器は、健全性及び能力を確認するため、原子炉の停止中

に必要な箇所の保守点検、試験又は検査（「発電用原子力設備にお

ける破壊を引き起こすき裂その他の欠陥の解釈について」に準じた

検査を含む。）を実施できるよう、開放点検等ができる構造とする。

また、接近性を考慮した配置、必要な空間等を備える設計、構造上

接近又は検査が困難である箇所を極力少なくする設計とするととも

に非破壊検査ができるよう、試験装置を設置できる設計とする。 

これらの試験及び検査については、使用前検査、施設定期検査、

定期安全管理検査、溶接安全管理検査の法定検査を実施できること

に加え、保全プログラムに基づく点検、日常点検の保守点検内容を

考慮して設計するものとする。 

機能・性能の確認においては、所要の系統機能を確認する設備に

ついて、原則、系統試験及び漏えい確認が可能な設計とする。 
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第四十四条 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備 

  発電用原子炉施設には、運転時の異常な過渡変化時において発電用

原子炉の運転を緊急に停止することができない事象が発生するおそれ

がある場合又は当該事象が発生した場合においても炉心の著しい損傷

を防止するため、原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器の

健全性を維持するとともに、発電用原子炉を未臨界に移行するために

必要な設備を設けなければならない。 

 

適合のための設計方針 

運転時の異常な過渡変化時において原子炉の運転を緊急に停止すること

ができない事象（以下「ＡＴＷＳ」という。）が発生するおそれがある場合

又は当該事象が発生した場合においても炉心の著しい損傷を防止するため、

原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器の健全性を維持するとと

もに、原子炉を未臨界に移行するために必要な重大事故等対処設備を設置

する。 

原子炉緊急停止が必要な原子炉トリップ設定値に到達した場合において、

原子炉安全保護盤及び原子炉トリップしゃ断器の故障等により原子炉自動

トリップに失敗した場合の重大事故等対処設備（原子炉出力抑制）として、

ＡＴＷＳ緩和設備は、作動によるタービントリップ及び主蒸気隔離弁の閉

止により、１次系から２次系への除熱を過渡的に悪化させることで原子炉

冷却材温度を上昇させ、減速材温度係数の負の反応度帰還効果により原子

炉出力を抑制できる設計とする。また、ＡＴＷＳ緩和設備は、復水タンク

を水源とするタービン動補助給水ポンプ及び電動補助給水ポンプを自動起

動させ、蒸気発生器水位の低下を抑制するとともに加圧器逃がし弁、加圧

器安全弁、主蒸気逃がし弁及び主蒸気安全弁の動作により１次冷却系統の

過圧を防止することで、原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器

の健全性を維持できる設計とする。 

ＡＴＷＳ緩和設備から自動信号が発信した場合において、原子炉の出力

を抑制するために必要な機器等が自動動作しなかった場合の重大事故等対

処設備（原子炉出力抑制）として、中央制御室での操作により、手動で主
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蒸気隔離弁を閉止することで原子炉出力を抑制するとともに、復水タンク

を水源とする電動補助給水ポンプ及びタービン動補助給水ポンプを手動で

起動し、補助給水を確保することで蒸気発生器水位の低下を抑制し、加圧

器逃がし弁、加圧器安全弁、主蒸気逃がし弁及び主蒸気安全弁の動作によ

り１次冷却系統の過圧を防止できる設計とする。 

具体的には、蒸気発生器取替えを実施しても、これらの対策が変わらな

い設計とする。 
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第四十五条 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する

ための設備 

  発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態

であって、設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が

喪失した場合においても炉心の著しい損傷を防止するため、発電用原

子炉を冷却するために必要な設備を設けなければならない。 

 

適合のための設計方針 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって、設計基準事故対処

設備が有する原子炉の冷却機能が喪失した場合においても炉心の著しい損

傷を防止するため、原子炉を冷却するために必要な重大事故等対処設備を

設置及び保管する。 

全交流動力電源及び常設直流電源系統が喪失した場合を想定した重大事

故等対処設備（蒸気発生器２次側による炉心冷却）として、復水タンクを

水源としたタービン動補助給水ポンプ又は電動補助給水ポンプは、蒸気発

生器に注水するため、現場での人力による専用の工具を用いたタービン動

補助給水ポンプの蒸気加減弁の操作と、人力によるタービン動補助給水ポ

ンプ起動弁の操作によりタービン動補助給水ポンプの機能を回復し、蒸気

発生器２次側による炉心冷却によって、１次冷却系統の十分な減圧及び冷

却ができる設計とし、その期間内に１次冷却系統の減圧対策及び低圧時の

冷却対策が可能な時間的余裕をとれる設計とする。電動補助給水ポンプの

電源については空冷式非常用発電装置より給電することで機能を回復でき

る設計とする。主蒸気逃がし弁については、機能回復のため現場において

人力で操作できる設計とする。 

具体的には、蒸気発生器取替えを実施しても、これらの対策が変わらな

い設計とする。 
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第四十六条 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 

  発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態

であって、設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の減圧機能が

喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損

を防止するため、原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するために必要

な設備を設けなければならない。 

 

適合のための設計方針 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって、設計基準事故対処

設備が有する原子炉の減圧機能が喪失した場合においても炉心の著しい損

傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため、原子炉冷却材圧力バウンダ

リを減圧するために必要な重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

加圧器逃がし弁の故障により１次冷却系統の減圧機能が喪失した場合の

重大事故等対処設備（蒸気発生器２次側による炉心冷却）として、復水タ

ンクを水源とした電動補助給水ポンプ又はタービン動補助給水ポンプは、

蒸気発生器へ注水し、主蒸気逃がし弁を開操作することで蒸気発生器２次

側での炉心冷却による１次冷却系統の減圧を行う設計とする。 

全交流動力電源及び常設直流電源系統が喪失した場合を想定した重大事

故等対処設備（補助給水ポンプの機能回復）として、復水タンクを水源と

したタービン動補助給水ポンプ又は電動補助給水ポンプは、蒸気発生器に

注水するため、現場での人力による専用の工具を用いたタービン動補助給

水ポンプの蒸気加減弁の操作と、人力によるタービン動補助給水ポンプ起

動弁の操作によりタービン動補助給水ポンプの機能を回復し、蒸気発生器

２次側による炉心冷却によって、１次冷却系統の十分な減圧及び冷却がで

きる設計とし、その期間内に１次冷却系統の減圧対策及び低圧時の冷却対

策が可能な時間的余裕をとれる設計とする。電動補助給水ポンプの電源に

ついては空冷式非常用発電装置より給電することで機能回復できる設計と

する。 

具体的には、蒸気発生器取替えを実施しても、これらの対策が変わらな

い設計とする。  
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第四十七条 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する

ための設備 

  発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態

であって、設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が

喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損

を防止するため、発電用原子炉を冷却するために必要な設備を設けな

ければならない。 

 

適合のための設計方針 

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態であって、設計基準事故対処

設備が有する原子炉の冷却機能が喪失した場合においても炉心の著しい損

傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため、原子炉を冷却するために必

要な重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

運転中及び運転停止中において、余熱除去ポンプ及び余熱除去冷却器の

故障等により余熱除去設備による崩壊熱除去機能が喪失した場合並びに運

転中及び運転停止中において全交流動力電源が喪失した場合を想定した重

大事故防止設備（蒸気発生器２次側による炉心冷却）として、復水タンク

を水源とする電動補助給水ポンプ又はタービン動補助給水ポンプは、蒸気

発生器へ注水し、主蒸気逃がし弁を開操作することで蒸気発生器２次側に

よる炉心冷却ができる設計とする。電動補助給水ポンプは、ディーゼル発

電機に加えて、全交流動力電源喪失時においても代替電源設備である空冷

式非常用発電装置から給電できる設計とする。また、主蒸気逃がし弁は、

現場での人力による弁の操作ができる設計とする。 

具体的には、蒸気発生器取替えを実施しても、これらの対策が変わらな

い設計とする。 

  



 

 
8(3)-1-67 

第四十八条 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備 

  発電用原子炉施設には、設計基準事故対処設備が有する最終ヒート

シンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷

及び原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずる

ものに限る。）を防止するため、最終ヒートシンクへ熱を輸送するた

めに必要な設備を設けなければならない。 

 

適合のための設計方針 

設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクヘ熱を輸送する機能が

喪失した場合において炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損（炉心

の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を防止するため、最終ヒ

ートシンクへ熱を輸送するために必要な重大事故等対処設備を設置及び保

管する。 

海水ポンプ及び原子炉補機冷却水ポンプの故障等により最終ヒートシン

クヘ熱を輸送する機能が喪失した場合並びに全交流動力電源が喪失した場

合を想定した重大事故防止設備（蒸気発生器２次側による炉心冷却）とし

て、復水タンクを水源とした電動補助給水ポンプ及びタービン動補助給水

ポンプは、蒸気発生器へ注水できる設計とする。また、主蒸気逃がし弁は、

現場で人力による操作ができることで、蒸気発生器２次側での除熱により、

最終的な熱の逃がし場への熱の輸送ができる設計とする。全交流動力電源

喪失時においても電動補助給水ポンプは代替電源設備である空冷式非常用

発電装置から給電できる設計とする。 

具体的には、蒸気発生器取替えを実施しても、これらの対策が変わらな

い設計とする。 
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第 1.10.2 表 外部火災防護施設 

1. 火災に対する直接的な影響を受ける施設 

防護対象 外部火災防護施設 

安全機能の重要度分類 
クラス１及びクラス２に 
属する施設を内包する建屋 

・外部しゃへい建屋 
・外周建屋 
・燃料取扱建屋 
・原子炉補助建屋 
・中間建屋 
・ディーゼル発電機建屋 
・燃料取替用水タンク建屋 
※消火活動による防護手段を期待しない条

件のもと、火元からの離隔距離で防護 

安全機能の重要度分類 
クラス１及びクラス２に 
属する屋外施設 

・海水ポンプ 
・復水タンク 
※消火活動による防護手段を期待しない条

件のもと、火元からの離隔距離で防護 

安全機能の重要度分類 
クラス３に属する施設 

・タービン建屋 
・特高開閉所 
・固体廃棄物貯蔵庫 
・蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用） 
・保修点検建屋 
・モニタポスト他 
※屋内に設置されている施設については、

建屋により防護することとし、屋外施設

については、防火帯・防火エリアの内側に

設置すること又は消火活動等により防護 
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第 1.10.1 図 防火帯及び防火エリア設置図 
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頁 行 補 正 前 補 正 後 

 

8(3)-5-1 
～ 

8(3)-5-24 

 

 

 

 

（記載の変更） 

 

 

 

 

別紙 8(3)-5-1 に変更す

る。 
 

 



 

8(3)-5-2 
 

別紙 8(3)-5-1 

5. 原子炉冷却系統施設 

5.1 １次冷却設備 

5.1.1 通常運転時等 

5.1.1.4 主要設備の仕様 

第 5.1.1.4.3 表を変更する。第 5.1.1.4.3 表以外は変更前の「5.1.1.4 

主要設備の仕様」の記載に同じ。 

5.1.1.5 主要設備 

5.1.1.5.2 蒸気発生器 

各１次冷却材回路には、たて置Ｕ字管式熱交換器型蒸気発生器を 1

基ずつ設け、タービンを全出力運転するのに必要な蒸気流量の約 1/3

ずつを供給する。 

蒸気発生器の構造を第 5.1.1.5.3 図及び第 5.1.1.5.4 図に示す。 

１次冷却材は、１次冷却材入口管台から蒸気発生器下部の入口水室

に入り、伝熱管（Ｕ字管）を経て出口水室に至り、１次冷却材出口管

台から出る。出入口両水室は仕切板で分離する。 

蒸気発生器２次側への給水は、伝熱管上端のすぐ上の位置から給水

管を通じて行い、給水は伝熱管外筒と胴の間の円環水路を再循環水と

混合しながら下降した後、方向を変えて伝熱管束の間を上昇しながら

１次冷却材との熱交換により加熱され、一部が蒸気となる。 

次に、上昇する蒸気と水の混合物は、気水分離器に入り、スワール

ベーンを通過して蒸気と飽和水に分離され、飽和水は再び給水ととも

に下方に向かって循環する。蒸気は、湿分分離器により通常の負荷で

湿分 0.25wt%以下の蒸気となる。湿分分離器を出た蒸気は、蒸気出口

管台部に設けられたフローリストリクタを通り、タービンへ供給され

る。フローリストリクタは、主蒸気流量検出のための差圧取出しを目

的とするが、さらに主蒸気管破断事故時には蒸気流出を抑制する。 

蒸気発生器伝熱管は、全出力運転時において必要な熱伝達能力を持

った設計とし、また寿命期間中の伝熱管の汚れに対しても余裕のある

設計としている。 



 

8(3)-5-3 
 

蒸気発生器伝熱管は、Ｕ字形細管であり、管板に取り付け、シール

溶接する。 

伝熱管の振止め金具は、局部的な集中力を与えないように伝熱管と

の接触に際して線接触となるように設計し、伝熱管に直接溶接しない

構造とする。 

蒸気発生器本体は、低合金鋼製で、１次冷却材と接する内面はステ

ンレス鋼、管板はニッケル・クロム・鉄合金で肉盛りする。伝熱管に

は、耐食性等に優れているニッケル・クロム・鉄合金を用いる。 

蒸気発生器２次側の水質管理は、腐食抑制のため溶存酸素、塩素等

の含有量の制限及び pH 調整を行う。 

また、蒸気発生器２次側の水質管理を行うために、管板上部にある

2 個のブローダウンノズルから必要に応じて連続又は間欠的にブロ

ーし、ブロー水はブローダウン設備へ導く。 

蒸気発生器のブローダウン配管に蒸気発生器ブローダウン水モニ

タ、復水器真空ポンプ排気ラインに復水器空気抽出器ガスモニタ及び

各主蒸気管に高感度型主蒸気管モニタを設け、中央制御室において伝

熱管からの１次冷却材の漏えいを早期に検知する。 

 

5.1.1.5.7 支持構造物 

(2) 蒸気発生器 

第 5.1.1.5.11 図を変更する。第 5.1.1.5.11 図以外は変更前の「(2) 

蒸気発生器」の記載に同じ。 

 

5.1.1.5.8 漏えい監視設備 

原子炉冷却材圧力バウンダリから原子炉格納容器内及び２次冷却

系への漏えいに対する監視設備として、格納容器ガスモニタ、格納容

器じんあいモニタ、凝縮液量測定装置、格納容器サンプ水位上昇率測

定装置、蒸気発生器ブローダウン水モニタ、復水器空気抽出器ガスモ

ニタ及び高感度型主蒸気管モニタを設ける。 

これらの監視設備が異常を検知した場合には、中央制御室に警報を
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発する。 

(1) 原子炉格納容器内への漏えいに対する監視設備 

原子炉冷却材圧力バウンダリからの漏えいが発生すると、漏え

い流体の一部は蒸気となり、原子炉格納容器内に循環している空

気流に混合される。格納容器ガスモニタ及び格納容器じんあいモ

ニタは、原子炉格納容器内空気中の放射性物質の濃度を測定する

ことにより漏えいを検知する。 

凝縮液量測定装置は、漏えい蒸気が格納容器再循環ユニット及

び制御棒駆動装置冷却ユニットの冷却コイルで凝縮されることを

利用して、その凝縮液量を測定することにより漏えい検知を行う。 

格納容器サンプ水位上昇率測定装置は、漏えい流体が 終的に

格納容器サンプに集まることから、その水位上昇を測定すること

により漏えいを検知する。 

以上の漏えい監視設備により約3.8/minの漏えいであれば１時

間以内に検知できる。 

凝縮液量測定装置及び格納容器サンプ水位上昇率測定装置の系

統構成を第5.1.1.5.14図に示す。 

（第5.1.1.5.14図は変更前の記載に同じ。） 

(2) ２次冷却系への漏えいに対する監視設備 

１次冷却材の蒸気発生器１次側より２次側への漏えいは、蒸気発

生器ブローダウン水モニタ、復水器空気抽出器ガスモニタ及び高感

度型主蒸気管モニタで放射性物質の濃度を測定することにより早

期に検知する。 

 

5.1.1.6 試験検査 

5.1.1.6.2 蒸気発生器 

第 5.1.1.6.2 表を変更する。第 5.1.1.6.2 表以外は変更前の「5.1.1.6.2 

蒸気発生器」の記載に同じ。 

 

5.1.2 重大事故等時 
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5.1.2.3 主要設備及び仕様 

第 5.1.1 表を変更する。第 5.1.1 表以外は変更前の「5.1.2.3 主要設

備及び仕様」の記載に同じ。 

 

5.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設

備 

5.4.3 主要設備及び仕様 

第 5.4.1 表を変更する。第 5.4.1 表以外は変更前の「5.4.3 主要設備及

び仕様」の記載に同じ。 

 

5.5 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 

5.5.3 主要設備及び仕様 

第 5.5.1 表を変更する。第 5.5.1 表以外は変更前の「5.5.3 主要設備及

び仕様」の記載に同じ。 

 

5.6 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設

備 

5.6.3 主要設備及び仕様 

第 5.6.1 表を変更する。第 5.6.1 表以外は変更前の「5.6.3 主要設備及

び仕様」の記載に同じ。 

 

5.10 終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備 

5.10.3 主要設備及び仕様 

第 5.10.1 表を変更する。第 5.10.1 表以外は変更前の「5.10.3 主要設

備及び仕様」の記載に同じ。 
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第 5.1.1 表 １次冷却設備（重大事故等時）の設備仕様 

 

(1) 蒸気発生器 

兼用する設備は以下のとおり。 

・１次冷却設備（通常運転時等） 

・緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するた

めの設備 

・原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するた

めの設備 

・ 終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備 

・１次冷却設備（重大事故等時） 

 （３号炉） 

    型      式   たて置 U 字管式熱交換器型 

    基      数   3 

    胴側 高使用圧力   7.48MPa[gage] 

    管側 高使用圧力   17.16MPa[gage] 

    １次冷却材流量    約 15.2×103t/h（1 基当たり） 

    主蒸気運転圧力（定格出力時） 約 5.34MPa[gage] 

    主蒸気運転温度（定格出力時） 約 269℃ 

    蒸気発生量（定格出力時）  約 1.74×103t/h（1 基当たり） 

    出 口 蒸 気 湿 分   0.25wt%以下 

    伝 熱 面 積  

（Ａ号機）  約 5,060 m2 

（Ｂ号機）  約 5,060 m2 

（Ｃ号機）  約 5,060 m2 

    伝 熱 管 本 数  

（Ａ号機）  3,386 本 

（Ｂ号機）  3,386 本 
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（Ｃ号機）  3,386 本 

    伝 熱 管 外 径   約 22.2mm 

    伝 熱 管 厚 さ   約 1.3mm 

    胴部外径（上部）  約 4.5m 

    胴部外径（下部）  約 3.5m 

    全 高  約 21m 

    材 料 

本   体  低合金鋼及び低合金鍛鋼 

伝 熱 管  ニッケル・クロム・鉄合金 

管板肉盛り  ニッケル・クロム・鉄合金 

水室肉盛り  ステンレス鋼 

 

 （４号炉） 

    型      式   たて置 U 字管式熱交換器型 

    基      数   3 

    胴側 高使用圧力   7.48MPa[gage] 

    管側 高使用圧力   17.16MPa[gage] 

    １次冷却材流量    約 15.2×103t/h（1 基当たり） 

    主蒸気運転圧力（定格出力時） 約 5.34MPa[gage] 

    主蒸気運転温度（定格出力時） 約 269℃ 

    蒸気発生量（定格出力時）  約 1.74×103t/h（1 基当たり） 

    出 口 蒸 気 湿 分   0.25wt%以下 

    伝 熱 面 積  

（Ａ号機）  約 5,060 m2 

（Ｂ号機）  約 5,060 m2 

（Ｃ号機）  約 5,060 m2 

    伝 熱 管 本 数  

（Ａ号機）  3,386 本 

（Ｂ号機）  3,386 本 

（Ｃ号機）  3,386 本 
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 伝 熱 管 外 径 約 22.2mm 

 伝 熱 管 厚 さ 約 1.3mm 

胴部外径（上部） 約 4.5m 

胴部外径（下部） 約 3.5m 

全 高 約 21m 

材 料

本   体 低合金鋼及び低合金鍛鋼

伝 熱 管 ニッケル・クロム・鉄合金

管板肉盛り ニッケル・クロム・鉄合金

水室肉盛り ステンレス鋼

（(2)～(6)は変更前の記載に同じ。） 
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第 5.1.1.4.3 表 蒸気発生器の設備仕様 

 （３号炉） 

    型      式   たて置 U 字管式熱交換器型 

    基      数   3 

    胴側 高使用圧力   7.48MPa[gage] 

    管側 高使用圧力   17.16MPa[gage] 

    １次冷却材流量    約 15.2×103t/h（1 基当たり） 

    主蒸気運転圧力（定格出力時） 約 5.34MPa[gage] 

    主蒸気運転温度（定格出力時） 約 269℃ 

    蒸気発生量（定格出力時）  約 1.74×103t/h（1 基当たり） 

    出 口 蒸 気 湿 分   0.25wt%以下 

    伝 熱 面 積  

（Ａ号機）  約 5,060 m2 

（Ｂ号機）  約 5,060 m2 

（Ｃ号機）  約 5,060 m2 

    伝 熱 管 本 数  

（Ａ号機）  3,386 本 

（Ｂ号機）  3,386 本 

（Ｃ号機）  3,386 本 

    伝 熱 管 外 径   約 22.2mm 

    伝 熱 管 厚 さ   約 1.3mm 

    胴部外径（上部）  約 4.5m 

    胴部外径（下部）  約 3.5m 

    全 高  約 21m 

    材 料 

本   体  低合金鋼及び低合金鍛鋼 

伝 熱 管  ニッケル・クロム・鉄合金 

管板肉盛り  ニッケル・クロム・鉄合金 

水室肉盛り  ステンレス鋼 
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 （４号炉） 

    型      式   たて置 U 字管式熱交換器型 

    基      数   3 

    胴側 高使用圧力   7.48MPa[gage] 

    管側 高使用圧力   17.16MPa[gage] 

    １次冷却材流量    約 15.2×103t/h（1 基当たり） 

    主蒸気運転圧力（定格出力時） 約 5.34MPa[gage] 

    主蒸気運転温度（定格出力時） 約 269℃ 

    蒸気発生量（定格出力時）  約 1.74×103t/h（1 基当たり） 

    出 口 蒸 気 湿 分   0.25wt%以下 

    伝 熱 面 積  

（Ａ号機）  約 5,060 m2 

（Ｂ号機）  約 5,060 m2 

（Ｃ号機）  約 5,060 m2 

    伝 熱 管 本 数  

（Ａ号機）  3,386 本 

（Ｂ号機）  3,386 本 

（Ｃ号機）  3,386 本 

    伝 熱 管 外 径   約 22.2mm 

    伝 熱 管 厚 さ   約 1.3mm 

    胴部外径（上部）  約 4.5m 

    胴部外径（下部）  約 3.5m 

    全 高  約 21m 

    材 料 

本   体  低合金鋼及び低合金鍛鋼 

伝 熱 管  ニッケル・クロム・鉄合金 

管板肉盛り  ニッケル・クロム・鉄合金 

水室肉盛り  ステンレス鋼 
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第 5.1.1.6.2 表 蒸気発生器の製作中の主要な非破壊試験 

 

 ＲＴ  ＵＴ  ＰＴ  ＭＴ  ＥＣＴ  

管 

板 

管 板   ○   ○   

１ 次 側 肉 盛 部   ○  ○    

水 

室 

水 室 鏡 板  ○    ○   

水 室 内 面 肉 盛 部   ○  ○    

二 次 側 胴 、 鏡   ○   ○   

伝 熱 管   ○    ○  

ノ ズ ル   ○   ○   

溶

接

部

 
 

 
 

 
 

 
 

 

胴 溶 接 部  ○    ○   

肉 盛 部 （ 水 室 、 管 板 ）   ○  ○    

ノズルと胴又は鏡の溶接部  ○    ○   

支 持 ブ ラ ケ ッ ト 取 付 部     ○   

伝 熱 管 と 管 板 の 溶 接 部    ○    

ノ ズ ル 肉 盛 部   ○  ○    

水圧テスト後炭素鋼溶接部     ○   

水圧テスト後非炭素鋼溶接部    ○    

ＲＴ 放 射 線 透 過 試 験         

ＵＴ 超 音 波 探 傷 試 験         

ＰＴ  液体浸透探傷試験  

ＭＴ  磁 粉 探 傷 試 験         

ＥＣＴ（Eddy Current Test）  渦 電 流 探 傷 試 験          
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第 5.4.1 表 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するた

めの設備（常設）の設備仕様 

 

(9) 蒸気発生器 

兼用する設備は以下のとおり。 

・１次冷却設備（通常運転時等） 

・緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するた

めの設備 

・原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するた

めの設備 

・ 終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備 

・１次冷却設備（重大事故等時） 

 （３号炉） 

    型      式   たて置 U 字管式熱交換器型 

    基      数   3 

    胴側 高使用圧力   7.48MPa[gage] 

    管側 高使用圧力   17.16MPa[gage] 

    １次冷却材流量    約 15.2×103t/h（1 基当たり） 

    主蒸気運転圧力（定格出力時） 約 5.34MPa[gage] 

    主蒸気運転温度（定格出力時） 約 269℃ 

    蒸気発生量（定格出力時）  約 1.74×103t/h（1 基当たり） 

    出 口 蒸 気 湿 分   0.25wt%以下 

    伝 熱 面 積  

（Ａ号機）  約 5,060 m2 

（Ｂ号機）  約 5,060 m2 

（Ｃ号機）  約 5,060 m2 

    伝 熱 管 本 数  
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（Ａ号機）  3,386 本 

（Ｂ号機）  3,386 本 

（Ｃ号機）  3,386 本 

    伝 熱 管 外 径   約 22.2mm 

    伝 熱 管 厚 さ   約 1.3mm 

    胴部外径（上部）  約 4.5m 

    胴部外径（下部）  約 3.5m 

    全 高  約 21m 

    材 料 

本   体  低合金鋼及び低合金鍛鋼 

伝 熱 管  ニッケル・クロム・鉄合金 

管板肉盛り  ニッケル・クロム・鉄合金 

水室肉盛り  ステンレス鋼 

 

 （４号炉） 

    型      式   たて置 U 字管式熱交換器型 

    基      数   3 

    胴側 高使用圧力   7.48MPa[gage] 

    管側 高使用圧力   17.16MPa[gage] 

    １次冷却材流量    約 15.2×103t/h（1 基当たり） 

    主蒸気運転圧力（定格出力時） 約 5.34MPa[gage] 

    主蒸気運転温度（定格出力時） 約 269℃ 

    蒸気発生量（定格出力時）  約 1.74×103t/h（1 基当たり） 

    出 口 蒸 気 湿 分   0.25wt%以下 

    伝 熱 面 積  

（Ａ号機）  約 5,060 m2 

（Ｂ号機）  約 5,060 m2 

（Ｃ号機）  約 5,060 m2 

    伝 熱 管 本 数  

（Ａ号機）  3,386 本 
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（Ｂ号機）  3,386 本 

（Ｃ号機）  3,386 本 

 伝 熱 管 外 径 約 22.2mm 

 伝 熱 管 厚 さ 約 1.3mm 

胴部外径（上部） 約 4.5m 

胴部外径（下部） 約 3.5m 

全 高 約 21m 

材 料

本   体 低合金鋼及び低合金鍛鋼

伝 熱 管 ニッケル・クロム・鉄合金

管板肉盛り ニッケル・クロム・鉄合金

水室肉盛り ステンレス鋼

（(1)～(8)及び(10)～(17)は変更前の記載に同じ。） 
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第 5.5.1 表 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備（常設）の設

備仕様 

 

(8) 蒸気発生器 

兼用する設備は以下のとおり。 

・１次冷却設備（通常運転時等） 

・緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するた

めの設備 

・原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するた

めの設備 

・ 終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備 

・１次冷却設備（重大事故等時） 

 （３号炉） 

    型      式   たて置 U 字管式熱交換器型 

    基      数   3 

    胴側 高使用圧力   7.48MPa[gage] 

    管側 高使用圧力   17.16MPa[gage] 

    １次冷却材流量    約 15.2×103t/h（1 基当たり） 

    主蒸気運転圧力（定格出力時） 約 5.34MPa[gage] 

    主蒸気運転温度（定格出力時） 約 269℃ 

    蒸気発生量（定格出力時）  約 1.74×103t/h（1 基当たり） 

    出 口 蒸 気 湿 分   0.25wt%以下 

    伝 熱 面 積  

（Ａ号機）  約 5,060 m2 

（Ｂ号機）  約 5,060 m2 

（Ｃ号機）  約 5,060 m2 

    伝 熱 管 本 数  

（Ａ号機）  3,386 本 
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（Ｂ号機）  3,386 本 

（Ｃ号機）  3,386 本 

    伝 熱 管 外 径   約 22.2mm 

    伝 熱 管 厚 さ   約 1.3mm 

    胴部外径（上部）  約 4.5m 

    胴部外径（下部）  約 3.5m 

    全 高  約 21m 

    材 料 

本   体  低合金鋼及び低合金鍛鋼 

伝 熱 管  ニッケル・クロム・鉄合金 

管板肉盛り  ニッケル・クロム・鉄合金 

水室肉盛り  ステンレス鋼 

 

 （４号炉） 

    型      式   たて置 U 字管式熱交換器型 

    基      数   3 

    胴側 高使用圧力   7.48MPa[gage] 

    管側 高使用圧力   17.16MPa[gage] 

    １次冷却材流量    約 15.2×103t/h（1 基当たり） 

    主蒸気運転圧力（定格出力時） 約 5.34MPa[gage] 

    主蒸気運転温度（定格出力時） 約 269℃ 

    蒸気発生量（定格出力時）  約 1.74×103t/h（1 基当たり） 

    出 口 蒸 気 湿 分   0.25wt%以下 

    伝 熱 面 積  

（Ａ号機）  約 5,060 m2 

（Ｂ号機）  約 5,060 m2 

（Ｃ号機）  約 5,060 m2 

    伝 熱 管 本 数  

（Ａ号機）  3,386 本 

（Ｂ号機）  3,386 本 
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（Ｃ号機）  3,386 本 

    伝 熱 管 外 径   約 22.2mm 

    伝 熱 管 厚 さ   約 1.3mm 

    胴部外径（上部）  約 4.5m 

    胴部外径（下部）  約 3.5m 

    全 高  約 21m 

    材 料 

本   体  低合金鋼及び低合金鍛鋼 

伝 熱 管  ニッケル・クロム・鉄合金 

管板肉盛り  ニッケル・クロム・鉄合金 

水室肉盛り  ステンレス鋼 

 

（(1)～(7)及び(9)～(18)は変更前の記載に同じ。） 
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第 5.6.1 表 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する

ための設備（常設）の設備仕様 

 

(20) 蒸気発生器 

兼用する設備は以下のとおり。 

・１次冷却設備（通常運転時等） 

・緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するた

めの設備 

・原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するた

めの設備 

・ 終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備 

・１次冷却設備（重大事故等時） 

 

 （３号炉）   

    型      式   たて置 U 字管式熱交換器型 

    基      数   3 

    胴側 高使用圧力   7.48MPa[gage] 

    管側 高使用圧力   17.16MPa[gage] 

    １次冷却材流量    約 15.2×103t/h（1 基当たり） 

    主蒸気運転圧力（定格出力時） 約 5.34MPa[gage] 

    主蒸気運転温度（定格出力時） 約 269℃ 

    蒸気発生量（定格出力時）  約 1.74×103t/h（1 基当たり） 

    出 口 蒸 気 湿 分   0.25wt%以下 

    伝 熱 面 積  

（Ａ号機）  約 5,060 m2 

（Ｂ号機）  約 5,060 m2 

（Ｃ号機）  約 5,060 m2 

    伝 熱 管 本 数 
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（Ａ号機）  3,386 本 

（Ｂ号機）  3,386 本 

（Ｃ号機）  3,386 本 

    伝 熱 管 外 径   約 22.2mm 

    伝 熱 管 厚 さ   約 1.3mm 

    胴部外径（上部）  約 4.5m 

    胴部外径（下部）  約 3.5m 

    全 高  約 21m 

    材 料 

本   体  低合金鋼及び低合金鍛鋼 

伝 熱 管  ニッケル・クロム・鉄合金 

管板肉盛り  ニッケル・クロム・鉄合金 

水室肉盛り  ステンレス鋼 

 

 （４号炉） 

    型      式   たて置 U 字管式熱交換器型 

    基      数   3 

    胴側 高使用圧力   7.48MPa[gage] 

    管側 高使用圧力   17.16MPa[gage] 

    １次冷却材流量    約 15.2×103t/h（1 基当たり） 

    主蒸気運転圧力（定格出力時） 約 5.34MPa[gage] 

    主蒸気運転温度（定格出力時） 約 269℃ 

    蒸気発生量（定格出力時）  約 1.74×103t/h（1 基当たり） 

    出 口 蒸 気 湿 分   0.25wt%以下 

    伝 熱 面 積  

（Ａ号機）  約 5,060 m2 

（Ｂ号機）  約 5,060 m2 

（Ｃ号機）  約 5,060 m2 

    伝 熱 管 本 数  

（Ａ号機）  3,386 本 
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（Ｂ号機）  3,386 本 

（Ｃ号機）  3,386 本 

    伝 熱 管 外 径   約 22.2mm 

    伝 熱 管 厚 さ   約 1.3mm 

    胴部外径（上部）  約 4.5m 

    胴部外径（下部）  約 3.5m 

    全 高  約 21m 

    材 料 

本   体  低合金鋼及び低合金鍛鋼 

伝 熱 管  ニッケル・クロム・鉄合金 

管板肉盛り  ニッケル・クロム・鉄合金 

水室肉盛り  ステンレス鋼 

 

（(1)～(19)及び(21)～(25)は変更前の記載に同じ。） 

  



 

8(3)-5-21 
 

第 5.10.1 表 終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備（常設）の設備仕

様 

  

(5) 蒸気発生器 

兼用する設備は以下のとおり。 

・１次冷却設備（通常運転時等） 

・緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するた

めの設備 

・原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するた

めの設備 

・ 終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備 

・１次冷却設備（重大事故等時） 

 （３号炉）  

    型      式   たて置 U 字管式熱交換器型 

    基      数   3 

    胴側 高使用圧力   7.48MPa[gage] 

    管側 高使用圧力   17.16MPa[gage] 

    １次冷却材流量    約 15.2×103t/h（1 基当たり） 

    主蒸気運転圧力（定格出力時） 約 5.34MPa[gage] 

    主蒸気運転温度（定格出力時） 約 269℃ 

    蒸気発生量（定格出力時）  約 1.74×103t/h（1 基当たり） 

    出 口 蒸 気 湿 分   0.25wt%以下 

    伝 熱 面 積 

（Ａ号機）  約 5,060 m2 

（Ｂ号機）  約 5,060 m2 

（Ｃ号機）  約 5,060 m2 

    伝 熱 管 本 数  

（Ａ号機）  3,386 本 
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（Ｂ号機）  3,386 本 

（Ｃ号機）  3,386 本 

    伝 熱 管 外 径   約 22.2mm 

    伝 熱 管 厚 さ   約 1.3mm 

    胴部外径（上部）  約 4.5m 

    胴部外径（下部）  約 3.5m 

    全 高  約 21m 

    材 料 

本   体  低合金鋼及び低合金鍛鋼 

伝 熱 管  ニッケル・クロム・鉄合金 

管板肉盛り  ニッケル・クロム・鉄合金 

水室肉盛り  ステンレス鋼 

 

 （４号炉） 

    型      式   たて置 U 字管式熱交換器型 

    基      数   3 

    胴側 高使用圧力   7.48MPa[gage] 

    管側 高使用圧力   17.16MPa[gage] 

    １次冷却材流量    約 15.2×103t/h（1 基当たり） 

    主蒸気運転圧力（定格出力時） 約 5.34MPa[gage] 

    主蒸気運転温度（定格出力時） 約 269℃ 

    蒸気発生量（定格出力時）  約 1.74×103t/h（1 基当たり） 

    出 口 蒸 気 湿 分   0.25wt%以下 

    伝 熱 面 積  

（Ａ号機）  約 5,060 m2 

（Ｂ号機）  約 5,060 m2 

（Ｃ号機）  約 5,060 m2 

    伝 熱 管 本 数  

（Ａ号機）  3,386 本 

（Ｂ号機）  3,386 本 
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（Ｃ号機）  3,386 本 

    伝 熱 管 外 径   約 22.2mm 

    伝 熱 管 厚 さ   約 1.3mm 

    胴部外径（上部）  約 4.5m 

    胴部外径（下部）  約 3.5m 

    全 高  約 21m 

    材 料 

本   体  低合金鋼及び低合金鍛鋼 

伝 熱 管  ニッケル・クロム・鉄合金 

管板肉盛り  ニッケル・クロム・鉄合金 

水室肉盛り  ステンレス鋼 

 

（(1)～(4)及び(6)～(11)は変更前の記載に同じ。） 
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第 5.1.1.5.3 図 蒸気発生器構造図  
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第 5.1.1.5.4 図 蒸気発生器伝熱管振止め金具取付説明図 
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第 5.1.1.5.11 図 蒸気発生器支持構造図 
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別紙 8(3)-7-1 に変更す

る。 
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別紙 8(3)-7-1 

7. 放射性廃棄物の廃棄施設 

7.1 概要 

第7.1.1図を変更する。第7.1.1図以外は変更前の「7.1 概要」の記載に同

じ。 

 

7.3 液体廃棄物処理設備 

7.3.1 概要 

液体廃棄物処理設備は、液体廃棄物の性状により、ほう酸回収系、良

水質廃液処理系、低水質廃液処理系及び洗浄排水処理系の4つの処理系に

大別される。 

これらの液体廃棄物処理設備は、下記の機能を有する。 

(1) ほう酸回収系は、冷却材貯蔵タンクに回収、貯留される１次冷却設

備からの抽出１次冷却材、原子炉格納容器内１次冷却材ドレン及び原

子炉補助建屋内１次冷却材ドレンを処理する。 

(2) 良水質廃液処理系は、良水質廃液貯蔵タンクに回収、貯留される大

気に接触した１次冷却材ドレンを処理する。 

(3) 低水質廃液処理系は、低水質廃液貯蔵タンクに回収、貯留される１

次冷却材以外の機器ドレン、床ドレン、強酸以外の薬品ドレン、保修

点検建屋ドレン等を処理する。なお、保修点検建屋ドレンは、保修点

検建屋廃液モニタタンクより、補助建屋サンプタンク（３号炉及び４

号炉）に運搬する。 

(4) 洗浄排水処理系は、洗浄排水タンクに集められる洗たく排水、手洗

排水及びシャワ排水を処理する。 

以上の主要な処理系の他に、酸液ドレン処理系があり、薬品ドレン

のうち強酸のみを処理する。 

 

7.3.3 主要設備の仕様 

第7.3.1表を変更する。第7.3.1表以外は変更前の「7.3.3 主要設備の仕

様」の記載に同じ。 
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7.3.4 主要設備 

(22) 保修点検建屋サンプタンク 

保修点検建屋サンプタンク（１号、２号、３号及び４号炉共用）は、

保修点検建屋内で発生する排水を集める。本タンク水は、保修点検建

屋廃液モニタタンクに送り、処理する。保修点検建屋サンプタンクの

容量は約2.5m3×1基とする。なお、予想発生量は約55m3/yである。 

(23) 保修点検建屋廃液モニタタンク 

保修点検建屋廃液モニタタンク（１号、２号、３号及び４号炉共用）

は、保修点検建屋サンプタンク水を貯留する。本タンク水は、廃液移

送容器により補助建屋サンプタンク（３号炉及び４号炉）に運搬し、

処理する。保修点検建屋廃液モニタタンクの容量は約5m3×1基とする。

なお、予想発生量は約55m3/yである。 

 

7.4 固体廃棄物処理設備 

7.4.2 設計方針 

固体廃棄物処理設備の設計に際しては、放射線業務従事者の受ける線

量を合理的に達成できる限り低減できるように、次のような処理、貯蔵

保管等を行うことができる設計とする。 

(1) 濃縮廃液は、遮蔽装置、遠隔操作等により、アスファルト固化装置に

てアスファルトと混合し、ドラム詰めできる設計とする。また、酸液

ドレンは、セメント固化装置にてドラム缶内でセメントに混入し、固

化できる設計とする。 

(2) 脱塩塔使用済樹脂は、使用済樹脂貯蔵タンクに貯蔵し、廃樹脂処理

装置で処理するものとするが、ドラム詰めも可能な設計とする。処理

後の樹脂は雑固体廃棄物として取り扱い焼却する。処理後の濃縮廃液

は廃樹脂処理装置の濃縮廃液タンクに貯蔵保管する。また、脱塩塔使

用済樹脂の一部は、雑固体廃棄物として取り扱い焼却できる設計とす

る。 

使用済樹脂の充てん、排出は管理区域内において配管接続により行
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い、その接続部は専用のボックス内として、外部への漏えいを防止す

るとともに、漏えい検出器を設け漏えい監視できる設計とする。 

なお、使用済樹脂移送容器の下部には、万一の漏えいに備えてトレ

イを設置し、かつ漏えい検出器を設け監視できる設計とする。 

(3) 雑固体廃棄物のうち、可燃物は必要に応じて圧縮又は焼却により減

容してドラム詰め等できる設計とする。また、不燃物は必要に応じて

圧縮により減容してドラム詰め等を行うか、又は必要に応じて圧縮に

より減容し、固体廃棄物固型化処理建屋内の固型化処理エリアで固型

化材（モルタル）を充てんしてドラム詰めできる設計とする。 

(4) 雑固体廃棄物のうち使用済液体用フィルタは、必要に応じてコンク

リート等で内張りしたドラム缶に遠隔操作により詰めることができる

設計とする。 

(5) 雑固体廃棄物のうち使用済換気用フィルタは、圧縮若しくは焼却に

より減容してドラム詰めするか又は放射性物質が飛散しないようにこ

ん包する。 

(6) 固体廃棄物処理設備は、廃棄物の圧縮、焼却、固化等の処理過程にお

ける放射性物質の散逸等の防止を考慮する設計とする。 

上記の固体廃棄物は、発電所内の固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管する。 

また、使用済制御棒等の放射化された機器は、放射能の減衰を図るた

め使用済燃料ピットに貯蔵する。 

また、３号炉及び４号炉の原子炉容器上部ふたの取替えに伴い取り

外した原子炉容器上部ふた2基等は必要に応じて汚染拡大防止対策を

講じて、発電所内の蒸気発生器保管庫（１号、２号、３号及び４号炉共

用、既設）に貯蔵保管する。３号炉及び４号炉の蒸気発生器取替えに伴

い取り外した蒸気発生器6基等は必要に応じて汚染拡大防止対策を講

じて、発電所内の蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用）に貯蔵保管

する。３号炉及び４号炉の原子炉容器上部ふたの取替えに伴い発生し

たコンクリート、鉄筋及び埋め込み金物、並びにその他雑固体廃棄物

（不燃物に限る。）は、汚染拡大防止対策を講じて、発電所内の外部遮

蔽壁保管庫に貯蔵保管する。 
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なお、必要に応じて、固体廃棄物を廃棄事業者の廃棄施設へ廃棄す

る。 

 

7.4.3 主要設備の仕様 

第7.4.1表を変更する。第7.4.1表以外は変更前の「7.4.3 主要設備の仕

様」の記載に同じ。 

 

7.4.4 主要設備 

(15) 外部遮蔽壁保管庫（１号、２号、３号及び４号炉共用、既設） 

外部遮蔽壁保管庫は、１号炉及び２号炉の外周コンクリート壁一部

撤去、１号炉の蒸気発生器の取替え、３号炉及び４号炉の原子炉容器

上部ふたの取替えに伴い発生したコンクリート、鉄筋及び埋め込み金

物等、並びにその他雑固体廃棄物（不燃物に限る。）を十分貯蔵保管す

る能力を有する。 

本保管庫は、所要の遮蔽設計を行い、耐震Ｃクラスとして設計する

とともに、準拠する法令、規格、基準を満足するよう設計する。 

本保管庫の平面図及び断面図を第7.4.3図に示す。 

 （第7.4.3図は変更前の記載に同じ。） 

(16) 蒸気発生器保管庫 

蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用）は、３号炉及び４号炉蒸

気発生器の取替えに伴い取り外した蒸気発生器6基等を貯蔵保管する

能力を有する。 

本保管庫は、所要の遮蔽設計を行い、耐震Ｃクラスとして設計する

とともに、準拠する法令、規格、基準を満足するよう設計する。 

本保管庫の平面図及び断面図を第7.4.4図に示す。 

  



 

8(3)-7-6 
 

 

 

第 7.3.1 表 液体廃棄物処理設備の設備仕様 

 

(21) 保修点検建屋サンプタンク（１号、２号、３号及び４号炉共用）  
基      数 1 

容 量       約 2.5m3 
材 料       ステンレス鋼  
 

(22) 保修点検建屋廃液モニタタンク（１号、２号、３号及び４号炉共用） 
基      数 1 

容 量       約 5m3 
材 料       ステンレス鋼  

 

 

（(1)～(20)は変更前の記載に同じ。） 
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第 7.4.1 表 固体廃棄物処理設備の主要仕様 

 

(13) 外部遮蔽壁保管庫（１号、２号、３号及び４号炉共用、既設） 

面    積  

１階  約 2,400m2 

２階  約 2,400m2 

型    式 地上式鉄筋コンクリート造 

保 管 対 象 物       外周コンクリート壁一部撤去、蒸気発生器

の取替え及び原子炉容器上部ふたの取替

えに伴い発生したコンクリート、鉄筋及び

埋め込み金物等、並びにその他雑固体廃棄

物（不燃物に限る。）の保管容器約 8,300m3 

 

(14) 蒸気発生器保管庫（３号及び４号炉共用） 

Ｃ蒸気発生器保管庫 

面    積  約 1,600m2 

型    式  地上式鉄筋コンクリート造 

保 管 対 象 物        取り外した蒸気発生器 6 基等 

 

（(1)～(12)は変更前の記載に同じ。） 
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第 7.4.4 図 Ｃ蒸気発生器保管庫平面図・断面図 

（３号及び４号炉共用）

（平面図）

Ａ－Ａ′

Ｃ－Ｃ′

（断面図） 

Ｃ′Ｃ

Ｂ Ｂ′

Ｂ－Ｂ′

Ａ′Ａ
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頁 行 補 正 前 補 正 後 
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上 8 行～ 

上 12 行 

 

また、保修点検建屋の

エリアモニタ（１号、２

号、３号及び４号炉共用）

は、保修点検建屋内制御

室で指示、自動記録を行

い、放射線レベルが設定

値以上になると現場、保

修点検建屋内制御室、中

央制御室（３号及び４号

炉共用）及び放射線管理

室（３号及び４号炉共用）

に警報を発する。 

 

 

また、保修点検建屋の

エリアモニタ（１号、２

号、３号及び４号炉共用）

は、保修点検建屋内電気

盤室及び中央制御室（３

号及び４号炉共用）で指

示、自動記録を行い、放射

線レベルが設定値以上に

なると現場、保修点検建

屋内電気盤室、中央制御

室（３号及び４号炉共用）

及び放射線管理室（３号

及び４号炉共用）に警報

を発する。  
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頁 行 補 正 前 補 正 後 
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（記載の変更） 

 

 

 

 

別紙 8(3)-10-1 に変更す

る。 
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別紙 8(3)-10-1 

10. その他発電用原子炉の附属施設 

10.5 火災防護設備 

10.5.1 設計基準対象施設 

10.5.1.3 主要設備 

10.5.1.3.2 火災感知設備 

火災感知設備の火災感知器は、火災区域又は火災区画における放

射線、取付面高さ、温度、湿度、空気流等の環境条件や、予想され

る火災の性質を考慮して、固有の信号を発するアナログ式の煙感知

器、アナログ式の熱感知器又はアナログ式でない炎感知器から異な

る種類の感知器を組み合せて、以下のとおり設置する設計とする。 

屋外エリアは、火災による煙は周囲に拡散し、煙感知器による火

災感知は困難であることから、アナログ式の熱感知器とアナログ式

でない炎感知器を選定する。 

放射線量が高い場所は、アナログ式の火災感知器の放射線の影響

による故障が想定される。このため、火災感知器の故障を防止する

観点から、アナログ式でない防爆型の火災感知器を選定する。 

(1) 一般エリア 

一般エリアには、アナログ式の煙感知器（一部３号及び４号炉

共用、一部１号、２号、３号及び４号炉共用）、アナログ式の熱感

知器（一部３号及び４号炉共用、一部１号、２号、３号及び４号

炉共用）又はアナログ式でない炎感知器を組み合せて設置する設

計とする。 

(2) 原子炉格納容器 

原子炉格納容器には、アナログ式の煙感知器、アナログ式の熱

感知器又はアナログ式でない炎感知器から異なる種類の感知器

を組み合わせて設置する設計とする。ただし、原子炉格納容器ル

ープ室、加圧器室、再生熱交換器室及びインコアモニタチェス室

のうち比較的線量の高い場所は、アナログ式でない防爆型の熱感

知器を設置する。 
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(3) 燃料油貯油そうエリア 

燃料油貯油そうエリアには、アナログ式でない防爆型の煙感知

器とアナログ式でない防爆型の熱感知器を設置する設計とする。 

(4) 固体廃棄物貯蔵庫 

固体廃棄物貯蔵庫には、アナログ式の煙感知器とアナログ式の

熱感知器を設置する設計とする。ただし、Ｂ固体廃棄物貯蔵庫の

ドラム缶貯蔵エリアについては、アナログ式でない熱感知器を設

置する。 

(5) 中央制御盤内 

中央制御室の火災防護対象機器等を設置する中央制御盤内に

は、高感度煙感知器を設置する設計とする。 

 

10.5.2 重大事故等対処施設 

10.5.2.3 主要設備 

10.5.2.3.2 火災感知設備 

火災感知設備の火災感知器は、火災区域又は火災区画における放

射線、取付面高さ、温度、湿度、空気流等の環境条件や、予想され

る火災の性質を考慮して、固有の信号を発するアナログ式の煙感知

器、アナログ式の熱感知器又はアナログ式でない炎感知器から異な

る種類の感知器を組み合せて、以下のとおり設置する設計とする。 

屋外エリアは、火災による煙は周囲に拡散し、煙感知器による火

災感知は困難であることから、アナログ式の熱感知器とアナログ式

でない炎感知器を選定する。 

放射線量が高い場所は、アナログ式の火災感知器の放射線の影響

による故障が想定される。このため、火災感知器の故障を防止する

観点から、アナログ式でない防爆型の火災感知器を選定する。 

(1) 一般エリア 

一般エリアには、アナログ式の煙感知器（一部３号及び４号炉

共用）、アナログ式の熱感知器（一部３号及び４号炉共用）又はア

ナログ式でない炎感知器を組み合せて設置する設計とする。 
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(2) 原子炉格納容器

原子炉格納容器には、アナログ式の煙感知器、アナログ式の熱

感知器又はアナログ式でない炎感知器から異なる種類の感知器

を組み合わせて設置する設計とする。ただし、原子炉格納容器ル

ープ室、加圧器室、再生熱交換器室及びインコアモニタチェス室

のうち比較的線量の高い場所は、アナログ式でない防爆型の熱感

知器を設置する。

(3) 燃料油貯油そうエリア

燃料油貯油そうエリアには、アナログ式でない防爆型の煙感知

器とアナログ式でない防爆型の熱感知器を設置する設計とする。 

(4) 中央制御盤内

中央制御室の中央制御盤内には、高感度煙感知器を設置する設

計とする。

10.5.3 特定重大事故等対処施設 

10.5.3.3 主要設備 

10.5.3.3.2 火災感知設備 

火災感知設備の火災感知器は、火災区域又は火災区画における放

射線、取付面高さ、温度、湿度、空気流等の環境条件や、予想され

る火災の性質を考慮して、固有の信号を発するアナログ式の煙感知

器、アナログ式の熱感知器又はアナログ式でない炎感知器から異な

る種類の感知器を組み合せて、以下のとおり設置する設計とする。 

屋外エリアは、火災による煙は周囲に拡散し、煙感知器による火

災感知は困難であることから、アナログ式の熱感知器とアナログ式

でない炎感知器を選定する。

放射線量が高い場所は、アナログ式の火災感知器の放射線の影響

による故障が想定される。このため、火災感知器の故障を防止する

観点から、アナログ式でない防爆型の火災感知器を選定する。

(1) 一般エリア

「10.5.1.3.2 火災感知設備(1) 一般エリア」を適用する。



8(3)-10-5 

(2) 原子炉格納容器

「10.5.1.3.2 火災感知設備(2) 原子炉格納容器」を適用する。

(3)

　　には、アナログ式でない防爆型の

煙感知器とアナログ式でない防爆型の熱感知器を設置する設計

とする。

10.14 特定重大事故等対処施設 

10.16 保修点検建屋 

１次冷却材ポンプ等の機器の点検及び工具（当社発電所間共用の保

修・検査装置等）の事前点検、調整、保管等を効率的に行い、使用時に

十分な信頼性を確保するため保修点検建屋（１号、２号、３号及び４号

炉共用）を設置する。

保修点検建屋の設備仕様の概略を第 10.16.1 表、平面図を第 10.16.1

図に示す。

10.17 参考文献 

変更前の「10.16 参考文献」の記載に同じ。 

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 



添付書類九の一部補正



9(3)-4-1 
 

添付書類九を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

 
9(3)-4-2 

 
 
 
 
 
 
 

9(3)-4-10 
～ 

9(3)-4-11 
 
 
 
 
 

9(3)-4-11 
 
 
 
 
 
 

9(3)-4-17 
 

 
下 6 行～ 
下 5 行 
 
 
 
 
 
 
下 1 行～ 
上 2 行 
 

 
 
 
 
 

下 6 行～ 
下 5 行 
 

 
･･･コンクリート、鉄筋及

び埋め込み金物  は、

所要の遮蔽設計を行った

発電所内の外部遮蔽壁保

管庫に貯蔵保管する。 
 

 

 

･･･コンクリート、鉄筋及

び埋め込み金物  は、

汚染拡大防止策を講じ

て、外部遮蔽壁保管庫に

貯蔵保管する。 

 

 

 

･･･コンクリート、鉄筋及

び埋め込み金物  は、

外部遮蔽壁保管庫に貯蔵

保管する。 

 

 

 

第 4.1.3 図 固体廃棄物

処理系統説明図 

 
･･･コンクリート、鉄筋及

び埋め込み金物、並びに

その他雑固体廃棄物（不

燃物に限る。）は、所要

の遮蔽設計を行った発電

所内の外部遮蔽壁保管庫

に貯蔵保管する。 

 

･･･コンクリート、鉄筋及

び埋め込み金物、並びに

その他雑固体廃棄物（不

燃物に限る。）は、汚染

拡大防止策を講じて、外

部遮蔽壁保管庫に貯蔵保

管する。 

 

･･･コンクリート、鉄筋及

び埋め込み金物、並びに

その他雑固体廃棄物（不

燃物に限る。）は、外部

遮蔽壁保管庫に貯蔵保管

する。 

 

別紙 9(3)-4-1 に変更する 

 



9(3)-4-2 
 

別紙 9(3)-4-1 
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添付書類十の一部補正



 

10-目-1 
 

添付書類十を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

 
10-目-1 

 
 
 
 
 
 
 

10-目-1 
 
 

 

 

 

 

 

 

10-目-4 
 
 
 
 
 

10-目-5 
 

 

10-目-7 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
下 4 行 

～ 
下 3 行 

 
 
 
 
 

下 2 行 
～ 

下 1 行 
 
 
 
 
 
 

下 12 行 
～ 

下 11 行 
 
 
 
上 2 行 

 

 

上 3 行 
～ 

上 4 行 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
2.3 炉心内の熱の発生又

は熱除去の異常な変化 
   
2.3.4 主給水流量喪失 
 
 
 
 
2.3.4.2 過渡変化の解析 
   
3. 設計基準事故の解析 
 
 
 
 
 
 
a. 水源 
   
7.4 運転停止中の原子炉

における重大事故に至る

おそれがある事故 
 
b. 蒸気発生器注水 
   
 

第 2.3.4.2 図 主給水流

量喪失(2) 
   
第 3.2.1.1 図 原子炉冷

却材喪失－ＥＣＣＳ性能

評価解析－大破断(1) 
 

 

 

 
 
 
 
 

2.3 炉心内の熱の発生又

は熱除去の異常な変化 
2.3.3 外部電源喪失 
2.3.3.2 過渡変化の解析 
(3) 解析結果 
2.3.4 主給水流量喪失 
 
 
2.3.4.2 過渡変化の解析 
2.4 原子炉冷却材圧力又

は原子炉冷却材保有量の

異常な変化 
2.4.1 負荷の喪失 
2.4.1.2 過渡変化の解析 
(3) 解析結果 
3. 設計基準事故の解析 
 

 a. 水源 
b. 燃料 
7.4 運転停止中の原子炉

における重大事故に至る

おそれがある事故 
 

b. 蒸気発生器注水 
(2) 燃料の評価結果 
 

第 2.3.4.2 図 主給水流

量喪失(2) 
第 2.4.1.2 図 負荷の喪

失－加圧器圧力制御系不

作動 
第 3.2.1.1 図 原子炉冷

却材喪失－ＥＣＣＳ性能

評価解析－大破断(1) 
 

 

 

 

 
 



 

10-2-1 
 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

 
10-2-1 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

10-2-3 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

10-2-5 
の次頁 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
下 10 行 

～ 
下 9 行 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

下 1 行 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
･･･熱除去の異常な変化 
   
2.3.4 主給水流量喪失 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
･･･に移行することがで

きる。 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（記載の追加） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
･･･熱除去の異常な変化 
2.3.3 外部電源喪失 
2.3.3.2 過渡変化の解析 
(3) 解析結果 

小ＤＮＢＲは約 1.66
である。原子炉出力は上

昇しないので、燃料中心

温度は十分溶融点未満で

ある。また、原子炉圧力の

高 値 は 約 17.4MPa
［gage］にとどまる。 
   
2.3.4 主給水流量喪失 
 
･･･に移行することがで

きる。 
 
2.4 原子炉冷却材圧力又

は原子炉冷却材保有量の

異常な変化 
2.4.1 負荷の喪失 
2.4.1.2 過渡変化の解析 
(3) 解析結果 

第 2.4.1.2 図を変更す

る。第 2.4.1.2 図以外は変

更前の記載に同じ。 
 
別紙 10-2-1 を追加する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

10-2-2 
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第 2.4.1.2 図 負荷の喪失－加圧器圧力制御系不作動  

別紙 10-2-1 



 

10-7-1 
 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

 
10-7-13 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
下 1 行 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
･･･が可能である。 

   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
･･･が可能である。 

b. 燃料 
重要事故シーケンス

「インターフェイスシス

テムＬＯＣＡ」において、

ディーゼル発電機による

電源供給については、事

象発生後 7 日間ディーゼ

ル発電機を全出力で運転

した場合、約 450.9kℓ の

重油が必要となる。 
電源車（緊急時対策所

用）による電源供給につ

いては、事象発生直後か

らの運転を想定して、7 日

間の運転継続に約 8.3kℓ
の重油が必要となる。 

送水車による復水タン

クへの補給については、

事象発生の 7.4 時間後か

らの運転を想定して、7 日

間の運転継続に約 6.4 kℓ
の重油が必要となる。 

7 日間の運転継続に必

要な重油はこれらを合計

して約 465.7kℓ となる

が、「7.5.1(2) 資源の評価

条件」に示すとおり燃料

油貯油そうの合計油量

(466kℓ）にて供給可能で

ある。 
重要事故シーケンス

「蒸気発生器伝熱管破損

時に破損側蒸気発生器の

隔離に失敗する事故」に

おいて、ディーゼル発電

機による電源供給につい

ては、事象発生後 7 日間

ディーゼル発電機を全出

力で運転した場合、約



 

10-7-2 
 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

10-7-16 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

下 1 行 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
･･･である。 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

450.9kℓ の重油が必要と

なる。 
電源車（緊急時対策所

用）による電源供給につ

いては、事象発生直後か

らの運転を想定して、7 日

間の運転継続に約 8.3kℓ
の重油が必要となる。 
7 日間の運転継続に必要

な重油はこれらを合計し

て約 459.2kℓ となるが、

「7.5.1(2) 資源の評価条

件」に示すとおり燃料油

貯 油 そ う の 合 計 油 量

(466kℓ）にて供給可能で

ある。 
 
 
 
･･･である。 

(2) 燃料の評価結果 
燃料の評価において

は、重要事故シ－ケンス

等による評価に加え、事

象発生直後から補機類が

起動することを想定し

て、燃料の消費量を算定

し、発電所構内の備蓄量

にて7日間の対応が可能

であることを以下のとお

り確認した。 
も消費量が厳しくな

る事故シ－ケンスグルー

プ等は「7.3.1 想定事故

１」と「7.3.2 想定事故

２」である。 
ディーゼル発電機によ

る電源供給については、

事象発生後7日間ディー

ゼル発電機を全出力で運

転した場合、約450.9kℓの
重油が必要となる。 



 

10-7-3 
 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

電源車（緊急時対策所

用）による電源供給につ

いては、事象発生直後か

らの運転を想定して、7日
間の運転継続に約 8.3kℓ
の重油が必要となる。 

送水車による使用済燃

料ピットへの注水につい

ては、事象発生の6.8時間

後からの運転を想定し

て、7日間の運転継続に約

6.4kℓの重油が必要とな

る。 
7日間の運転継続に必

要な重油は、これらを合

計して約 465.7kℓとなる

が、「7.5.1(2) 資源の評価

条件」に示すとおり燃料

油貯油そうの合計油量

(466kℓ)にて供給可能で

ある。 
また、各事故シーケン

スの事故条件で全交流動

力電源喪失とした場合に

重油に関して も消費量

が厳しくなる事故シ－ケ

ンスグループ等は「7.1.2 
全交流動力電源喪失」、

「7.1.3 原子炉補機冷却

機能喪失」、「7.2.1.1 格納

容器過圧破損」、「7.2.1.2 
格 納 容 器 過 温 破 損 」、

「 7.2.2高圧溶融物放出

／格納容器雰囲気直接加

熱」、「7.2.3 原子炉圧力

容器外の溶融燃料－冷却

材相互作用」及び「7.2.5 
溶融炉心・コンクリート

相互作用」であり、7日間

の運転継続に必要な重油

は、約195.6kℓとなるが、



 

10-7-4 
 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「7.5.1(2) 資源の評価条

件」に示すとおり燃料油

貯油そうの合計油量のう

ち、使用可能量(426kℓ)に
て供給可能である。 

さらに、各事故シーケ

ンスを包絡するように、

事象発生直後から補機類

が起動することを想定

し、保守的に評価した。 
各事故シーケンスの事

故条件で全交流動力電源

喪失を想定していない場

合に重油に関して も消

費量が厳しくなる事故シ

－ケンスグループ等は

「7.1.8 格納容器バイパ

ス」のうち、「インターフ

ェイスシステムＬＯＣ

Ａ」、「7.3.1 想定事故１」

及び「7.3.2 想定事故２」

であり、燃料消費量は、約

466.0kℓ と な る が 、

「7.5.1(2) 資源の評価条

件」に示すとおり燃料油

貯 油 そ う の 合 計 油 量

(466kℓ)にて供給可能で

ある。 
また、各事故シーケンス

の事故条件で全交流動力

電源喪失とした場合に重

油に関して も消費量が

厳しくなる事故シ－ケン

スグループ等は「 7.1.2 
全交流動力電源喪失」、

「7.1.3 原子炉補機冷却

機能喪失」、「7.2.1.1 格
納 容 器 過 圧 破 損 」 、

「 7.2.1.2 格納容器過温

破損」、「7.2.2 高圧溶融

物放出／格納容器雰囲気

直接加熱」、「7.2.3 原子



 

10-7-5 
 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

10-7-21 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 7.1.7.12 図 

炉圧力容器外の溶融燃料

－冷却材相互作用」、

「7.2.5 溶融炉心・コン

クリート相互作用」及び

「7.4.2 全交流動力電源

喪失（停止時）」であり、

燃料消費量は、約 200.5kℓ
となるが、「7.5.1(2) 資源

の評価条件」に示すとお

り燃料油貯油そうの合計

油量のうち、使用可能量

(426kℓ)にて供給可能で

ある。 
 
別紙 10-7-1 に変更する 

 



 

10-7-6 
 

別紙 10-7-1 
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(℃)

・燃料被覆管 高温度：約1,035℃（約91秒） 
・燃料被覆管温度：約730℃（約240秒） 
・燃料被覆管の酸化量：約3.6% 
・非常用炉心冷却設備からの冷却水注水により燃料被覆管温度は低下していく 
 

高圧注入及び低圧注入により低下 

燃料被覆管 高温度（1,200℃） 

ＭＡＡＰは大破断ＬＯＣＡ時の事象初期の適用性が低いため、 
「3.2.1 原子炉冷却材喪失」の結果を参照。その評価結果から、 
燃料被覆管温度は1,200℃を超えることはない。 

再循環切替失敗に伴う高圧注入及び低圧注入の停止に伴う温度上昇 

第 7.1.7.12 図 燃料被覆管温度の推移 



 

 

 

 

 

 

添付書類十（追補１）の一部補正
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添付書類十（追補１）を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 
 

10-7-27 
の次頁 

 
 
 

 
 

 

（記載の追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
別紙 10(3)-追 1-1 を追加す

る。 
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別紙 10(3)-追 1-1 

 

 

 

追   補 

 

（添付書類十） 
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目  次 

 

追補 1 ．「5 ． 重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するため

に必要な技術的能力」の追補 

 

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技

術的能力 

 

  



 

10(3)-追 1-4 
 

追 補 1 

「5．重大事故の発生及び拡大の防止に

必要な措置を実施するために必要な 

技術的能力」の追補 

 

添付書類十「5．重大事故の発生及び拡大の防止に

必要な措置を実施するために必要な技術的能力」 

の記述に次のとおり追補する。 
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（３号炉及び４号炉） 

 

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために 

必要な技術的能力 
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追補 1 

 

本資料のうち、枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。

 

 

 

重大事故の発生及び拡大の防止に 

必要な措置を実施するために必要な技術的能力 
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令和４年１２月２１日付け原規規発第２２１２２１１号をもって設置変更

許可を受けた高浜発電所の発電用原子炉設置変更許可申請書の添付書類十追

補 1 の３号炉及び４号炉に係る記述のうち、以下の手順等を変更する。 

 

1.3  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 
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1. 重大事故等対策における事項 

1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

1.3.6 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の手順 

(2) 操作手順 

第 1.3.18 図及び第 1.3.19 図を変更する。第 1.3.18 図及び第 1.3.19

図以外は変更前の「(2)操作手順」の記載に同じ。 
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第 1.3.19 図 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応手順  



 

 

 

 

 

添付書類十一の一部補正
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添付書類十一を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

 

11-1 
～  

11-19 
 

 

 

 

（記載の変更） 

 

 

別紙 11-1 に変更する。  
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別紙 11-1 

別添８ 

添  付  書  類  十  一 

変更後における発電用原子炉施設の保安のための業務に係る 

品質管理に必要な体制の整備に関する説明書 

 

1. 概要 

本説明書は、変更後における発電用原子炉施設の保安のための業務に係

る品質管理に必要な体制の整備に関する説明書として、品質管理に関する

事項に基づき、発電用原子炉施設の当該設置変更許可申請（以下「本申請」

という。）に当たって実施した設計活動に係る品質管理の実績及びその後の

工事等の活動に係る品質管理の方法、組織等に係る事項を記載する。 
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2. 基本方針 

本説明書では、本申請における、「実施した設計活動に係る品質管理の実績」

及び「その後の工事等の活動に係る品質管理の方法、組織等に係る事項」を、

以下のとおり説明する。 

(1) 設計活動に係る品質管理の実績 

「設計活動に係る品質管理の実績」として、実施した設計の管理の方法

を「3. 設計活動に係る品質管理の実績」に記載する。 

具体的には、組織について「3.1 本申請における設計に係る組織（組織

内外の相互関係及び情報伝達含む。）」に、実施する各段階について「3.2 

本申請における設計の各段階とその審査」に、品質管理の方法について

「3.3 本申請における設計に係る品質管理の方法」に、調達管理の方法に

ついて「3.4 本申請における調達管理の方法」に、文書管理について「3.5 

本申請における文書及び記録の管理」に、不適合管理について「3.6 本申

請における不適合管理」に記載する。 

(2) その後の工事等の活動に係る品質管理の方法、組織等に係る事項 

その後の工事等の活動に係る品質管理の方法、組織等に係る事項につい

ては、「4. その後の工事等の活動に係る品質管理の方法等」に記載する。 

具体的には、組織について「4.1 その後の工事等の活動に係る組織（組織

内外の相互関係及び情報伝達含む。）」に、実施する各段階について「4.2 そ

の後の設計、工事等の各段階とその審査」に、品質管理の方法について

「4.3 その後の設計に係る品質管理の方法」、「4.4 工事に係る品質管理の方

法」及び「4.5 使用前事業者検査の方法」に、設計及び工事の計画の認可

申請（以下「設工認」という。）における調達管理の方法について「4.6 設

工認における調達管理の方法」に、文書管理について「4.7 その後の設計、

工事等における文書及び記録の管理」に、不適合管理について「4.8 その後

の不適合管理」に記載する。 

また、設工認に基づき、「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準

に関する規則（平成 25 年 6 月 28 日原子力規制委員会規則第 6 号）（以下

「技術基準規則」という。）」への適合性を確保するために必要となる設備
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（以下「適合性確認対象設備」という。）の施設管理について、「5. 適合性

確認対象設備の施設管理」に記載する。  
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3. 設計活動に係る品質管理の実績 

本申請に当たって実施した設計に係る品質管理は、発電用原子炉設置変更

許可申請書本文における十一、発電用原子炉施設の保安のための業務に係る

品質管理に必要な体制の整備に関する事項（以下「設置許可本文十一号」と

いう。）に基づき以下のとおり実施する。 

なお、本申請における設計及び調達に係る業務のうち、原子力利用におけ

る安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関す

る法律等の一部を改正する法律に基づき変更認可された発電用原子炉施設保

安規定の施行までに実施した業務は、設置許可本文十一号に基づくものでは

ないことから、原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核

燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律に基づき変

更認可された発電用原子炉施設保安規定の施行までに実施した業務の実績に

ついては、本申請における活動実績に応じて記載する。 

 

3.1 本申請における設計に係る組織（組織内外の相互関係及び情報伝達含む。）  

設計及び調達は、第 1 図に示す本店組織及び発電所組織に係る体制で実

施する。 

また、設計（「3.3 本申請における設計に係る品質管理の方法」）並びに

調達（「3.4 本申請における調達管理の方法」）の各プロセスを主管する箇所

を第 1 表に示す。 

第 1 表に示す各プロセスを主管する箇所の長は、担当する設備に関する

設計並びに調達について、責任と権限を持つ。 

 

3.1.1 設計に係る組織 

設計は、第 1 表に示す主管箇所のうち、「3.3 本申請における設計に係

る品質管理の方法」に係る箇所が設計を主管する組織として実施する。 

この設計に必要な資料の作成を行うため、第 1 図に示す体制を定めて

設計に係る活動を実施する。 

なお、本申請において上記による体制で実施した。 
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3.1.2 調達に係る組織 

調達は、第 1 表に示す本店組織及び発電所組織の調達を主管する箇所

で実施する。 

なお、本申請において上記による活動を実施した。 

 

3.2 本申請における設計の各段階とその審査 

本申請における設計は、本申請における申請書作成及びこれに付随する

基本的な設計として、設置許可本文十一号「7.3 設計開発」のうち、必要な

事項に基づき以下のとおり実施する。 

本申請における設計の各段階と設置許可本文十一号との関係を第 2 表に

示す。 

設計を主管する箇所の長は、第 2 表に示すアウトプットに対する審査

（以下「レビュー」という。）を実施するとともに、記録を管理する。 

なお、設計の各段階におけるレビューについては、第 1 表に示す設計を

主管する組織の中で当該設備の設計に関する専門家を含めて実施する。 

なお、本申請において上記による活動を実施した。 

 

3.3 本申請における設計に係る品質管理の方法 

設計を主管する箇所の長は、本申請における設計として、「3.3.1 設計開

発に用いる情報の明確化」、「 3.3.2(1) 申請書作成のための設計」及び

「3.3.2(2) 設計のアウトプットに対する検証」の各段階を実施する。 

以下に各段階の活動内容を示す。 

 

3.3.1 設計開発に用いる情報の明確化 

設計を主管する箇所の長は、本申請に必要な設計開発に用いる情報を

明確にする。 

なお、本申請において上記による活動を実施した。 

 

3.3.2 設計及び設計のアウトプットに対する検証 
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設計を主管する箇所の長は、本申請における設計を以下のとおり実施

する。 

(1) 申請書作成のための設計 

設計を主管する箇所の長は、本申請における申請書作成のための設

計を実施する。 

また、設計を主管する箇所の長は、本申請における申請書の作成に

必要な基本的な設計の品質を確保する上で重要な活動となる、「調達に

よる解析」及び「手計算による自社解析」について、個別に管理事項

を実施し品質を確保する。 

なお、本申請において上記による活動を実施した。 

(2) 設計のアウトプットに対する検証 

設計を主管する箇所の長は、「3.3.2 設計及び設計のアウトプットに

対する検証」のアウトプットが設計のインプット（「3.3.1 設計開発に

用いる情報の明確化」）で与えられた要求事項に対する適合性を確認し

た上で、要求事項を満たしていることの検証を、組織の要員に指示す

る。 

なお、この検証は当該業務を直接実施した原設計者以外の者に実施

させる。 

なお、本申請において上記による活動を実施した。 

(3) 申請書の作成 

設計を主管する箇所の長は、本申請における申請書作成のための設

計からのアウトプットを基に、本申請に必要な書類等を取りまとめる。 

なお、本申請において上記による活動を実施した。 

(4) 申請書の承認 

設計を主管する箇所の長は、作成した資料を取りまとめ、原子力発

電安全委員会へ付議し、審議及び確認を得る。 

また、本申請の提出手続きを主管する箇所の長は、原子力発電安全

委員会の審議及び確認を得た本申請における申請書について、原子力

規制委員会への提出手続きの承認を得る。 

なお、本申請において上記による活動を実施した。 
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3.3.3 設計における変更 

設計を主管する箇所の長は、設計の変更が必要となった場合、各設計

結果のうち、影響を受けるものについて必要な設計を実施し、影響を受

けた段階以降の設計結果を必要に応じ修正する。 

 

3.3.4 新検査制度移行に際しての本申請における設計管理の特例 

設計を主管する箇所の長が実施する本申請における設計管理の対象と

なる業務のうち、原子力利用における安全対策の強化のための核原料物

質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律

に基づき変更認可された発電用原子炉施設保安規定の施行までに実施し

た本申請における申請書作成に係る社内手続き又は基本設計に係る調達

製品の検証については、設置許可本文十一号に基づく設計管理は適用し

ない。 

 

3.4 本申請における調達管理の方法 

調達を主管する箇所の長は、調達管理を確実にするために、設置許可本

文十一号に基づき以下に示す管理を実施する。 

 

3.4.1 供給者の技術的評価 

調達を主管する箇所の長は、供給者が当社の要求事項に従って調達製

品を供給する技術的な能力を判断の根拠として、供給者の技術的評価を

実施する。 

なお、本申請において上記による活動を実施した。 

 

3.4.2 供給者の選定 

調達を主管する箇所の長は、本申請における設計に必要な調達を行う

場合、調達に必要な要求事項を明確にし、契約を主管する箇所の長へ供

給者の選定を依頼する。また、契約を主管する箇所の長は、「3.4.1  供給

者の技術的評価」で、技術的な能力があると判断した供給者を選定する。 
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供給者に対しては品質保証計画書を提出させ審査する。 

なお、本申請において上記による活動を実施した。 

 

3.4.3 調達管理 

調達を主管する箇所の長は、調達に関する品質保証活動を行うに当た

って、以下に基づき業務を実施する。 

なお、本申請において上記による活動は以下のとおり実施した。 

(1) 仕様書の作成 

調達を主管する箇所の長は、業務の内容に応じ、設置許可本文十一

号に基づく調達要求事項を含めた仕様書を作成し、供給者の業務実施

状況を適切に管理する。（「3.4.3(2) 調達した役務の検証」参照） 

(2) 調達した役務の検証 

調達を主管する箇所の長は、調達した役務が調達要求事項を満たし

ていることを確実にするために調達した役務の検証を行う。 

供給者先で検証を実施する場合は、あらかじめ仕様書で検証の要領

及び調達した役務のリリースの方法を明確にした上で、検証を行う。 

 

3.4.4 請負会社他品質監査 

供給者に対する監査を主管する箇所の長は、供給者の品質保証活動及

び健全な安全文化を育成し維持するための活動が適切で、かつ、確実に

行われていることを確認するために、請負会社他品質監査を実施する。 

なお、本申請において上記による活動を実施した。 

 

3.5 本申請における文書及び記録の管理 

本申請における設計に係る文書及び記録については、設置許可本文十一

号に定める品質マネジメント文書、それらに基づき作成される品質記録で

あり、これらを適切に管理する。 

なお、本申請において上記による活動を実施した。 

 

3.6 本申請における不適合管理 
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本申請に基づく設計において発生した不適合については、適切に処置を

行う。 
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4. その後の工事等の活動に係る品質管理の方法等 

その後の工事等の活動に係る品質管理の方法、組織等に係る事項について

は、設置許可本文十一号に基づき以下のとおり実施する。 

 

4.1 その後の工事等の活動に係る組織（組織内外の相互関係及び情報伝達含

む。） 

その後の工事等の活動は、第 1 図に示す本店組織及び発電所組織に係る

体制で実施する。 

 

4.2 その後の設計、工事等の各段階とその審査 

 

4.2.1 設計及び工事等のグレード分けの適用 

設計及び工事等におけるグレード分けは、原子炉施設の安全上の重要

度に応じて行う。 

 

4.2.2 設計及び工事等の各段階とその審査 

設計又は工事を主管する箇所の長並びに検査を担当する箇所の長は、

その後における設計及び工事等の各段階において、レビューを実施する

とともに、記録を管理する。 

なお、設計の各段階におけるレビューについては、設計及び工事を主

管する組織の中で当該設備の設計に関する専門家を含めて実施する。 

 

4.3 その後の設計に係る品質管理の方法 

設計を主管する箇所の長は、設工認における技術基準規則等への適合性

を確保するための設計を実施する。 

 

4.3.1 適合性確認対象設備に対する要求事項の明確化 

その後の設計を主管する箇所の長は、設工認に必要な要求事項を明確

にする。 
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4.3.2 各条文の対応に必要な適合性確認対象設備の選定 

その後の設計を主管する箇所の長は、各条文の対応に必要な適合性確

認対象設備を抽出する。 

 

4.3.3 設計及び設計のアウトプットに対する検証 

設計を主管する箇所の長は、適合性確認対象設備の技術基準規則等へ

の適合性を確保するための設計を実施する。 

(1) 基本設計方針の作成（設計 1） 

設計を主管する箇所の長は、技術基準規則等の適合性確認対象設備

に必要な要求事項に対する設計を漏れなく実施するために、技術基準

規則の条文ごとに各条文に関連する要求事項を用いて設計項目を明確

にした基本設計方針を作成する。 

(2) 適合性確認対象設備の各条文への適合性を確保するための設計（設

計 2） 

設計を主管する箇所の長は、適合性確認対象設備に対し、変更があ

った要求事項への適合性を確保するための詳細設計を、「設計 1」の結

果を用いて実施する。 

(3) 詳細設計の品質を確保する上で重要な活動の管理 

設計を主管する箇所の長は、詳細設計の品質を確保する上で重要な

活動となる、「調達による解析」及び「手計算による自社解析」につい

て、個別に管理事項を実施し、品質を確保する。 

(4) 設計のアウトプットに対する検証 

設計を主管する箇所の長は、「4.3.3 設計及び設計のアウトプットに

対する検証」のアウトプットが設計のインプット（「4.3.1 適合性確認

対象設備に対する要求事項の明確化」及び「4.3.2 各条文の対応に必要

な適合性確認対象設備の選定」参照）で与えられた要求事項に対する

適合性を確認した上で、要求事項を満たしていることの検証を、組織

の要員に指示する。 

なお、この検証は適合性確認を実施した者の業務に直接関与してい

ない上位職位の者に実施させる。 
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(5) 設工認申請書の作成 

設計を主管する箇所の長は、その後の設計からのアウトプットを基

に、設工認に必要な書類等を取りまとめる。 

(6) 設工認申請書の承認 

設工認申請書の取りまとめを主管する箇所の長は、設計を主管する

箇所の長が作成した資料を取りまとめ、原子力発電安全委員会へ付議

し、審議及び確認を得る。 

 

4.3.4 設計における変更 

設計を主管する箇所の長は、設計対象の追加又は変更が必要となった

場合、各設計結果のうち、影響を受けるものについて必要な設計を実施

し、影響を受けた段階以降の設計結果を必要に応じ修正する。 

 

4.4 工事に係る品質管理の方法 

工事を主管する箇所の長は、具体的な設備の設計の実施及びその結果を

反映した設備を導入するために必要な工事を、「4.6 設工認における調達管

理の方法」の管理を適用して実施する。 

 

4.4.1 具体的な設備の設計の実施（設計 3） 

工事を主管する箇所の長は、工事段階において、要求事項に適合する

ための具体的な設計（設計 3）を実施し、決定した具体的な設備の設計結

果を取りまとめる。 

 

4.4.2 具体的な設備の設計に基づく工事の実施 

工事を主管する箇所の長は、要求事項に適合する設備を設置するため

の工事を実施する。 

 

4.5 使用前事業者検査の方法 

使用前事業者検査は、適合性確認対象設備が、認可された設工認に記載

された仕様及びプロセスのとおりであること、技術基準規則に適合してい
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ることを確認するため、使用前事業者検査を計画し、工事実施箇所からの

独立性を確保した検査体制のもと、実施する。 

 

4.5.1 使用前事業者検査での確認事項 

使用前事業者検査は、適合性確認対象設備が、認可された設工認に記

載された仕様及びプロセスのとおりであること、技術基準規則に適合し

ていることを確認するために、以下の項目について検査を実施する。 

(1) 実設備の仕様の適合性確認 

(2) 品質マネジメントシステムに係る検査 

 

4.5.2 使用前事業者検査の計画 

検査を担当する箇所の長は、適合性確認対象設備が、認可された設工

認に記載された仕様及びプロセスのとおりであること、技術基準規則に

適合していることを確認するため、使用前事業者検査を計画する。 

 

4.5.3 検査計画の管理 

検査に係るプロセスの取りまとめを主管する箇所の長は、使用前事業

者検査の実施時期及び使用前事業者検査が確実に行われることを管理す

る。 

 

4.5.4 使用前事業者検査の実施 

使用前事業者検査は、検査要領書の作成、検査体制を確立して実施す

る。 

 

4.6 設工認における調達管理の方法 

調達を主管する箇所の長は、設工認で行う調達管理を確実にするために、

品質管理に関する事項に基づき以下に示す管理を実施する。 

 

4.6.1 供給者の技術的評価 



11-15 
 

調達を主管する箇所の長は、供給者が当社の要求事項に従って調達製

品を供給する技術的な能力を判断の根拠として、供給者の技術的評価を

実施する。 

 

4.6.2 供給者の選定 

調達を主管する箇所の長は、設工認に必要な調達を行う場合、原子力

安全に対する影響、供給者の実績等を考慮し、業務の重要度に応じてグ

レード分けを行い管理する。 

 

4.6.3 調達製品の調達管理 

調達を主管する箇所の長は、調達に関する品質保証活動を行うに当た

って、原子力安全に対する影響及び供給者の実績等を考慮し、以下の調

達管理に基づき業務を実施する。 

(1) 仕様書の作成 

調達を主管する箇所の長は、業務の内容に応じ、品質管理に関する

事項に基づく調達要求事項を含めた仕様書を作成し、供給者の業務実

施状況を適切に管理する。（「4.6.3(2) 調達製品の管理」参照） 

(2) 調達製品の管理 

調達を主管する箇所の長は、当社が仕様書で要求した製品が確実に

納品されるよう調達製品が納入されるまでの間、製品に応じた必要な

管理を実施する。 

(3) 調達製品の検証 

調達を主管する箇所の長は、調達製品が調達要求事項を満たしてい

ることを確実にするために調達製品の検証を行う。 

なお、供給者先で検証を実施する場合、あらかじめ仕様書で検証の

要領及び調達製品のリリースの方法を明確にした上で、検証を行う。 

 

4.6.4 請負会社他品質監査 
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供給者に対する監査を主管する箇所の長は、供給者の品質保証活動及

び健全な安全文化を育成し維持するための活動が適切で、かつ、確実に

行われていることを確認するために、請負会社他品質監査を実施する。 

 

4.7 その後の設計、工事等における文書及び記録の管理 

その後の設計、工事等における文書及び記録については、設置許可本文

十一号に示す文書、それらに基づき作成される品質記録であり、これらを

適切に管理する。 

 

4.8 その後の不適合管理 

その後の設計、工事及び試験・検査において発生した不適合については

適切に処置を行う。 
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5. 適合性確認対象設備の施設管理 

工事を主管する箇所の長は、適合性確認対象設備について、技術基準規則

への適合性を使用前事業者検査を実施することにより確認し、適合性確認対

象設備の使用開始後においては、施設管理に係る業務プロセスに基づき原子

炉施設の安全上の重要度に応じた点検計画を策定し保全を実施することによ

り、適合性を維持する。 



11-18 
 

第 1 表 設計及び調達の実施の体制                                  
プロセス 主管箇所 

3.3 
本申請における設計に

係る品質管理の方法 

本店 土木建築室 
本店 原子力企画部門 
本店 原子力安全・技術部門 
本店 原子力発電部門 
本店 原子燃料部門 
発電所 安全･防災室 
発電所 所長室 
発電所 技術課 
発電所 原子燃料課 
発電所 放射線管理課 
発電所 保全計画課 
発電所 電気保修課 
発電所 計装保修課 
発電所 原子炉保修課 
発電所 タービン保修課 
発電所 土木建築課 
発電所 電気工事グループ 
発電所 機械工事グループ 

3.4 
本申請における調達管

理の方法 

本店 土木建築室 
本店 原子力企画部門 
本店 原子力安全・技術部門 
本店 原子力発電部門 
本店 原子燃料部門 
発電所 安全･防災室 
発電所 所長室 
発電所 技術課 
発電所 原子燃料課 
発電所 放射線管理課 
発電所 電気保修課 
発電所 計装保修課 
発電所 原子炉保修課 
発電所 タービン保修課 
発電所 土木建築課 
発電所 電気工事グループ 
発電所 機械工事グループ 
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第 2 表 本申請における設計及び調達の各段階 

各段階 
設置許可本文十

一号の対応項目 
概 要 

設
計 

3.3 

本申請における

設計に係る品質

管理の方法 

7.3.1 設計開発計

画 

         

本申請及びこれに付

随する基本設計を実

施するための計画 

3.3.1 

※ 

設計開発に用い

る情報の明確化 

7.3.2 設計開発に

用いる情報 

本申請及びこれに付

随する基本設計の要

求事項の明確化 

3.3.2(1) 

※ 

申請書作成のた

めの設計 

7.3.3 設計開発の

結果に係る情報 

本申請における申請

書作成のための設計 

3.3.2(2) 

設計のアウトプ

ットに対する検

証 

7.3.5 設計開発の

検証 

本申請及びこれに付

随する基本設計の妥

当性のチェック 

3.3.3 

※ 

設計における変

更 

7.3.7 設計開発の

変更の管理 

設計対象の追加や変

更時の対応 

調
達 

3.4 
本申請における

調達管理の方法 

7.4 調達 本申請に必要な設計

に係る調達管理 

※：「3.2 本申請における設計の各段階とその審査」で述べている「設計の各段

階におけるレビュー」の各段階を示す。 
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第 1 図  適合性確認に関する体制表 




